
設計概要・仕上表・付近見取図

平面図・屋根伏図・建具符号図

図　面　目　録

図面番号 図面番号 図面番号 図面番号 図面名称図面名称図面名称図面名称

A-01

A-02

A-03

A-04

A-05

A-06

A-07

A-08

A-09

A-20

A-22

A-23

A-21

A-24

A-10

A-11

A-12

A-13

A-14

A-15

A-16

A-17

A-18

A-19

A-25

A-26

A-27

A-28

A-29

A-30

A-31

A-32

A-33

A-34

A-35

A-36

敷地現況図

配置図

立面図

断面図

天井伏図

１階平面詳細図

屋根伏図

矩計詳細図１

矩計詳細図２

矩計詳細図３

部分詳細図１

部分詳細図２

部分詳細図３

部分詳細図４

展開図２

展開図３

展開図４

展開図５

展開図６

建具表

S-01

S-02

S-03

S-04

S-05

S-06

S-07

S-08

S-09

S-10

S-11

S-12

S-13

S-14

S-15

S-16

S-17

S-18

梁伏図１

軸組図１

軸組図２

軸組図３

基礎・地中梁リスト

梁・壁・スラブリスト

基礎伏図

基礎伏図（耐圧盤）

E-01

E-02

E-03

E-04

E-05

E-06

K-11

K-12

K-13

K-14

K-15

K-16

K-17

K-18

K-19

K-20

展開図１

展開図２

展開図３

部分詳細図

建具表

基礎伏図・Ｒ階梁伏図

構造軸組図１

構造軸組図２

構造リスト

配筋詳細図

K-01

K-02

K-03

K-04

K-05

K-06

K-07

K-08

K-09

K-10

解体特記仕様書

配置図

整地図（解体後配置図）

立面図

断面図・天井伏図

A-37

A-38

A-39

A-40

A-41

A-42

A-43

A-44

A-45

A-46

工程ステップ図

断面詳細図１

断面詳細図２

求積図

K-21

K-22

電気設備工事　特記仕様書

１階平面詳細図　電気設備　撤去

１階平面詳細図　機械設備　撤去

工事区分表・提出書類表

展開図１

構造特記仕様書

設計概要・仕上表・付近見取図

１階平面図・屋根伏図

１階平面詳細図

電灯分電盤図

１階平面詳細図　コンセント設備図

照明器具等　姿図

１階平面詳細図　電灯設備図

１階平面詳細図　警報設備図E-07

電気設備　配置図

M-01

M-02

M-03

M-04

機械設備工事　特記仕様書

衛生設備　機器表

１階平面詳細図　給排水設備図

１階平面詳細図　換気設備図

特記仕様書(１)

特記仕様書(２)

特記仕様書(３)

特記仕様書(４)

特記仕様書(５)

特記仕様書(６)

特記仕様書(７)

特記仕様書(８)

特記仕様書(９)

特記仕様書(10)

特記仕様書(11)

特記仕様書(12)

建築材料等品質性能表(１)

建築材料等品質性能表(２)

工事仮設計画図

建築基準法等チェック表(１)

岐阜県福祉のまちづくり条例適合表

バリアフリー法チェック表(１)

バリアフリー法チェック表(２)

曲面目地・ガラス割付図

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図１

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図２

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図３

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図４

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図５

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図６

梁伏図２(南面スラブ下目地)

雑配筋詳細図１

雑配筋詳細図２

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



施工計画書

施工図等

請負代金内訳書

総合図の作成等

電気保安技術者

施工条件

製造者及び専門

工事業者の選定

災害時の安全確保

養生

後片付け

環境への配慮

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

c.設備機器配置図作成にあたっては,事前に各受注者間で位置調整を行うこと。調整

e.各受注者間及び別途工事関連の調整の結果,総合図の修正が必要な場合,速やかに

f.天井下地の耐震補強ブレースが必要な場合は、各設備機器等との取合いを十分考慮

４）総合図・施工図等提出するにあたっては,予め,それらの内容が設計図書と適合して

５）受注者は,総合図・施工図調整担当者として,本工事に類似した工事の施工図調整経験

１）工事現場におく電気保安技術者は、電気事業法に基づく電気主任技術者の職務を

１）受注者等は材料製造者及び専門工事業者について,設計図書に指定がある場合,記載

２）特別の理由により記載された材料製造者・専門工事業者以外のものを選定する場合

１）災害,公害又は事故の恐れがある場合は,受注者は十分な工事計画を立案し、事前に

　　近隣住民に対し説明し、十分な理解を得る。また、実行に際しては、速やかに適切

１）工事現場は常に整理整頓し,清潔に保つなど作業環境の改善,作業現場の美化に努める。

b. 工事目的物の施設又は設備の一部を工事用に使用した場合は,設計図書の定める

　の結果,設計変更が必要な場合は.監督員の指示を受ける。

　いるかの確認を受注者の責任において行う。

　を持つ原則として一級建築士の資格を有する者を選任し,本工事に専任させる。

　　補佐し、電気工作物の保安の職務を行う。

　　※要          ・不要

１）作業時間などは次による。

　　※なし         ・あり（　　　　　　　　　　　　　　　　）

　　されたものの中から選定し,選定届を監督員に提出する。

　　な処置を講じ,直ちにその経緯を監督員に報告する。

１）汚染・損傷を受けた部分については,速やかに原型に復旧する。

２）工事の完成に際しては,工事完成検査時点までに次の損傷復旧などを行う。

a. 工事に伴い損傷を生じた既存の施設・工作物・樹木などは,原状に復旧する。

　条件のとおりに復旧する。

１）建築物内部に使用する材料等は、設計図書に規定する所要の品質及び性能を

　　有すると共に、次のⅰ）からⅳ）を満たすものとする。

　　ⅰ）合板、木質系フローリング、構造用パネル、集成材、単板積層材、ＭＤＦ

　　　　パーティクルボード、その他の木質建材、ユリア樹脂板、壁紙、接着剤、

　　　　保温材、緩衝材、断熱材、塗料、仕上塗材は、アセトアルデヒド及びス

　　　　チレンを発散しない又は発散が極めて少ない材料で、設計図書に規定す

　　　　る「ホルムアルデヒドの放散量」の区分に応じた材料を使用する。

  　ⅱ）接着剤及び塗料は、トルエン、キシレン及びエチルベンゼンの含有量が

　　　　少ない材料を使用する。

  　ⅲ）接着剤は、可塑性（フタル酸ジ－ｎ－ブチル及びフタル酸ジ－２－エチ

　　　　ルヘキシル等を含有しない難揮発性の可塑剤を除く）が添加されていな

　　　　い材料を使用する。

  　ⅳ）ⅰ）の材料を使用して作られた家具、書架、実験台、その他の什器類は、

　　　　ホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しないか、発

　　　　散が極めて少ない材料を使用したものとする。

　書面によって監督員に通知する。

１）総合施工計画書は,主要工事の施工方法及び品質管理方針、工事全体を通じて受注者

２）各工種別の施工計画書の品質計画については,設計図書と十分な整合を計り作成する。

３）施工要領書は,受注者が機器・材料製造者,専門工事業者などと協議の上,施工計画書

　　が行う工事組織の構成と運用,工事現場の整備と維持,工事請負契約に基づく監督員へ

　　記載の各項目を実行するための詳細要領を定めたもので,監督員が指示した場合は,こ

　　適用する）の単価による。請負代金内訳書に単価のないものについては、請負代

　　金内訳書の単価を基準に品質などの違いを考慮し、当事者協議のうえ決定する。

２）総合図は,受注者が建築・設備等関連工事の全体を把握し,施工図作成の円滑化のた

a.総合図原図として建築詳細図（縮尺 1/50,平面詳細図,展開図,天井伏図）を作成し,

１）工事着手に先立ち,又は工事着手と並行して速やかに総合図を作成し,工事に支障な

　　めに活用することを目的とし,施工図・工作図・製作図などの作成前に完成させる。

　　の対応などについて,本工事の固有の条件に適応した具体的な方策を定める。

　　れを監督員に提出する。

　※工事約款29条の(2)にかかわらず、請負代金内訳書（諸経費率及び出精値引率を

　・工事約款による。

３）総合図の作成要領は以下の通りとする。

　　いようつとめる。

　　に付与されているとして1）及び2）の規定を準用する。

　　いても準用する。

１）工事費増減内訳書における工事単価は、下記による。

　　を準用する。なお、見本施工等受領印押印に適さない場合は、書面等記録による。

　　以外は全て無効とする。

　以内に修正または保留に関する監督員からの指示がない場合は、提出された施工図等は

１）

　製作図その他これらに類するものをいう。) は、その旨を提出日と共に表示し、監督員に提出

　する。監督員は、（※1週間　・2週間　・　 日）を目途に設計図書等の内容に適合しているか

　等を検討し、必要により保留・再検討指示又は修正指示そして再提出を経て、設計図書等の

　内容に適合していると認められる場合には、受領印を押して返却する。受領印を押して1週間

b.　上記総合図原図に別途工事の機器等を含む設備機器配置図を記入し,監督員の承認を受ける。

d.　又,作成した総合図に基づく別途工事関連打合せには,各受注者の担当者を出席させること。

a. 

b.

２）その他特殊な施工条件

　という）に、作業内容、作業日・時間などについての定めがある場合は、それを遵守する。

　設計図書又は工事現場近隣の住民との間で交わされた工事に関する協定（以下、近隣協定

　休日・祝日又は夜間に工事の施工を行う場合は、予め近隣の同意を得た上で理由を付した

３）　　設計図書に指定がない場合は,適正な品質を確保できる材料製造者・専門工事業者を選定し,

　　監督員と協議,する。但し設計図書に条件が示されている場合には,これに適合する製造者を

　設計図書等の定めにより監督員の承諾を受ける必要のある施工図等(施工図、現寸図、工作図、

２）設計図書等の定めにより監督員の承諾を受ける必要のある書類、見本等についても1）

３）請負契約と別途の監理業務委託契約に施工図の承諾権限を監督員に付与することが

　　曖昧または含まれていない場合でも、本特記仕様書により施工図の承諾権限は監督員

４）1）～3）の規定は、「1.2.6 総合図の作成等」の「監督員の承諾」に係る手順につ

　訂正を行い,監督員の承諾を受ける。

　したブレース配置計画図を提出し、監督員の承諾を受ける。

　　は,その能力・経歴などを証する資料を提出し,監督員の承諾を受ける。

　　選定し,条件に適合することを証明する資料を提出し,監督員の承諾を受ける。

　監督員の承諾を受ける。

　　監督員の承諾を受けたものとする。なお、明らかに監督員の受領印と認められる押印

適合証明

12. 駐車台数 　　

　 には契約図は綴じ込まず、A1版二つ折り製本（建築・電気・機械）各（※1　・　）

別契約の関連工事

工事費に含まれる

費用

・新築 ・増築 ・改築 ・改修 ・その他（     ）

・あり ・なし

・一括 ・分離 ・その他（      ）

・その他（       ）

図示

7. 敷地面積　　　　

10. 容積対象延床面積 

13. 建ペイ率 　　　

14. 容積率 　　　　　

1)設計 GL 　　　 　

2)１階床高 　　　 

3)軒 高    

4)最高高さ 　

17. 主体構造 　

19. 耐火・防火の種別 

20. 建物用途 

21. 消防法の防火対象物

22. 確認済証番号年月日

　　検査済証番号年月日

2. 防火地区 　　　　　　　・防火地域 　・準防火地域　　・法22条指定区域内　　・指定なし

：番 号        ・   年   月   日（竣工時記載）

：23. その他

　 （住戸数、病床数等）

種　別 申請（協議）項目

1.設計荷重

ロ.告示第1458号の適用範囲外の設計用風圧力の最小値

ハ.上記イ、ロにかかわらず板ガラスの場合の設計用風圧力は板硝子協会の推奨規準により、

1) 構造骨組みの設計荷重（積載荷重、積雪荷重、風荷重、地震荷重、地下水位）は、

2) 非構造部材、設備機器の設計用風圧力

イ.告示第1458号による。

告示第1458号に対して次のような項目を考慮する。

適用範囲 ：　　※高さ 13m 以下にも適用

二.外装材等外部に面する全ての非構造部材・設備機器は、設計用風圧力に対して脱落・損傷

などが生じないよう堅固に取り付けることとし、その取り付け強度は特記仕様書の各章に

示す耐風圧性能を満足することとする。

3) 非構造部材、設備機器の設計用震度

イ.設備機器の設計用震度は、電気設備工事特記仕様書及び機械設備工事特記仕様書に記載の

表による。

ロ.非構造部材（設備機器を除く）の設計用震度

水平方向　(KH)　　　　　　　※1.0           ・ 

鉛直方向　(VH)　　　　　　　※0.5           ・ 1.0

とすることができる。

ハ.全ての非構造部材・設備機器は設計用震度に対して人命の安全及び避難経路の妨げとなる

ような損傷等が発生しないよう堅固に取り付けることとし、その取り付け強度は、

特記仕様書の各章に示す耐震性能を満足することとする。

再現期間 ：　　一般的な建築物 　　　　　　・ 50 年   ※ 100 年   ・ 200 年

2.その他の設計条件

6) 過去の冠水履歴　　　　　： ※なし 　　　・あり 　　　　・不明

4.工事種別

5.工事期間

7.発注方式

8.工事範囲

9.別途工事

10.建築概要

12.設計条件

6.部分使用

  /引渡

11.工事着手前

の主な協議先

一覧

届出先窓口

大臣認定関連

防災・構造評定関連

許可申請関連

開発許可関連

雨水流出抑制関連

緑化計画関連

廃棄物の保管場所関連

道路関連

－ －

　５） 　 印は、「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律」に基づく「環境物品等の調達の

　　　（「改修標準仕様書」という。）による。

（２）電気設備工事及び機械設備工事を本工事に含む場合は、電気設備工事及び機械設備工事は、それぞ

　　　れの特記仕様書を適用する。なお、電気設備工事の特記仕様書は（　 ／　 ）図、機械設備工事の

　　　特記仕様書は（　 ／　 ）図による。

（３）本特記仕様書の表記

　１）項目は、 ・ 印の付いたものを適用する。

　２）特記事項は、・ 印の付いたものを適用する。 　　　    　   　○

　　　・ 印と ※ 印の付いた場合は、共に適用する。

　　　・ 印の付かない場合は、※印の付いたものを適用する。　　　○

　　　○

　３）特記事項に記載の (・・) 内表示番号は、標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

　４）特記事項に記載の [・・] 内表示番号は、改修標準仕様書の当該項目、当該図又は当該表を示す。

 　　　    　　○

　　　推進に関する基本方針（平成28年2月2日変更閣議決定）」に定める判断の基準を満たす物品を示す。

　６）東海地震に係る地震防災対策強化地域内における工事にあっては「大規模地震対策特別措置法」

　　　による注意情報が発せられた場合、受注者は人身の保護及び安全な避難に必要な補強、落下防止等

　　　の安全措置を講ずるとともに、工事中断の措置をとること。又この事実が発生した場合は、契約書

　　　第２６条（臨機の措置）によって処理されるものとする。

（１）図面及び本特記仕様に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁営繕部制定の「公共建築

章

1

一
般
共
通
事
項

適用区分

適用範囲

官公署その他へ

の届出手続き等

1

2

3

4

5

適用基準

項　　目

1

一
般
共
通
事
項

設計変更

6

7

8

9

疑義に関する

協議等

特　　記　　事　　項

設計図書等の

取り扱い

1

一
般
共
通
事
項

Ｇ

手順

a. 受注者は、監督員提供の契約図ＣＡＤデータを、着工を前提とした請負契約内容と

　 相違ないことを確認し、契約図ＣＡＤデータとして確定する旨、監督員に報告する。

b. 受注者は、確定した契約図ＣＡＤデータをトレーシングペーパーにプリントアウト

　 したものに、契約図である旨の識別表示(「契約図」押印等)を全図面に施し、監理

　 者の承認を受け、契約図の原図として確定させる。

c. 受注者は工事請負契約書類(案)（1.1.1適用範囲(1)から(6)までを綴じ込んだもの）を、

　 特記なき限り契約当事者(発注者、受注者)分2部、及び監督員控え分1部作成し、発

　 注者指示の段取りで調印し、工事請負契約書として取交わす。

d. 工事請負契約書類の形式は、黒表紙金文字製本(Ａ４)とし、表紙および背表紙に

　 工事名・発注者名・受注者名・設計者名・監督員名入りとする。なお、監督員控え分

　 した契約図ＣＡＤデータ(CD-R又はDVD-Rに焼付け、識別ラベルを貼り収納ケース

　 に入れたもの)と併せて監督員に提出する。

e. 上記ｂ～ｃの過程で、受注者が契約図の原図のコピーを画像データで作成する場合には、

　 同じものの複写(CD-R又はDVD-Rに焼付け、識別ラベルを貼り収納ケースに入れたもの)を

　 1部作成し監督員に提出する（費用は監督員負担）。なお、画像データの作成推奨形式は 

　 下記とする。 

　 推奨形式： ISO11506準拠のCOLD(Computer Output Laser Disc：TIFF形式、400dpi)

　　　　　　　＆COM(Computer Output Microform)による記録保存形式  

　　　　　　　なお、認証機関によるタイムスタンプ証明は不要とする。 

１）別途工事の円滑な推進のため,監督員より指示のある場合はこれに従う。

２）施工図・施工計画書などの作成に際し,関連工事との取合い・納まりなどについて

２）受注者は、指示により工事費の増減が伴う場合は、施工に先立ち工事費増減内訳書

　　別途工事業者と十分打合せ・調整を行う。

　　書面での回答を受ける。疑義があるにもかかわらず、監督員への確認を怠り、独自

　　の判断で施工した場合、その不具合及び故障について受注者の責任で対応する。

　　を監督員が指示する期間内に、発注者及び監督員に提出し、発注者の承認を受ける。

１）本工事を完成させるために本工事に付帯して当然必要な作業・材料などは、設計

　　図書に記載がない場合でも本工事に含む。

２）本工事に必要な下記の工事及び費用は本工事に含まれる。

a.施工,材料及び製品の試験、見本等の作成、検査に要する費用

b.工事施工に必要な敷地周辺の障害となるものの移設と復旧

c.工事期間中の官公署,その他の手続の費用

d.工事用機器,材料などの取り入れに必要な搬入口及び通路の設置とそれらに伴う

　補強、及び片付け

e.工事用仮設機材（足場・クレーン等）による電波障害対策費用

　　は次の基準による。

　　工事写真の撮り方（改訂第3版）建築編、建築設備編（国土交通省大臣官房官庁

　　営繕部監修）

　　公共建築設備工事標準図　機械設備工事編、電気設備工事編（国土交通省大臣

  　官房官庁営繕部設備・環境課監修)

  建築基準法に基づき定まる風圧力及び積雪荷重の算定には次の条件を用いる。

　・風圧力

１）契約図書間に相違がある場合の優先順位は,次の(1)～(8)の順番のとおりとする。

　なお、(3)から(6)を契約図という（以下同じ）。

（1）工事請負契約書

（2）民間（旧四会）連合協定工事請負契約約款（以下工事約款という）

（3）質問回答書

（4）現場説明書（見積要項書）

（5）特記仕様書（本書）

（6）設計図

（7）共通仕様書（共仕）

（8）標準仕様書（標仕）

１）工事着工後、必要な申請・届出一覧表を作成して監督員に提出する。

２）昇降機に関する確認申請は、昇降機 工事専門業者 が発注者の代理者及び昇降機

　　設計者として申請を行なう。又、検査及び申請に伴う費用については 、同昇降機

　　工事専門業者 の負担とする。

１）図面、本特記仕様書、標準仕様書及び改修標準仕様書に記載のない事項は 　 する。

　 既存改修等で設計原図がＣＡＤで作成されておらず手描きの場合は、修正も手描きによる為、

　 契約図画像データは提出するが契約図ＣＡＤデータ(ＣＤ-Ｒ又はＤＶＤ-Ｒ)の提出は不要と

２）　　受注者は、契約図書の内容に疑義のある場合は、書面にて監督員に確認を行い、監督員の

・民間（旧四会）連合協定工事請負契約約款に

　適合した建築工事共通仕様書（公共建築協会）

・公共建築工事標準仕様書（建築工事編）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

・建築工事監理指針

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

・公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

・電気設備工事監理指針

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

・公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

・機械設備工事監理指針

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

　（国土交通大臣官房官庁営繕部監修）

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

範囲：

期日：

16. 建物高さ

15. 階数 　　　　　　

構造計算適合判定

－ －

計画通知

特記仕様書（構造関係）の構造概要による。

　　　 　　　　高さ 60m を超える建築物 　 ・ 50 年   ・ 100 年   ・ 200 年

免震構造の建物の免震階については、水平方向の設計用震度を（・0.5　・0.8　・　　）

　　風速（Vo=　34 m/s）

　・積雪荷重 　　

　　　地表面粗度区分     　　（　　Ⅲ　　）

　　平成12年5月31日建設省告示第1455号における区域　別表（　25　）

・建築 ・電気 ・空調 ・衛生 ・昇降機 ・外構（一部）・解体

工事種別

共　　　通

建築工事

電気設備工事

機械設備工事

発行年度 部数整備図書名

3.工事場所

2.発注者名

1.工事名称

3. 高度地区 　　　　　　　・1 種 　 ・2 種 　　・3 種 　　・4 種　　　・無

－

岐阜県都市建築部建築指導課

18. 地業      

11. 自動車車庫等の部分

：番 号  

　　確認審査・検査機関名：大垣市　建築主事

大垣市都市計画部建築指導課

大垣市都市計画部建築指導課

大垣市都市計画部建築指導課

大垣市都市計画部公園みどり課

－

大垣市建設部管理課

大垣市緑を育み生かす条例

法定外公共物自費工事許可申請

道路工事施行承認申請

建築物省エネ法

文化財保護法

その他事前協議等

土壌汚染対策法 一定規模以上の土地の地質の変更届出

景観条例関連 － －

－

－ －

－

　　　による。図面、本特記仕様書及び標準仕様書に記載されていない事項は、国土交通省大臣官房官庁

・建築工事標準詳細図

・工事写真撮影ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ 建築工事及び解体工事編

・工事写真撮影ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ 電気設備工事編

・工事写真撮影ｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸ 機械設備工事編

１）共仕1.1.8(1)、(2)、(3)の措置による軽微な変更等について、工事費の増減は行わない。

　　得たうえで、請負者に変更の指示を行う。

１）共仕1.1.8(2)に該当する設計変更に係る工事は、監督員が発注者と十分協議し了解を

※1000Pa　　　　　　

※工事完成時には、成果品の一部として納品すること。

１）着工時に、下記図書を受注者事務所に整備する。（いずれも最新版とする）

２）工事請負契約書類の作成

受注者は、工事請負契約時に下記に示す工事請負契約書類(案)を以下の手順にて作成し、

監督員の確認を得た後、工事請負契約書類として契約当事者(発注者、受注者)分2部、

および監督員控え分1部作成し、発注者指示の段取りで調印し、工事請負契約書類とし

て取交わす。なお、監督員控え分には押印不要。

なお、請負代金内訳書及び工程表については、その具体的詳細内容自体が請負契約を

法的に拘束するものではないことから、1.1.1適用範囲(2)の工事約款第1条 総則(1)でも

契約に含んでおらず(同じく第4 条請負代金内訳書、工程表 参照)、別途提出を原則と

するが、黒表紙製本等で綴じ込む場合には、「参考」等と契約に含むものではないこと

を明記する。

また受注者が、工程上の都合で契約図の原図確定を待たずそれ以前の設計図(ＣＡＤデ

ータ含む)で見積依頼や発注、又は工法、工程等を検討した場合は、契約図の原図確定

後に必ずその整合性を調整確認することとし、発注者及び監督員は、不整合により生

じた一切の損害を負わない。

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

最新版

：・耐火建築物    ・準耐火（・イ・ロ）  ・防火構造

大垣市長　石田　仁

　　　工事標準仕様書（建築工事編）令和4年版［令和4年3月制定］」（以下「標準仕様書」という。）

　　　営繕部制定の「公共建築改修工事標準仕様書（建築工事編）令和4年版［令和4年3月制定］」以下

２）本設計図書における「標準詳細図」とは、次の基準を指す。

・建築物解体工事共通仕様書（令和2年版）国土交通省大臣官房官庁営繕部

　　建築工事標準詳細図（令和4年版）国土交通省大臣官房官庁営繕部整備課

3) 建築物１階の防潮レベル　：設計 GL －　　　　－ m

－

2) 凍結深度　　　　　　　　：設計 GL －　　　     m

 5) 10分間最大降雨量　　　　：   　　　　　　　    mm/10min

Ⅰ.工事概要 Ⅱ.建築工事仕様

　 部及びA3版二つ折り製本（建築・電気・機械）各（・5　・7）部を、上記aで確定

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

株式会社
縮 尺

A1:

A3:

4. その他の地域　　　　　 ・なし 　　　　 ・あり（ 下水道処理区域 ）

5. 最高高さ制限　　　　　 ・なし 　　　　 ・あり（  10  m ）

：  －  台

：地下   階、地上 1階、塔屋   階

1) 設計用地下水位　　　　　：設計 GL －　　1.000  m

4) 時間最大降雨量　　　　　：  　  　　　  　　   mm/h

　　垂直積雪量　45㎝

特 記 仕 様 書 （１）

6. 日影規制  　　　　　　 ・なし  ・あり（9ｍ：2.5時間 3時間、4ｍ：4時間 5時間）・適用除外

建築物省エネ法の計画通知書

水門川流域整備計画

盛土規制法 工事届出書

法定外公共物占用申請

大垣市建築指導課

設計年度

岐阜県大垣市高屋町地内

1. 用途地域　　　　　　　　商業地域　　　市街化区域

： 

8. 建築面積　　　

：設計 GL ＋    0.15 m

：設計 GL ＋    3.75 m

：設計 GL ＋    2.93 m

：鉄筋コンクリート造

：直接基礎（耐圧板）

：公衆トイレ

建 築 計 画 研 究 所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

着工  契約日   ～  竣工 2026 年 12 月頃

A01令和８年

： 60.05㎡

9. 延べ面積　　　　： 60.05㎡

： 60.05 ㎡

： 32.17 % （許容建ペイ率     80 % ）

： 32.17 % （許容容積率   500.00 % ）

： 186.64 ㎡

：KBM     ＋    0.30 m

：

経年調査と実施

検査について

実施工程表

10

11

12

13

14

工事費に含まれ

ない費用

特許権などの

取り扱い

１）次に示す費用は発注者の負担とする。

a.予測し得なかった大規模地下埋設物・障害物及び公害防止法に基づく汚染土壌の

　撤去に要する費用

b.近隣との紛争解決に要する費用。但し,工法及び工事施工に起因するものは施工者負担

c.工事施工上の問題以外のテレビ電波障害の調査及び対策費用

d.発注者の要請による式典・建物披露などに要する費用

１）工事引渡後,受注者は自ら企画して,発注者及び監督員の立会いを求め,工事全般に

　　ついて瑕疵及び損耗に関する調査を、それぞれ引渡日から起算して（※1年目   

　　※2年目   ・5年目   ・10年目）に行う。

２）調査の実施時期及び具体的な実施要領は、受注者が立案し発注者及び監督員と協議する。

３）調査終了後速やかに調査の結果を記録し、発注者及び監督員に提出する。

４）前項の調査の結果、工事目的物に瑕疵が認められた場合は、受注者は監督員と協議

５）調査に必要な費用は全て受注者の負担とする。

６）調査立会い者は下記とする。

　　の上,速やかに工事請負契約に基づいて適切な対応を行う。

・ 発注者

・ 監督員（又は設計者）

・ 受注者現場代理人、主任技術者又は監理技術者及び工事専門技術者

１）本工事に関して、第三者の権利となる特許権・実用新案権・意匠権・商標権などに

２）設計図書内に特許権等に係る事項のある場合は、監督員と協議する。

　　属する工事材料・建築設備機器・施工方法などを使用する場合は,受注者の責任で必

　　要な手続等を行った後に、これを採用する。万が一,第三者の権利を侵害するような

　　ことが生じた場合は、受注者の責任においてこれを解決する。

　　ついての確認行為であり、 受注者等が契約 図書に基づき提出した書類、又は書面で

　　申し出た事項について監督員が書面をもって了解することをいう。

　　あった場合、受注者はその修補に対する責を免れない。

２）実施工程表には、以下の内容を記載する。

a. 特記事項（受電予定日、通水予定日、排水予定日、製品検査予定日を記入）

b. 主要行事（竣工式、上棟式等発注者が要望する行事を記入）

c. 検査予定日（中間検査を含む官庁検査関係、完成検査関係等を記入）

d. 長期現場休暇日

e. 主要工事の工程

f. クリティカルパスルートの明示（ポイントとなる工事の着工・完了予定日を記入）

g. 出来高（金額・比率・ライン）を明記

h. 総合図、施工図、施工計画書などの作成・提出・承認のスケジュール

i. 各種仕上げ材、主要機器、機材の決定スケジュール

j. 機器試運転スケジュール

k. 関連工事の主要な工程

l. その他、監督員が指示する事項

３）実施工程表に変更の必要が生じた場合は,関連工事の工程と調整の上,速やかに変更

　　監督員は、実施工程表に問題があると認められる場合は、発注者及び受注者にその旨

　　を報告・通知する。

　　工程表を作成し,監督員に提出する。

２）　　工事の過程で行われる監督員の検査は、受注者が契約図書に基づいて行う品質管理

　　確認・自主検査の適切さを確認するために 行なうものであり、原則として抽出により行なう。

１）　　受注者は工事の着手に先立ち、又は着手後速やかに実施工程表を作成し、監督員に提出する。

監督員の承諾 １）工事の過程で行われる監督員の承諾は、工事の品質が適正に確保されていることに

３）前各号の監督員の承諾及び検査にかかわらず、 工事目的物に対し不具合及び欠陥が

f.騒音計、振動計の設置及び報告書の作成

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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縮 尺

A1:

A3:

25

1

一
般
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通
事
項

環境への配慮

26 材料の品質等

1

一
般
共
通
事
項

30 検査に伴う

不適合の是正

措置

31 海外調達品の

取扱い

32 化学物質の

濃度判定

1

一
般
共
通
事
項

37 建設発生土の

処理方法

完成、検査38

1

一
般
共
通
事
項

27 材料の検査等

建築工事

・ 免震装置

・ 鉄骨

・ 杭

・ コンクリート

・ 鉄筋

・ プレキャストコンクリート

・ 石、人造石

・ タイル

・ カーテンウォール

・ アルミ製建具

・ 鋼製建具

・ ステンレス製建具

・ 家具(設計図にあるもの)

・ 昇降機

・ ゴンドラ

・ 植栽

電気設備工事 空調設備工事 衛生設備工事

・ 受変電機器

・ 分電盤

・ 動力制御盤

・ 端子盤

・ 冷凍機

・ 冷却塔

・ ボイラー

・ 空調機

・ FCU

・ PAC

・ 製缶類

・ 衛生器具

・ 製缶類

その他

28 材料の検査に

伴う試験

29 支給材料、

貸与品

39 部分使用

    対象外」とは次のⅰ）又はⅱ）に該当する材料を指し、同区分「第三種」と

２）設計図書に規定する「ホルムアルデヒドの放散量」の区分において、「規制

　  は次のⅲ）又はⅳ）に該当する材料を指す。

ⅰ）建築基準法施行令第20 条の７第１項に定める第一種、第二種及び第三種

　　ホルムアルデヒド発散建築材料以外の材料

ⅱ）建築基準法施行令第20 条の７第４項の規定により国土交通大臣の認定を

　　受けた材料

ⅲ）建築基準法施行令第20 条の７第１項に定める第三種ホルムアルデヒド

　　発散建築材料

ⅳ）建築基準法施行令第20 条の７第３項の規定により国土交通大臣の認定を

　　受けた材料

３）居室の室内空気質は,指定された揮発性有機化合物について関係法令などを遵守する

４）クロルピリホス発生の恐れのある建材は使用しない。

　　とともに,室内濃度は厚生労働省の指針値をクリアすること。

５）木材の防腐・防虫剤は,クロルピリホス、フェノブカルブ、ダイアジノンを含有しな

　　家具工事及び天井裏工事）に使用する建築材料・家具材料・塗料及び接着剤の選定に

　　ない材料又は含有量・放散量の極めて少ない材料を使用する。

８）木材に接着剤を使用する場合は,当該木材に滅菌処理を施す。

１）本工事に使用する材料は、設計図書に定める品質及び性能の他、通常有すべ

    き品質及び性能を有するものとする。

２）備考欄に商品名が記載された材料は、当該商品又は同等品を使用するものとし、

　　同等品を使用する場合は監督職員の承諾を受ける。

３）標準仕様書に記載されていない特別な材料の工法については、材料製造所の

　　指定する工法とする。

４）本工事に使用する材料のうち、５）に指定する材料の製造業者等は、次のⅰ)

　　からⅵ)の事項を満たすものとし、この証明となる資料（外部機関が発行する

　　証明書の写し等）を監督職員に提出しての承諾を受ける。ただし、あらかじ

　　め監督職員の承諾を受けた場合はこの限りではない。

ⅱ)生産施設及び品質の管理を適切に行っていること。 

ⅰ)品質及び性能に関する試験データを整備していること。 

ⅲ)安定的な供給が可能であること。 

ⅳ)法令等で定める許可、認可、認定又は免許を取得していること。 

ⅴ)製造又は施工の実績があり、その信頼性があること。 

ⅵ)販売、保守等の営業体制を整えていること。 

　　い薬剤を使用する。

６）

７）　　アセトアルデヒド,トルエン,キシレン,エチルベンゼン,スチレン,パラジクロロベンゼン,

　　ホルムアルデヒドについては,内装工事全般（木工事・建具工事・塗装工事・内装工事

　　あたって,JIS又はJASのF☆☆☆☆認定品,又は国土交通大臣のF☆☆☆☆認定品を使用する。

　　テトラデカン,フタル酸ジ-N-ブチル,フタル酸ジ-2-エチルヘキシルについては,含有してい

１）検査・試験などにより不合格となった機器・材料などについては,その処理手順を

２）不適合製品について,再発を防止する為,不適合の原因を除去する是正措置を講ずる。

１）海外製の機器・材料・製品などを使用する場合は,予めそれらが日本国の関係法令に

２）それら海外調達品の完成後の不具合は瑕疵として扱い,受注者の責任において対応する。

３）設計図書に指定された海外調達品が指定の品質・性能に適合しないと認められる場合,

　　定め管理する。

　　製品に重大な影響を及ぼす恐れのあるもの等の是正措置の方法については,予め監理

　　者に報告する。

　　適合し,設計図書に定められた品質・性能を保持していることを証明する資料を監督員

　　に提出し,監督員の承認を受ける。

　　この場合の瑕疵期間は10年とする。

　　又は前号の瑕疵保証に耐えるものではないと認められる場合は,代替品などの処置に付き

　　監督員の指示に従う。

　　　仮置場　（　　　　　　　　）

・場外指定場所に搬出し、搬出後、監督職員へ搬出先の受入を証明する資料を

　提出する。

・「建設発生土情報交換システム」を活用し近隣の受入先を調査の上、搬出距離、

　受入条件等が確認できる資料を監督職員に提出し、協議により搬出先を決定す

１）完成（竣工）検査

　 結果を「完成自主検査報告書」として作成し、監督員に提出し確認を受ける。

　 検査の結果については、「監督員検査調書」として取り纏め、発注者に報告する。

a.

b. 

　 受注者は、工事の完成に先立って、工事担当者及び会社としての自主検査を行い、その

　 監督員完成検査は、現場監理担当者検査を実施後、且つ法的検査を受けた後に行うこと。

５）製造業者等に関する資料等の提出を求める材料

　　　　　※※※指定する材料・機材は必要に応じて記入すること※※※

６）日本工業規格（以下新JISという）,日本農林規格（以下JASという）,その他規格類、

　　官公署及び電力・ガス・水道などの供給会社の各種規格などは最新のものを適用する。

　　許可の写し・施工実績・保守体制等を記載した「自己適合宣言書」の写しにより,品質の程度

　　を評価し,資料を添えて監督員に提出し監督員及び発注者の承認を受ける。

７）上記規格表示のない材料・製品を採用する場合は,品質及び性能・供給の安定性・認定又は

８）設計図書に機器・材料の品質が明示されていない場合,品質の程度を示した資料に基づき

９）工事に使用する材料は,アスベストを含有しないもの（含有率=0%）とする。

　　評価し,適切な品質のものとする。

10）アスベスト無含有製品がない場合には,発注者・監督員と協議する。

　　可とする。

　　検査は現場で行うのを原則とするが,現場での検査が不可能な場合は,現場以外での検査を

１）下記に指定する機器・材料・製品は,製作・施工に先立ち監督員の立会い検査を受ける。

３）監督員の検査に必要な資機材・労務などを提供する。

１）機器・材料の試験及び施工検査に伴う試験は,次の場合に行う。

b. 試験によらなければ設計図書の定める品質又は性能・機能に適合することが証明

　 できない場合

c. 石材,じゅうたん等の天然素材

３）試験を公的試験所又はこれに準ずる試験所で行う場合を除き,試験には監督員の立会

　　を受ける。監督員の検査は受注者の検査が適正に行われているかの確認の為に行う。

a. 設計図書に定められた場合

　　な監督員等の立会いに要する費用（交通費・宿泊費の実費）は受注者がこれを負担する。

　　を受けた方法による。

　　いを受ける。但し,予め監督員の指示を受けた場合は,この限りではない。尚,監督員の

　　立会いに必要な資機材・労務などを提供する。

２）支給材料の引渡に際しては,その種別・数量・品質・性能を確認の上受け入れ,保管する。

３）当該工事の施工後,支給材料の使用箇所・数量・残量を監督員に報告し,残材の処置

４）支給材料,貸与品の品質に疑義がある場合は,速やかに監督員に報告し,処置について

１）支給材料,貸与品

　　方法について監督員の指示を受ける。

　　監督員の指示を受ける。

２）

４）

　　機器・材料・製品の検査は全て受注者等の検査に合格後,検査記録を提出し,監督員の検査

　　機器・材料・製品などに対する監督員の検査が現場以外において行われる場合,それに必要

d. 機械駐車・外部昇降装置・ゴンドラ等：作動状況、雨水等の排水、使用時の安全性

　 について検査する。

　 止め付け不良、使用上の安全性、サインの視認性その他について検査する。

　 検査する。

　 その他について検査する。

２）　　受注者は、工事の完成に際し、使用材料の仕上り状態について清掃が完了した状態で、原則

　　として全数にわたり以下の検査を行う。検査結果について報告書を監督員に提出し、監督員

a. 　 外装検査：外壁仕上材、建具、ガラス、シーリング、設備器具取付け状態等について目視、

　 打診、噴霧、聴音、触手などにより、損傷、剥離、汚れ、止め付け不良、不具合その他

b. 

c. 

　 内装検査：各部位について、損傷、剥離、汚れ、納まり不良、色むら、開閉状態、施開錠、

　 外構・植栽：風害、排水、耐荷重、敷地境界表示、植込み状況、樹木養生その他について

３）全装置について、原則として試運転調整を完了した状態で、以下の検査・試験を行う。

a. 外観検査（出来形検査）：目視・聴音又は手で触るなどにより、各装置が設計図書

b. 個別性能機能検査：各装置の個別の性能・機能を設計図書と照合し、その適合性を

　　受ける。

　 に示す構造・材料・安全・耐久・保守・衛生などに合致することを確認する。

　 確認する。

　 工事の受注者と協議して、総合的な性能機能検査を行い、その適合性を確認する。

　 主な確認項目は次による。

イ．機能検査：運転、作動状態での試験に先立ち,通水・通気・通電などの試験を

　 行う。次に各機器単体の動作試験を行い、運転状態及び各種動作が正常である

　 ことを確認する。

ロ．性能検査：各装置の機器単体の性能が、設計図書に定められた流量・圧力・温度

　 電圧・電流などと合致することを確認する。

ハ．水質検査：飲料水は、完成引渡までに公立の保健所又は試験所に依頼し、水質

　 基準に適合することを確認する。

イ．停電・復電総合検査

ロ．防災総合検査

ハ．タンク・水槽関連総合検査（設備工事のみ）

ニ．自動制御総合検査（設備工事のみ）

ホ．中央監視盤総合検査

ヘ．総合運転による騒音・振動が許容範囲内であることの確認

ト．完成時の室内環境を測定し、設計図書に定めるとおりであることの確認

チ．セキュリティシステムが設計図書に定めるとおりに作動することの確認

リ．その他、監督員の指示する検査

d. 完成後の性能機能検査：

建物の完成時期などにより、工事完成までに確認できない機器能力及び室内環境などに

ついては、完成引渡後１年以内の夏季及び冬季で気象条件などが設計条件に近い日を

選び測定し、設計図書に定める性能・機能・室内環境との適合性を確認する。

完成引渡後に確認が必要な機器能力・室内環境などの性能機能検査については、完成

引継書の一部として性能機能検査の項目と方法、検査スケジュール、検査体制を記載した

完成後の性能機能検査計画書を作成し提出する。実施に当たっては、事前に発注者及び

監督員の承認を受ける。性能機能検査を実施後、速やかに監督員に報告し、監督員の検査

を受ける。

　　部分使用に関して必要な官公署その他への手続については,発注者に協力する。

c.　 総合性能機能検査：複数の工種にまたがって性能・機能を発揮する装置について、関連

１）　　工事期間中に発注者による工事目的物の部分使用がある場合は、当該部分について、共仕

　　〔1.5.5〕に定める監督員による施工の検査及び共仕6節の完成、検査に準じた諸検査を受ける。

ⅰ）施工完了後、引渡前に室内空気中のホルムアルデヒド、トルエン、キシレン、エチル

・ その他

　　※なし                      ・あり（ 　　　　　　　　 ）

モデルルーム等

33 モックアップ

34 定礎等

35 排出ガス対策

型等建設機械

36 特定建設資材

の処理

工程 作業内容 分別解体等の方法

ⅰ)造成等

ⅱ)基礎・基礎

　 ぐい

ⅲ)上部構造部

　 分・外装

ⅳ)屋根

ⅴ)建築設備

　 内装等

ⅵ)その他

　 （　　　）

造成等の工事

基礎、基礎ぐいの工事

上部構造部分、外装の工事

屋根の工事

建築設備、内装等の工事

その他の工事

新
営、

増
築、

改
修
工
事

屋根ふき材の取り外し

建築設備、内装材の取り外し

外装材、上部構造部分の取り壊し

基礎、基礎ぐいの取り壊し

その他の取り壊し

手作業

手作業

手作業・機械

作業の併用

手作業・機械

作業の併用

手作業・機械

作業の併用

解
体
工
事

ⅰ)建築設備、

　 内装材等

ⅱ)屋根ふき材

ⅲ)外装材、上

　 部構造部分

ⅳ)基礎、基礎

　 ぐい

ⅴ)その他

　 （　　　）

特定建設資材廃棄物

の種類

再資源化等をする

施設の名称
所在地

コンクリート

コンクリート及び鉄か

ら成る建設資材

木材

リート

アスファルト・コンク

b. モデルルームの作成 ※しない    ・する（・設計図による ・         ）

１）モックアップ・モデルルームなどの作成,見本施工は次による。これらは,施工に

　　先立つ適切な時期に実施し,監督員の承認を受ける。

a. モックアップの作成 ※しない    ・する（・設計図による ・　　　　　    ）

１）本工事において建設機械を使用する場合は,「排出ガス対策型建設機械指定要領

３）上記により難い場合は,監督員と協議するものとする。

４）排出ガス対策型建設機械あるいは排出ガス浄化装置を装着した建設機械を使用する場、

　　（平成3年10月8日付建設省経機発第249号）」に基づき指定された排出ガス対策型建設

　　機械を使用するものとする。

２）排出ガス対策型建設機械を使用できない場合は,平成７年度建設技術評価制度公募課題

　　対策型建設機械と同等とみなす。

　　現場代理人は施工現場において使用する建設機械の写真撮影を行い,監督員に提出する。

　　※ 上記建設機械は低騒音・低振動型とする。

　本工事は、「建設工事に係る再資源化等に関する法律」第９条による分別解体

等実施義務の対象建設工事となることが想定されるため、同法に基づき分別解体

等及び特定建設資材の再資源化等の実施について適切な措置を講ずる。

ただし、工事契約後に明らかになったやむを得ない事情により、工事契約時に予

定していた条件により難い場合は、監督職員と協議する。

　また、分別解体・再資源化等の完了時に、再資源化等が完了した年月日、再資

源化等をした施設の名称及び所在地、再資源化等に要した費用を書面にて監督職

員に報告する。（書式は「建設副産物情報交換システム」で作成したものとする）

・分別解体の方法

・特定建設資材廃棄物の種類と再資源化等をする施設

届出に係る事項の説明時に上記と異なる施設（同種の再資源化等を行う施設に限

る。）を受注者が提示した場合は、当該施設に搬出することができる。ただし、

当該施設への変更については設計変更の対象としない。

　　「建設機械の排出ガス浄化装置の開発」,またはこれと同等の開発目標で実施された

　　民間開発建設技術の技術審査・証明事業,あるいはこれと同等の開発目標で実施された建設技術

　　審査証明事業により評価された排出ガス浄化装置を装着(黒煙浄化装置付)することで,排出ガス

１）定礎の設置         ・しない              ・する

a. 石種           ：（  　　　　　　　　　  ）      ・本磨き           

b. 大きさ         ：

c. 収納ボックス   ：

c. 見本施工           ※しない    ・する（・設計図による ・         ）

　る。搬出後、監督職員へ搬出先の受入を確認できる資料を提出する。なお、経

　費については、下記の残土等産業廃棄物の処理に相当する額を見込んでいる。

・場内指定場所に敷き均し

２）供試体の製作要領は設計図書の定めによる。但し,定めがない場合は,監督員の承諾

　　監督職員に報告する。

ⅱ）測定対象室及び測定箇所数は次による。方法はパッシブ型採取法とする。

　　運搬距離　（　　 　　　　　　）

　　場　　所　（　　　　　　　　 ）

　　仮置場　　（　　　　　　 　　）

　　又、検査結果について報告書を監督員に提出し、監督員の承諾を受けた上で監督員の検査を

　　の承諾を受けた上で監督員の検査を受ける。

　　ベンゼン、スチレン、パラジクロロベンゼンの計６物質の濃度を測定し、測定結果を

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　(室面積50m2以下 1ヶ所、50m2超200m2以下 2ヶ所)

　　(室面積200超500m2以下 3ヶ所、500m2超 4ヶ所)

40 図書の保管

41 鍵合わせ等

42 完成写真

１）鍵合わせ・各種計量器確認について,原則として監督員の立会いの下に行う。

　　る限りは、発注者又は監督員の求めがあれば、その写しの提供に応じること。

　　その日程・方法は監督員と協議の上決定する。

　　　・カラー印画紙キャビネ版　（　　　）枚

　　　・四つ切　（　　　）枚　　　※アルミ額縁

　　　・半切　　（　　　）枚　　　※アルミ額縁

　　※電子データ（JPEGフルカラー、圧縮率1/4程度）１部

　　　画素数、画質等 4500×3000 ピクセル以上で画像補正を行ったもの

１）　　受注者は保管する完成図、発注者との打合せ記録、施工体系図について、竣工後も保管す

　撮影箇所数　※（　４０　）箇所　　　

43 周知用看板 本工事の周知広告の為、監督職員の指示に従って諸看板を作成取付ける。

仕様は下記による。

(1)材　　質：木枠に白カラ－トタン張り

(2)記入内容：工事概要、建物概要及び必要に応じ完成予想図（書式は別途指示）

(3)看板寸法及び記入形式：W 1,800 x H 900　大垣市仕様の記入形式による

(4)設置方法：監督員の指示による。

特 記 仕 様 書 （２）

・提出書類表による　（図A015）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

　　測定対象室（　　　　　　　）測定箇所数（　　　ヶ所　）

計　　ヶ所　　

令和８年 A02

　　　受入条件（良質土（ほぐし状態））

　　　搬出場所（木曽三川工業　本巣市七五三字花の木1584ほか　※運搬距離13.0㎞）

(5)迂回路の表示

(6)段差・スロープ等の安全表示

44 安全管理 (1)工事施工者は、災害公害及び危険防止の為、関係法規の定める所に従い充分

 　な策を講じ工事を行う。他に損害を与えた場合の補修、補償は工事施工者の

   負担とする。

　（損傷等の因果関係を明確にするため事前及び事後調査を行う。）

(2)工事中発生した公害及び近隣よりの苦情に対しては、施工者の責任に於いて

　 対処する。

(4)車両の出入りに際しては、土落し等の対策を行うこと。

(3)工事中は、必要に応じて交通誘導員を常駐させ、他への安全に期する。

監督職員45

46 現場代理人

主任技術者

監理技術者

47 下請け業者及び

使用材料承認願い

48 技能士

工事種目 技能士検定職種 技能検定作業

仮設工事

鉄筋工事

とび ・ とび作業

鉄筋施工 ・ 鉄筋組立作業

コンクリート工事 型枠施工 ・ 型枠工事作業

・ コンクリート圧送工事作業

鉄骨工事 鉄工

とび

・ 構造物鉄工作業

・ とび作業

ｺﾝｸﾘｰﾄﾌﾞﾛｯｸ、ALCﾊﾟﾈﾙ

押出成形ｾﾒﾝﾄ板工事

ｺﾝｸﾘｰﾄ圧送施工

ブロック建築

ｴｰｴﾙｼｰﾊﾟﾈﾙ施工

・ コンクリートブロック工事作業

・ エーエルシーパネル工事作業

防水工事 防水施工 ・ アスファルト防水工事作業

・ セメント系防水工事作業

・ ＦＲＰ防水工事作業

・ 改質ｱｽﾌｧﾙﾄｼｰﾄﾄｰﾁ工法防水

・ 塩化ﾋﾞﾆﾙ系ｼｰﾄ防水工事作業

・ 合成ｺﾞﾑ系ｼｰﾄ防水工事作業

・ アクリルゴム系塗膜防水工事作業

・ ウレタンゴム系塗膜防水工事作業

・ シーリング防水工事作業

石工事 石材施工 ・ 石張り作業

タイル工事 タイル張り ・ タイル張り作業

木工事 建築大工 ・ 大工工事作業

屋根及びとい工事 建築板金

スレート施工

・ 内外装板金作業

・ スレート工事作業

金属工事 内装仕上施工

建築板金

・ 鋼製下地工事作業

・ 内外装板金作業

左官工事 左官 ・ 左官作業

建具工事 サッシ施工

ガラス施工

自動ドア施工

・ ビル用サッシ施工作業

・ ガラス工事作業

・ 自動ドア施工作業

カーテンウォール工事

サッシ施工

ガラス施工

・ 金属製カーテンウォール工事作業

・ ガラス工事作業

・ ビル用サッシ施工作業

ｶｰﾃﾝｳｫｰﾙ施工

塗装工事

内装工事

塗装 ・ 建築塗装作業

内装仕上施工

・ 壁装作業

・ ボード仕上工事作業

・ プラスチック系床仕上工事作業

・ カーペット系床仕上工事作業

表装

排水工事 配管 ・ 建築配管作業

舗装工事 路面表示施工 ・ 溶融ﾍﾟｲﾝﾄﾊﾝﾄﾞﾏｰｶｰ工事作業

・ 加熱ﾍﾟｲﾝﾄﾏｼﾝﾏｰｶｰ工事作業

植栽工事 造園 ・ 造園工事作業

49 発生材の処理等

50 交通誘導員

51

取扱い

施工図等の

52 完成図等

[1.5.2]

契約書に規定する監督職員、監督員又は監督官をいう。

現場代理人は、現場管理能力を有するものとする。

主任技術者若しくは監理技術者は、建設業法上の資格を有し、施工技術上の経

験及び能力を有するものとする。

工事の一部を第三者に委任し請負わせる場合は、その下請け工事者並びに使用

する材料について、文書にて事前に承認を受けるものとする。また、使用材料

の選定に当たっては環境に優しい材料及びリサイクル商品、エコマーク製品、

グリーン商品の使用を考慮する。尚、地元業者の材料・製品を積極的に採用す

る。

※適用する

適用する技能士

(1)解体及び解体材の処分にあたっては「建設工事に係る資材の再資源化等に関

   する法律」（平成１２年法律第１０４号）に準じ、分別解体、再資源化を図

   １３７号）により収集・運搬・最終処分等、担当者責任別に受託契約書を締

   ること。

   また、施工者は「廃棄物の処理及び清掃に関わる法律」（昭和４５年法律第

   結し、その写し及び処分状況報告書（記録写真・処分書類等）を提出するこ

   と。

(2)廃棄物の分別は現場にて行うことを原則とし、現場より直接最終処分、又は

   再生施設へ搬出するよう努めること。

　 ること。

(4)請負者は工事施工において自ら立案・実施した創意工夫や技術力に関する項

   目、又は地域社会への貢献として評価できる項目について、工事完了までに

   所定の書式により提出できるものとする。

施工図等の著作権に係る当該建築物に限る使用権は、発注者に移譲するものと

する。

※作成する　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[1.8.1～3][表1.8.1]

保全に関する資料の部数　　　　※１部　　　　　　　　　　　○・ 　提出書類一覧による

完成図の原図サイズ　　　　　　※現場説明書による　　　　　○・ 　提出書類一覧による

(3)建築副産物実態調査に伴い、指定書式（ＣＯＢＲＩＳ）にて報告書を提出す

53 竣工アルバム　　　・ 有　　　　・ 無

撮影時期は、別途土木工事完了後とする。

提出部数　（　４　）、撮影データ一式（CD又はDVDで提出）　

本工事に関連する車両が交通に支障の無いよう措置する。

内部（ ５０ ）箇所程度（各室最低１箇所）、その他監督員と協議による。

撮影箇所数　※俯瞰（ ３ ）箇所、上空（ ６ ）箇所、外部（ １０ ）箇所(夕景含む)

また、施設利用者・付近住民には特に注意すること。

引渡し54 工事目的物完成による引き渡しに当たっては、施工者は社内検査を行い、合格後、諸官公署

建築主の竣工検査を受け、必要書類、物品と共に引き渡し、その後の適正な運用に協力する。

次の保証をする。保　証55

(2) 工事完成引き渡し後、1年目・2年目に経過点検及び報告書の作成を行う。

わたり再検査を行う。この検査の結果発見された材料の不良又は施工の不備に起因する

故障又は破損については、監督職員と協議の上、その処置を行う。

　その費用は、施工者の負担とする。

　契約不適合責任期間　　　建築：２年、防水保証：１０年、金属屋根：１０年

(3) 工事完成引き渡し後、定められた保証期間内に、監督職員立ち会いの下で、工事全般に

故障又は破損を生じた場合は、速やかに修理又は交換を行う。その費用は施工者の負担とする。

(1) 工事完成引き渡し後、定められた保証期間内に、材料の不良又は施工の不備に起因する

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

交通誘導員の配置は工事期間(７.０ヶ月)　１４０人工程度とする。
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特 記 仕 様 書 （３）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A03

その他56 (1) 周辺道路の汚損等が無いよう対策をとること。汚損した場合は直ちに清掃、修復を行う。

(2) 環境負荷軽減対策の取り組みを行った場合は、完成時に報告すること。

(3) 契約約款の補足事項

①火災保険　第三者に損害を与えた場合及び工事目的物、工事材料に損害を被った場合の

保証を目的とする損害保険、建設工事保険等に加入すること。

②現場確認　入札に際し事前に現場確認が必要な場合は大垣市役所総務部

　請負金額が5,000万円を超えるときは「大垣市中間検査要項」及び

　(1.6.2)に基づき中間技術検査を実施する。

③中間技術検査

　なお、中間技術検査は、部分払いの対象としない。

　回数は１回程度とし、時期は検査権者が指定するものとする。

　契約管財課契約グループへその旨の連絡を行なうこと。

(4) 受注者は、法定外の労災保険に付さなければならない。

(5) 本工事は、大垣市ﾜﾝﾃﾞｰﾚｽﾎﾟﾝｽ実施要領に基づくﾜﾝﾃﾞｰﾚｽﾎﾟﾝｽ実施対象工事とする。

5

1 鉄筋の種類 (5.2.1)

種類の記号 呼び径(mm) 備考

・ SD295A

・ SD345

・　

2 溶接金網 (5.2.2)

・溶接金網

・鉄筋格子

種類の記号 網目の形状、寸法、鉄線の径 (㎜) 適用箇所種類

3 鉄筋の継手 (5.3.4)(5.5.2、3)

部位 継手方法 呼び径（mm）

柱、梁の主筋

耐力壁の鉄筋

その他の鉄筋

（　　　　　）

・重ね継手　・　

・重ね継手　・　

4 鉄筋の定着長さ (5.3.4)

5 鉄筋のかぶり厚さ

及び間隔（溶接金

網を含む)

(5.3.5)

鉄筋の種類　(5.2.1)

形状等　（5.2.2)

継手方法等　（5.3.4)(5.5.2、3)

耐力壁の重ね継手の長さ　(5.3.4)

・図示による（　　　　　）

・　

継手位置　(5.3.4)

・　

鉄筋の定着長さ　（5.3.4)

・　

最小かぶり厚さ　(5.3.5)

柱及び梁の主筋にD29以上の使用の有無

・なし

・有り　適用箇所(　　　　　　　　　)

主筋のかぶり厚さを径の1.5倍以上確保する

軽量コンクリートで土に接する部分

・なし

・有り　適用箇所(　　　　　　　　　)

・最少かぶり厚さに加える厚さ（　　　）mm

耐久性上不利な部分（塩害等を受けるおそれのある部分等）

・　

・なし

・有り　適用箇所(　　　　　　　　　)

・最少かぶり厚さにくわえる厚さ（　　　）mm

・　

鉄筋相互のあき（機械式継手及び溶接継ぎ手を除く）　（5.3.5)

・ガス圧接　・機械式継手　・溶接継手

D16以下

D19以上

構造図、意匠図による

・図示による（配筋基準図）

・図示による（配筋基準図）

・図示による（配筋基準図）

・図示による（配筋基準図）

4 砂利地業 (4.6.2、3)

5 捨コンクリート

地業

(4.6.4)(6.14.1)

6 床下防湿層 (4.6.2、5)

鉄筋かごの補強　(4.5.3)

・杭径1.5m以下の場合は鋼板6×50(mm)、1.5mを超える場合は鋼板9×50～75(mm)

　の補強リングを3m以下の間隔で、かつ、1節につき3箇所以上入れ、リングと

　主筋との接触部を溶接する。溶接長さは補強材の幅とする。

・　

鉄筋の最小かぶり厚さ　(4.5.3)　　　・100mm　　　・　

鉄筋の重ね継手長さ、主筋の基礎底盤への定着長さ　（4.5.3)

・図示による（　　　　　）　　　・　

セメントの種類　（4.5.3)

※高炉セメントB種

コンクリートの種別　（4.5.3)

Ｇ

・Ａ種　　・Ｂ種　　・認定等の内容による

コンクリートの設計基準強度　（4.5.3)

・図示による（　　　　　）　　　・　

構造体強度補正　（4.5.3)

・3N/mm2

・図示による（　　　　　）　　　・　

・認定等の内容による

試験杭　(4.2.2)(4.5.4、5)

試験杭の位置　　　・図示による（　　　　　）　　　　・　

・孔壁測定　(4.5.4、5)

測定箇所

・試験杭(　　　）箇所及び本杭（　　　）箇所　　　・　

杭の精度　(4.5.4、5)

水平方向の位置ずれ　・杭径の1/4かつ100mm以下　　 ・　

杭の傾斜　　　　　　・1/100以下　　　　・　

材料　(4.6.2)　　　・再生クラッシャラン　　　　　・切込砂利又は切込砕石Ｇ

・図示による（　　　　　）

施工範囲　(4.6.4)(6.14.1)

・図示による（　　　　　）

スランプ　(4.6/4)(6.14.1)　　　※15cm又は18cm

設計基準強度　(4.6.4)(6.14.1)　　　※18N/mm2　　　　・　

材料　(4.6.2)　　　・ポリエチレンフィルム厚さ0.15mm以上　　　・　

施工範囲　(4.6.5)

適用場所

砂利厚さ　(4.6.3)　　　※60mm　・図示による

・基礎下、土間コンクリート下、土に接するスラブ下、基礎梁下

・基礎梁下、土に接するスラブ下、基礎下、土間コンクリート下

・建物内の土間スラブ及び土間コンクリート下

・図示による（　　　　　）

7 地盤改良工法 種類及び施工方法等

・図示による（　　　　　）　　　・ウルトラコラム工法　

捨コンクリートの厚さ　(4.6.4)　　　※50mm　　　・80mm(基礎下)

帯筋　(4.3.5)

・図示による（　　　　　）

・　

3 鋼杭地業 (4.2.2)(4.3.3、5、7)(4.4.1～6)(7.2.5)

試
験
杭

本
杭

上杭

中杭

下杭

上杭

中杭

下杭

杭径
種類

(mm)

板厚

(mm)

杭長

(m)
継手数

セット

数

長期設計支

持力(kN/本)
備 考

3 場所打ちコンクリ

ート杭地業

(4.2.2)(4.5.1、3～5)

軸径

(mm)

拡底径

(mm)

杭長

(m)
セット数

長期設計支持力

(kN/本)
備考

試験杭

本杭

種類の記号 呼び径（mm） 備 考

・SD295A

・SD345

杭頭の処理　(4.3.7)

・処理しない

・処理する　

処理方法（切断にともなう補強方法含む）

・図示による（　　　　　）　　　　　　

杭頭の中詰め材料(4.3.7)

・基礎のコンクリートと同調合のもの　　　　・　

種類の記号　(4.4.2)　　　・SKK400　　　・SKK490　　　・　

寸法、継手等　(4.2.2)(4.4.2)

杭先端部形状　(4.4.2)

・開放形　・半開放形　・閉そく形　　・　

先端部の補強　(4.4.2)

・標準仕様書4.4.1、表4.4.2による　　・　

先端部の補強（補強バンド等）及びその他附属品の材質

・SS400と同等又はそれ以上　　　　　 ・　

施工方法　(4.4.1)

・打込み工法　（・油圧ハンマー　・ディーゼルハンマー・　）　(4.2.2)(4.4.3)

プレボーリングの併用

・行わない

・行う　　　　掘削深さ及び径　　　・図示による（　　　　　）　　・　

杭の精度

水平方向の位置ずれ　・杭径の1/4かつ100mm以下　　　・　

杭の傾斜　　　　　　・1/100以内　　　　・　

試験杭

試験杭の位置　　　　　　　　　・図示による（　　　　　）　・　

打込杭の推定支持力の算定方法　・図示による（　　　　　）　・　

・特定埋込杭工法　(4.2.2)(4.4.4)

　できる工法

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の内α、β、γ

が以下の値を採用できる工法

α=(　　　)、β=(　　　)、γ=(　　　)

工法

・中堀り拡大根固め工法

・　

杭の精度

水平方向の位置ずれ　・杭径の1/4かつ100㎜以下　・　

杭の傾斜　　　　　　・1/100以内　　　　・　

試験杭

試験杭の位置　　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

杭の現場継手　（4.4.5)

・溶接継手　

形状　　・JIS A 5525による　　　・　

溶接材料（4.4.2）

・標準仕様書7.2.5(a)(b)による

・図示による（　　　　　　）

・　

・無溶接継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)　

工法　　※認定等を受けた工法

検査　　※認定等により定められた項目

施工　　※認定をされた施工管理基準による

杭頭の処理　(4.3.7)(4.4.6)

・処理しない

・処理する　

処理方法（切断にともなう補強方法含む）

・図示による（　　　　　）　　　　　　・　

杭頭の中詰め材料(4.3.7)(4.4.6)

・基礎のコンクリートと同調合のもの　　　　・　

掘削工法　(4.5.1、4)

・アースドリル工法(安定液　※使用する　　　・使用しない）

・リバース工法

・オールケーシング工法（孔内の水張り　・行う　　　・行わない）

併用する工法　(4.5.1、5)

・場所打ち鋼管コンクリート杭工法

鋼管巻き材料　　　・SKK400　　　　・SKK490

・拡底杭工法（安定液　　　・使用する　　　・使用しない）

・　

寸法等　(4.2.2)

鉄筋の種類　(4.5.3)

杭継手工法　（4.3.2、6)(7.2.5)

・アーク溶接継手　

溶接材料

・標準仕様書7.2.5(a)(b)による

・　

・図示による（　　　　　　）

・無溶接継手(継手部に接続金具を用いた方式のもの)　

工法　　※認定等を受けた工法

検査　　※認定等により定められた項目

施工　　※認定をされた施工管理基準による

1 支持地盤

4

(3.2.1)(4.2.4)(4.3.4、5)(4.5.4、5)

2 既製コンクリート

杭地業

(4.2.2)(4.3.1～7)(7.2.5)

(4.2.2)(4.3.2、3)

種
類

ｺﾝｸﾘｰﾄ

強度(N/mm2)

杭径

(mm)

厚さ

(mm)

杭長

(m)
継手数

セット

数

長期設計支

持力(kN/本)
備 考

上杭

中杭

下杭

上杭

中杭

下杭

試
験
杭

本
杭

・杭基礎　(4.3.4、5)(4.5.4、5)

・直接基礎

　支持地盤の位置及び種類（基礎ぐいの先端位置含む）

・図示による（　　　　　）　　　・　

　支持地盤の位置及び種類（基礎底盤の位置含む）

・図示による（　　　　　）　　　・　

　試験掘り（根切り底の状態の確認等）　(3.2.1)

・行わない

・行う　　　　位置等　・図示による（　　　　　）　　・　

・地盤の載荷試験　(4.2.4)

　試験の位置、方法等

・図示による（　　　　　）　　　・　

種類等　(4.3.2)

SC杭の鋼管材料　　・SKK400　　　・SKK490

・遠心力高強度プレストレストコンクリート杭(PHC杭)

・プレストレスト鉄筋コンクリート杭(PRC杭)

・外殻鋼管付きコンクリート杭(SC杭)

寸法、継手、性能等（種別：種類、性能及び曲げ強度区分）

杭先端部形状　(4.3.2)

・開放形　・半開放形　・閉そく形　　・　

施工方法　(4.3.1)

・打込み工法　（・油圧ハンマー　・ディーゼルハンマー　・　）　(4.2.2.)(4.3.3)

プレボーリングの併用

・行わない

・行う

杭の精度

水平方向の位置ずれ　・杭径の1/4かつ100mm以下　　　・　

杭の傾斜　　　　　　・1/100以内　　　　・　

試験杭

試験杭の位置　　・図示による（　　　　　）　　　・　

打込杭の推定支持力の算定方法

・セメントミルク工法　(4.2.2)(4.3.4)

アースオーガーの支持地盤への掘削深さ　・1.5m程度　　　・　

杭の支持地盤への値入深さ　　　　　　　・1.0m以上

杭の精度

水平方向の位置ずれ　・杭径の1/4かつ100mm以下　　　　・　

杭の傾斜　　　　　　・1/100以内　　　　・　

試験杭

試験杭の位置　　・図示による（　　　　　）　　　・　

・特定埋込杭工法　(4.2.2)(4.3.5)

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式でα=250を採用

　できる工法

・H13国土交通省告示第1113号第6による地盤の許容支持力式の内α、β、γ

　が以下の値を採用できる工法

工法

α=(　　　)、β=(　　　)、γ=(　　　)

・図示による（　　　　　）　　　

掘削深さ及び径　　　・図示による（　　　　　）　　・　

・プレボーリング拡大根固め工法

・中堀り拡大根固め工法

・　

杭周固定液　　・使用する　　　・使用しない

杭の精度

水平方向の位置ずれ　・杭径の1/4かつ100㎜以下　・　

杭の傾斜　　　　　　・1/100以内　　　　・　

試験杭

試験杭の位置　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

★構造図による

地
業
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

3

1 埋戻し及び盛土 (3.2.3)

(3.3.3)2

3

山留めの存置

建設汚泥の処理

・ Ｄ 種 （細粒分（75μm以下）の含有率(重量百分率)の上限を50％未満と

　　　　　する。）

　 適用場所（　　　　　　　　　）　

存置範囲（※図示　・　　　　　　　　　）

本工事で建設汚泥が発生する場合は「建設汚泥の再生利用に関するガイドライ

ンの策定について」（国営計第36号　平成18年 6月12日）、「建設汚泥の再生利

用に関する実施要領について」（国営計第38号　平成18年 6月12日）に基づき建

設汚泥の再生利用を行う。

要求品質

「建設汚泥処理土利用技術基準について（国営計第41号 平成18年6月12日）

表－４建設汚泥処理土の適用用途標準」における下記の区分とする。

・ Ｃ 種 　適用場所（　　　　　　　　　　　　　）

　　　　　 土質（　　　　　　　　）受渡場所（　　　　　）　

・再生資源化施設へ搬出　・（杭基礎残土）　

再生利用の種別　・埋戻し及び盛土材として利用　・　

再生処理方法　　・脱水処理　・安定処理（セメント、石灰による改良処理）

・第３種処理土　・汚泥処理土

埋戻し及び盛土の種別　

・ Ａ 種 　適用場所（　基礎　　　　　　　　　　）　

・ Ｂ 種 　適用場所（　基礎　　　　　　　　　　）　

2

仮
設
工
事

鉄
筋
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

４）監理事務所の備品など

b. 監理事務所には次のOA環境を備える。

イ．パソコン（OSはwindowsでサポートが有効なバージョンとし、ウィルスチェックの

ロ．スキャナー付カラーレーザープリンタ 1 台（A3判カラー対応）

c. 監督員事務所の光熱水料,回線使用料,消耗品及び清掃費用は請負者の負担とする。

　 ・その他（監督員指示による）

　　最新版が常時実施されている環境において、インターネット常時接続可。

　　機種・台数・ソフト等は監督員の指示による）

　 机・椅子・書類・見本棚・衣類ロッカー・ヘルメット・安全靴・図面架・電話

a. 監理事務所には,照明・電力・給排水衛生・冷暖房などの設備を設け,次の備品を置く。

　 ファクシミリ・コピー機（A3判カラー対応）・仕様書類一式・会議用テーブル（8人用程度）

2

仮
設
工
事 2 仮設計画書

3 工事用電力及び

上下水道

4 敷地の状況確

認及び縄張り

5 監督員事務所,

受注者事務所等

1 足場その他

　「手すり先行工法に関するガイドライン」に基づく足場の設置に当たっては、

(2.2.4)

   同ガイドラインの別紙１「手すり先行工法による足場の組立て等に関する基

   により行う。

   準」における２の（２）手すり据置方式又は（３）手すり先行専用足場方式

１）受注者等は工事の着手に先立ち,又は着手後速やかに仮設計画書を作成し,監督員に

　　提出する。

１）工事用電力

２）工事用上下水道

　　構内既存の施設 　　　　※利用できない 　　・利用できる（※有償 　　　・無償）

２）敷地について次の要領により測量を行い,仮設計画書などに反映させる。

a. 隣地並びに道路との境界は,隣地関係者,道路管理者及び管理者の立会いのものに

b. 敷地の高低を測量し,道路との高さ関係・排水勾配などについて設計図と照合する。

　　調査する。

　 確認し,記録書を作成する。

１）監督員事務所の設置

１）　　受注者等は工事の着手後,敷地内及び敷地周辺について現地調査を行い,仮設計画書などに

　　反映させる。現地調査は,工事によって影響を受ける可能性のある周辺道路,隣接の建築物

　　工作物,樹木及び上下水道・ガス・電気・通信など地下埋設物に重点を置き,その現況を正確に

（ただし現場で行う定例打合せの為に、２０人程度が参加できる場所及び机・椅子

の確保は本工事とする。また、打合せは、WEBで行う可能性も有る為、対応できる

ﾈｯﾄﾜｰｸ環境を用意すること。）

部位 仕上

床

壁

天井

※タイルカーペット

※岩綿吸音板

※ビニルクロス張り

・ビニル床シート

・合成樹脂エマルジョンペイント

・化粧石膏ボード

２）監督員事務所の規模

３）監理事務所の内装仕上は以下の程度とする。

　　・ 10 ㎡程度 ・ 20 ㎡程度 ・ 35 ㎡程度 ・ 65 ㎡程度 ・ 100 ㎡程度 ・　 ㎡程度

　　・ 上記のほかに会議室,資料室,休憩室,更衣室等の設置については監督員の指示による。

　　・設ける　　 ※設けない

　　構内既存の施設 　　　　・利用できない 　　※利用できる（※有償 　　　・無償）

(15) 施工期間中は、騒音計及び振動計を現場に備えると共に、近隣に配慮した施工を心掛け

     ること。 

(16) 家屋調査は、用地調査等業務共通仕様書（岐阜県）を準用して実施すること。

(8）再生資源利用（促進）計画書（現場掲示様式）を、工事現場の見やすい場所に掲示する

    こと。また、同計画をインターネットに公表するよう努めること。

(9) 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の普及啓発を図るため、受注者は可能な限り工事看板

　　等にＳＤＧｓのアイコン等の掲示を　　　　　　　　　　　　　　　　　　行うこと。なお、掲示するアイコン等は工事の内容

　　によるもの又は受注者の自らの取組みによるものとする。

(10) ｢建設業退職者共済制度｣に加入し、加入の標識を工事場所に掲示すること。

(11) 工事実績情報システム（CORINS）に登録すること。

      ※請負代金500万円以上、登録前に監督員の確認要

(13) 工事表示板(900×1200　ﾄﾀﾝにｶｯﾃｨﾝｸﾞｼｰﾄ貼り)を設置する。

(14) 受注者の契約の相手方となる下請負人の健康保険等加入義務等については、大垣市工事

     請負契約約款第7条の3の規定に依る。

　　家屋調査は、次のいずれかの資格を有する者が行う。

①補償業務管理士（事業損失部門）

　※（一社）日本補償コンサルタント協会の補償業務管理士研修及び検定試験実施規定

　　　　第14条に基づく補償業務管理士台帳に登録されている者。

②家屋調査業務に関し、7年以上の実務経験を有する者。

③発注者が、上記①②の者と同等の知識及び能力を有すると認めた者。

    現在の状態を維持とするが、支障があるなら受注者で復旧する。

  　設置場所・標高に変更がある場合は、復旧後台帳提出とする。

  　工事前後の状態について報告する。

(17) 工事範囲内の第２水準点

　　 家屋調査範囲は図示（A16）とする。

(12) 本工事の下請業務及び建設資材等の購入において市内業者を活用するように努めること。

(6）本工事における週休2日制工事の実施の指定については、下表のとおりとする。

　　週休2日制工事については、「大垣市週休2日制工事要領」に基づき実施すること。

適 用 週休2日制工事の方式　又は　適用除外の理由

　発注者指定型：通期の週休2日制工事（現場閉所）として実施する。

　適用除外　　：大垣市週休2日制工事要領第2条第2項第1号の規定による。

　適用除外　　：大垣市週休2日制工事要領第2条第2項第2号の規定による。

　適用除外　　：大垣市週休2日制工事要領第2条第2項第3号の規定による。

　適用除外　　：大垣市週休2日制工事要領第2条第2項第4号の規定による。

土
工
事　　※完全週休2日を原則とする

　発注者指定型：週単位の週休2日制工事（現場閉所）として実施する。

　発注者指定型：月単位の週休2日制工事（現場閉所）として実施する。

　　※完全週休2日を原則とする

〇

　　わらず、土曜日の休工に努める「まんなかホリデー（中部地区統一の一斉休工）」に取

　　組むものとする。　なお、本取組は強制的な休工や工程の調整を求めるものではない。

　　いる状態をいう。(巡回パトロールや保守点検等現場管理上必要な作業を行う場合を除く）

　・受注者は、「建設現場の週休2日」の普及及び浸透に向けて、週休2日制工事の適否に関

　・休工とは、現場事務所での事務作業を含め1日を通して現場や現場事務所が閉所されて

・「大垣市建設工事における遠隔臨場に関する試行要領」に基づき実施するものとする。

・受注者希望方式は、工事契約後に発注者の承諾を得ること。

(7）本工事の施工範囲内における埋蔵文化財包蔵地の有無に関する事前調査結果は次のとおり

埋蔵文化財包蔵地の有無 遺 跡 名 備 考

無

(8）本工事において、大垣市建設工事における遠隔臨場に関する試行の対象工事の適用の

　　有無については、下表のとおり。

適用

〇

　〇〇日間

遠隔臨場・Web会議システムの利用期間遠隔臨場の適用方式の有無　

　　受注者希望方式とする。

　（受注者が希望する場合は実施する）

　　発注者指定方式として実施する。

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



鉄
骨
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

6 機械式継手

5

(5.3.5)(5.5.2)

7 溶接継手 (5.3.5)(5.5.3)

各部配筋8 (5.3.7)

圧接完了後の試験9 (5.4.9)

1 コンクリートの気

乾単位容積質量に

(6.2.1～4)(6.10.1、2)

・ 

・ 

スランプ(cm) 適用箇所設計基準強度Fc(N/mm2)

設計基準強度Fc(N/mm2) スランプ(cm) 適用箇所

・ 

・ 

コンクリートの

種別

2 (6.2.1)

(6.3.1)3 セメント

4 骨材 (6.3.1)

5 混和材料 (6.3.1)

気乾単位容積質量6 (6.2.3)(6.10.1)

軽量コンクリート (6.10.1)7

寒中コンクリート8 (6.2.1)(6.11.1)

暑中コンクリート9 (6.12.2)

マスコンクリート10 (6.2.1)(6.13.1、2)

11 無筋コンクリート (6.2.1)(6.3.1)(6.14.1)

12 流動化ｺﾝｸﾘｰﾄ (6.2.1)(6.15.1)

13 ひび割れ誘発目地、

打継目地

(6.6.3)(6.8.2)(9.7.3)

コンクリート

の仕上り

14 (6.2.5)(6.8.3)

種別 適用箇所

・ A種

・ B種

・ C種

(6.8.2)15 打増し厚さ（打ち

放し仕上げ部）

型枠16 (6.8.3)

コンクリートの単

位水量測定

17

1 鉄骨の製作工場 (7.1.1、3)

施工管理技術者2 (7.1.3)

鋼材3 （7.2.1)

種類の記号 適用箇所(主要に部分） 規格等

※ JIS規格による　・　

※ JIS規格による　・　

※ JIS規格による　・　

※ JIS規格による　・　

※ JIS規格による　・　

※ JIS規格による　・　

4 高力ボルト (7.2.2)(7.3.2)(7.4.2)

普通ボルト5 (7.2.3)(7.3.2)

6

7

溶融亜鉛めっき高

力ボルト

(7.2.2)(7.3.2、8)(7.12.4)

7 アンカーボルト (7.2.4)(7.3.2)

(7.2.5)8 溶接材料

ターンバックル9 (7.2.6)

10 デッキプレート (6.8.3)(7.2.7)(7.7.8)

適用場所 材質・形状・寸法 備考

・デッキプッレー

　ト単独の構法

・デッキプッレー

　トとコンクリー

　トとの合成スラ

　ブとする構法

・床型枠用

11 レール及びその付

属品

(7.2.8)

スタッド12 (－)

径(呼び名) 長さ(呼び長さ)　mm 適用箇所

・16

・19

・22

柱底均しモルタル13 (7.2.9)

工作図14 (7.3.2)

製作精度15 （7.3.3)

鉄骨の仮組16 （7.3.10)

17 溶接技能者の技量

付加試験

(7.6.3)

7

18 (7.6.4、7)溶接接合

溶接条件

19 (－)入熱、ﾊﾟｽ間温度の

20 溶接部の試験 (7.6.11)

節

検査水準

・全て

※第６水準

21 (7.8.3)錆止め塗装

(7.9.2～7)22 耐火被覆

種別 材料・工法
性能 適用箇所

(部位・部分)(耐火時間)

・ 耐火材

　 吹付け

・ 乾式吹付けロックウール

・ 半乾式吹付けロックウール

・ 湿式ロックウール

・ 

・ 

・ 繊維混入けい酸カルシウム板

・ 

・ 高耐熱ロックウール

・ 耐火板

   張り

・ 耐火材

   巻付け

・ ラス張り

   モルタル塗り

・ 

－

（7.10.2)建方精度23

24 アンカーボルト等

の設置

（7.10.3)

25 軽量形鋼構造 （7.11.2)

26 溶融亜鉛めっき (7.12.3)(表14.2.2)

（主要構造部及び

その構造耐力上

主要な部分に限る） 材 料 適用箇所
種別

亜鉛めっきの

A種

B種

C種

鋼板

最小板厚2.3㎜ 以上、3.2㎜ 未満の形綱、

普通ボルト・ナット類、アンカーボルト類

鋼板

最小板厚 3.2㎜ 以上、6.0㎜ 未満の形綱、

最小板厚 6.0㎜ 以上の形綱、鋼板

適用箇所　　　・図示による（　　　　　）

H12建告第1463号に適合する性能　(5.5.2)

・Ａ級　　　

機械式継手の種類及び工法　(5.5.2)　（　　　　　）

鉄筋相互のあき　(5.3.5)

・図示による（　　　　　）

品質の確認方法　(5.5.2)

・図示による（　　　　　）

不良となった継手の修正方法等　(5.5.2)

・図示による（　　　　　）

適用箇所　　　・図示による（　　　　　）

H12建告第1463号に適合する性能　(5.5.3)

・Ａ級　　　・　

鉄筋相互のあき　(5.3.5)

・図示による（　　　　　）

・　・　

溶接継手の工法　(5.5.3)

　・図示による（　　　　　）

品質の確認方法　(5.5.3)

　・図示による（　　　　　）

不良となった継手の修正方法等　(5.5.3)

　・図示による（　　　　　）

各部配筋　(5.3.7)

抜取試験　（5.4.9)

・引張試験

※超音波探傷試験

・普通コンクリート　(6.2.1～4)

・軽量コンクリート　(6.2.1～3)(6.10.1～2)

類別　(6.2.1)

・ Ⅱ類（JIS A 5308に適合したコンクリート）

※ Ⅰ類（JIS A 5308への適合を認証されたコンクリート）

種類　(6.3.1)

※普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種（普通ポルトランドセメント

　の品質は、JIS R 5210に示された規定の他、水和熱が７日目で352J/g以下、かつ

　28日目で402J/g以下のものとする）　　　  使用部位（　　　　　）

・高炉セメントＢ種　　　　　　　使用部位（　　　　　）

・フライアッシュセメントＢ種　　　　　　　使用部位（　　　　　）

Ｇ

Ｇ

アルカリシリカ反応による区分　(6.3.1)

※Ａ　　　・Ｂ

・混和剤　（6.3.1)

・混和材　（6.3.1)

混和剤の種類　　　※標準仕様書6.3.1(d)(i)による 　　　・　

混和材の種類　　　※標準仕様書6.3.1(d)(ii)による　　　・　

・軽量コンクリート　(6.10.1)　　 ・　

・普通コンクリート　(6.2.3)　　　・2.3t/ｍ3　程度　　　・　

種類　(6.10.1)　　　・１種　　　・２種

適用箇所　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

適用期間　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

・積算温度を基に定める場合

・図示による（　　　　　）

構造体強度補正値　　　※6N/mm2　　　　・　

適用箇所　(6.2.1)(6.13.1)　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

セメントの種類　(6.13.2)

・中庸熱ポルトランドセメント

・低熱ポルトランドセメント

・高炉セメントＢ種

・フライアッシュセメントＢ種

・普通ポルトランドセメント

Ｇ

Ｇ

混和剤　（6.13.2)

・混和剤

　混和剤の種類

※JIS A 6204に適合するＡＥ減水剤又は高性能ＡＥ減水剤

スランプ　(6.13.2)　　　※15cm　　　・　

設計基準強度　(6.14.1)　※18N/m㎡ 　　　　 ・　

スランプ　(6.14.1)　　　※15cm又は18cm 　  ・　

セメントの種類（6.3.1） ※普通ポルトランドセメント又は混合セメントのＡ種

　　　　　　　　　　　　・高炉セメントＢ種

　　　　　　　　　　　　・フライアッシュセメントＢ種

Ｇ

Ｇ

適用箇所　(6.2.1)(6.14.1)

・図示による（　　　　　）

※標準仕様書6.14.1(e)による箇所

適用箇所　(6.2.1)(6.15.1)　　　・図示による（　　　　　）

目地寸法　(6.6.3)(6.8.2)(9.7.3)

間隔・位置・形状　(6.8.2)

・標準仕様書9.7.3による　　　・　

合板せき板を用いるコンクリートの打放し仕上げ

・打放し仕上げの打増し厚さ(外部に面する部分に限る)　(6.8.2)

・20㎜　　・　

・打放し仕上げの打増し厚さ(内部に面する部分に限る)

・10㎜　　・20㎜　　・　

せき板の材料及び厚さ　(6.8.3)　　　・合板（※12mm　　　・　　　）　　　・　

・合板（※12mm　・　　　）　（但し、グリーン購入法基本方針におけるＧ

　　　　　　　　　　　　　　 「合板型枠」の備考３の表示のある合板

　　　　　　　　　　　 　　　 型枠を用いる場合に限る）

・断熱材を兼用した型枠材の使用　(6.8.3)

・MCR工法用シートの使用　(6.8.3)

打増し厚さ　　　・20mm　　　・　

打増し範囲　　　・図示による（　　　　　）　　　　・　

スリーブの材種・規格等　(6.8.3)

※標準仕様書6.8.3(i)(2)(ⅰ)から(ⅳ)による

実施要領

・図示による（　　　　　）

・ 

鉄骨製作工場の加工能力　(7.1.1、3)

※建築基準法第77条の56に基づき国土交通大臣から性能評価機関として認定を受

けた(株)日本鉄骨評価センター及び(株)全国鉄骨評価機構(旧(社)全国鐵構工業協

会）の「鉄骨製作工場の性能評価基準」に定める（　　　　　）グレードとして

国土交通大臣から認定を受けた工場又は同等以上の能力のある工場

・監督職員の承諾する工場（標準仕様書7.1.1以外の適用範囲に限る）

※適用する　　　・適用しない

材質等　(7.2.1)

有効細長比(圧縮材に限る）

・図示による（　　　　　）　　　・　

高力ボルトの区分　(7.2.2)

・トルシア形高力ボルト

・ JIS形高力ボルト

高力ボルトの径　(7.2.2)　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

ボルトの縁端距離、ボルトの間隔、ゲージ等　(7.3.2)

・図示による（　　　　　）

セットの種類　　　※2種(S10T)　　　　・　

セットの種類　　　※2種(F10T)　　　　・　

・すべり係数試験　(7.4.2)

試験方法　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

ボルト及びナットの材料　(7.2.3)

・標準仕様書表 7.2.3（JIS付属書品） による。

・標準仕様書 7.2.3（JIS付属書品）又はJIS本体規格品（ISO規格）による。

（JIS本体規格品による場合は、ボルトの種類を呼び径六角ボルト又は全ねじ

六角ボルト、強度区分を4.6又は4.8の鋼製とし、ナットの種類を六角ナット

-Cの鋼製とする。なお、呼び径六角ボルトの軸径の最大寸法は、ボルトの

径の値以下とする。）

・　

座金　(7.2.3)　　　・標準仕様書 7.2.3 (d)による　　　・　

ボルトの縁端距離、ボルトの間隔、ゲージ等　(7.3.2)

ボルトの径　(7.2.3)　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

・図示による（　　　　　）　・　

種別等　(7.12.3)(表14.2.2)

・普通ボルト接合　　　・ 

接合部（ボルト接合の場合）　（7.11.2)

※標準仕様書 表7.10.2（※A種 [厚さ50]　　　・B種 [厚さ30]）による

柱底均しモルタルの厚さ及び工法の種別　(7.10.3)

種別　　・A種　　・B種　　・C種

建方用アンカーボルトの保持及び埋込み工法　(7.10.3)

・図示による（　　　　　）　　　　・ 

構造用アンカーフレームの形状及び寸法　(7.10.3)

※JASS6付則 6「鉄骨精度基準] 付表５ [工事現場]による　(7.10.2)

材料及び工法は、建築基準法に基づき定められたもの又は認定を受けたものとする

種別及び性能　(7.9.2～7)

・　

・標準仕様書表18.3.2　（　　　）種

・標準仕様書表18.3.1　（　　　）種

塗料の種別

・　

・図示による（　　　　　）

適用範囲

・塗装を行う耐火被覆材の接着する面

※標準仕様書表18.3.1　Ａ種　　　・　

(7.8.3)

鉄骨鉄筋コンクリート造の鋼製スリーブの内面(鉄骨に溶接されたものに限る)

・標準仕様書表18.3.2　（　　　）種　　　・　

・亜鉛めっき鋼面の錆止め塗料
屋内　　　・標準仕様書表18.3.1　（　　）種　　　・　

屋外　　　※標準仕様書表18.3.1　Ａ種　　　・　

・鉄鋼面の錆止め塗料

塗料の種別　(7.8.3)

・ 抜き取り検査①　　※ 抜き取り検査②

「突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」による。

突合せ継手の食い違い仕口のずれの検査

AOQL(%)　　　※4.0　　　・2.5

・工事現場溶接の場合　

AOQL(%)　　　※4.0　　　・2.5

・工場溶接の場合　

・完全溶込み溶接部の超音波探傷試験　(7.6.11)

・柱、梁、ブレースのフランジ端部の完全溶け込み溶接部　

・図示による（　　　　　）

適用箇所　　

・図示による（　　　　　）

鋼材と溶接材料の組合せと溶接条件　　

・　

・図示による（　　　　　）

・低応力高サイクル疲労を受ける部位　(7.6.7)

・　

・JASS 6 付則 6「鉄骨精度検査基準」付表 3 [溶接]による

溶接部の余盛り高さ　(7.6.7)

適用箇所　・図示による（　　　　　）　　　・　

・エンドタブの切断する部分　(7.6.7)

・　

・図示による（　　　　　）

スカラップの形状　(7.6.7)

・　

・図示による（　　　　　）

開先の形状　(7.6.4)

試験の要領　　　・図示による（　　　　　）　　　　・　

　仮組を行う範囲　　　・図示による（　　　　　）　　　　・　

違い仕口のずれの検査・補強マニュアル」による

H12建告第1464号第二号イ(1)(2)のただし書きによる補強は、「突合せ継手の食い

※標準仕様書7.3.3及びH12建告第1464号第二号イによる

作成を行う

増築工事等を含め、既存建物との取り合う箇所がある場合は現場実測の上、

監督職員による現寸検査　(7.3.2)　　　・行わない　　・行う

・標準仕様書7.2.9(a)によるモルタル

※標準仕様書7.2.9(b)(1)から(4)による   　　・　

無収縮モルタルの材料、調合等

・無収縮モルタル　　・　

モルタルの種別　(7.2.9)

種類等

材質、形状及び寸法　　　※頭付きスタッド（JIS B 1198）　・　

・図示による（　　　　　）　　　・　

形状及び寸法等　（7.2.8)

・無し

耐火時間　　　・図示による（　　　　　）

・図示による（　　　　　）　　　 ・　

・有り

耐火認定

鉄骨部材への溶接方法　(7.7.8)　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

開口部補強要領（補強筋の定着長さ等を含む）

材料、形状及び寸法　(6.8.3)(7.2.7)

ねじの呼び　(7.2.6)　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

建築用ターンバックルボルト　　　※羽子板ボルト　　　・　

建築用ターンバックル胴　　　※割枠式　　　・　

種類　(7.2.6)

・図示による（　　　　　）

・ 標準仕様書7.2.5(a)(b)による

溶接材料　（7.2.5)

・図示による　　・　

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等　(7.3.2)

形状、寸法　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

※標準仕様書7.2.3による　　　・　

アンカーボルト及びナットのねじの公差域クラス及び仕上げの程度

種類　　　・SS400　　　・　

・建方用アンカーボルト

形状、寸法　　　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

・ABR400　　　・ABR490　　　・　

セットの種類（JIS B 1220）

・ 構造用アンカーボルト

適用　（7.2.4)

すべり耐力等の確認方法　　　・　

試験方法　　　・図示による（　　　　　）　　　・　

・図示による（　　　　　）　　　・　

・ブラスト処理以外の特別な処理方法

・ブラスト処理（表面粗度50μmRz以上）

摩擦面の処理　(7.12.4)

・図示による（　　　　　）

ボルトの縁端距離、ボルト間隔、ゲージ等　(7.3.2)

・大臣認定を受けた内容による

溶融亜鉛めっき高力ボルトのめっき前の孔径　(7.3.8)

・図示による（　　　　　）　　　・　

溶融亜鉛めっき高力ボルトの径　(7.2.2)

セットの種類　(7.2.2)　　　※ 1種(F8T相当)　　　・　

・図示による（配筋基準図）

・ 15 ・ 外構、その他
ては構造図による

6

6

7

よる種類及び強度

※構造躯体につい

・図示による（意匠図による）

図中、塗装合板型枠コンクリート打放し

・ 18

鉄
筋
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

コ
ン
ク
リー

ト
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

コ
ン
ク
リー

ト
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

鉄
骨
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

鉄
骨
工
事
　
★
構
造
図
に
よ
る

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書 （４）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A04
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



・ Ｃ－ＵＰ

8

1

コ
ン
ク
リー

ト
ブ
ロ
ッ
ク
・
Ａ
Ｌ
Ｃ
パ
ネ
ル
・
押
出
成
形
セ
メ
ン
ト
板
工
事

基本要求品質

2 補強コンクリート

ブロック造

 (8.2.2、5)

断面形状及び圧縮

強さによる区分 (mm)

正味厚さ

3 コンクリートブロ

ック帳壁及び塀

 (8.3.2、3)

断面形状及び圧縮

強さによる区分

正味厚さ

(mm)

化粧の有無

・無　・有

・無　・有

・無　・有

長さ 高さ

ﾓﾃﾞｭｰﾙ呼び寸法(mm)

ﾓﾃﾞｭｰﾙ呼び寸法(mm)

長さ 高さ
化粧の有無 備考

備考

の適用箇所

適用箇所

(表8.3.1)以外

4 ALCパネル

・無　・有

・無　・有

・無　・有

・無　・有

 ※ 空洞ブロック 16　　

 ・　

 ・ 

・空洞ブロック 08

・空洞ブロック 16　　

・型枠状ブロック 20

・ 

9

防
水
工
事

シーリングの

保証期間

3

シーリング材の種別 保証期間

SR - 2

MS - 2

SR - 1

PS - 2

ストラクチュアルグレージングガスケット（強度保証共）

グレージングチャンネルビード

シリコーン系

変成シリコーン系

シリコーン系

ポリサルファイド系

CR

PVC

7年

7年

5年

3年

10年

7年

2年

4 水張り試験等

5 アスファルト防水 (9.2.2～5)(表 9.2.3～9)

種別 施工箇所 断熱材 絶縁用シート 立上り部の保護Ｇ

※ポリスチレン

  フィルム

 以上

　厚さ0.15mm

(材質)

材3種bA（スキン層付き）

又はJIS A 9511によるA種

の保温板3種b(スキンあり) 

(厚さ)・25mm ・50mm ・　

押出法ﾎﾞﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材

ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱

※JIS A 9521による押出法

　70g/㎡程度

　押え

種別
施工

箇所
断熱材Ｇ

高日射反射率

防水の適用Ｇ

(材質）

2種1号若しくは2号で透湿係数を除く

規格に適合するもの又はJISA9511に

2種1号若しくは2号でで透湿係数を除

く規格に適合するもの

(厚さ）・ 25ｍｍ　　・ 

仕上塗料

種類 使用量

よるA種硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ保温材の保温板

・

・

・

・

・

・

JIS A 9521による硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ断熱材

所の指

定によ

る

・製造 ・製造

所の指

定によ

る

・D-1

・D-2

・D-3

・D-4

・DI-1

・DI-2

・図示

・A-1

・A-2

・A-3

・B-1

・B-2

・B-3

・AI-1

・AI-2

・AI-3

・BI-1

・BI-2

・BI-3

・乾式保護材

・コンクリート

種別 施工個所 種別 施工個所

・E-1 ・図示 ・E－２

9

防
水
工
事

6 改質アスファルト

シート防水

(9.3.2、3)(表 9.3.1～3)

高日射反

射率防水

の適用　Ｇ

施工

箇所
種別 防湿層

仕上塗料

種類 使用量
断熱材 Ｇ

・AS-T1

・AS-T2

・AS-T3

・AS-T4

・AS-J1

(材質）

※JIS A 9521による硬質

ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ断熱材2種1号若

しくは2号で透湿係数を

除く規格に適合するもの

又はJISA9511によるＡ種

硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ保温材の保

温板2種1号若しくは2号

で透湿係数を除く規格に

適合するもの

(厚さ)・25mm　・ 

・設ける 

(改質アス

ファルト製

造所の仕様

による）

・設けない 

・

・

・

・

・

・

・

合成高分子系

防水

ﾙｰﾌｨﾝｸﾞｼｰﾄ

7

・ 製造

 所の指

 定によ

 る

・ 製造

 所の指

 定によ

 る

9

防
水
工
事

脱気装置

・ASI-T1

・ASI-J1

種別 種類 設置数量

D-1  D-2  D-3  D-4 

DI-1  DI-2  AS-T3  AS-T4  

AS-J1 ASI-T1  ASI-J1 

  仕様による

・防水層の主材料の製造所の

  仕様による 

  造所の仕様による

・防水層の主材料の製

・　　　　個/㎡

  造所の仕様による 

・　　　　個/㎡

11 シーリング (9.7.2、3)(表 9.7.1)

施工箇所 シーリング材の種類（記号）

12 水槽内部の

仕上げ

仕　様

厚さ（mm）

備　　考

防水材 防食材種　別

コ
ン
ク
リー

ト
打
放
し（

防
水
な
し）

コ
ン
ク
リー

ト
押
え

改
質
ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
水
の
上

塩
化
ビ
ニ
ル
系
シー

ト
防
水

シー

ト
防
水

超
速
硬
化
ウ
レ
タ
ン
系
塗
膜
防
水

（

吹
付
工
法）

ポ
リ
マー

セ
メ
ン
ト
系
防
水（

塗
り
工
法）

ケ
イ
酸
質
系
浸
透
式
防
水（

塗
り
工
法）

ポ
リ
ウ
レ
ア
樹
脂

エ
ポ
キ
シ
樹
脂（

ガ
ラ
ス
ク
ロ
ス
入
り）

セ
ラ
ミ
ッ
ク
パ
ウ
ダー

入
り

エ
ス
テ
ル
樹
脂（

ガ
ラ
ス
マ
ッ
ト
入
り）

エ
ポ
キ
シ
樹
脂

エ
チ
レ
ン
酢
酸
ビ
ニ
ル
樹
脂（

Ｅ
Ｖ
Ａ）

系 ≧3.0≧1.3≧2.0≧5.0

不
飽
和
ポ
リ
エ
ス
テ
ル
樹
脂
又
は
ビ
ニ
ル

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

13 その他の

防水処理

施工個所 仕様工事区分材料・仕上適用範囲

1

10

施工

石
工
事

(10.1.3、5)

 (10.2.1、3)(表 10.2.1、2)石材等2

施工箇所 品質 石材の種類
寸法

形状
(mm)

厚さ

(mm)

表面
備考

仕上げ

ｼﾞｪｯﾄﾊﾞｰﾅｰ30
・図示

・2等品

・1等品 　御影石

施工箇所
種石の

種類

種石の

大きさ(mm)
形状

仕上

げ面

寸法

(mm)

表面

仕上げ
備考

※大理石 ※1.5～12

・両面 

・片面 ・平もの

・役もの・花こう岩

施工箇所
種石の

種類

種石の

大きさ(mm)

寸法による

区分

表面

仕上げ
備考

※大理石

・花こう岩

※1.5～12 ・300型

・400型

(9.2.3)(9.3.3)(9.5.3)

種別
施工

箇所

絶縁用

シート

の材質

断熱材Ｇ

Ｇの適用　

射率防水

高日射反仕上塗料

種類 使用量

・S-F1 ・

の指定に

・製造所

よる

・S-F2 ・図示

・S-M1

・S-M2

・S-M3

・SI-F1

・SI-F2

・SI-M1

・

の指定に

・製造所

よる

・

の指定に

・製造所

よる

・

の指定に

・製造所

よる

・

の指定に

・製造所

よる

・

の指定に

・製造所

よる

・

の指定に

・製造所

よる

・

の指定に

・製造所

よる

・

・

・

・

・

・

・

（材質）

　(ⅱ)による

(厚さ）・25mm　・　

※標準仕様書9.4.2(c)(3)

（材質）

※標準仕様書9.4.2(c)(3)

　(ⅰ)による

・SI-M2

ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝｼｰﾄ

※発泡 ・

保護層

平場のモルタル塗り
種別 施工箇所

塗り厚さ ・床塗り工法
・下地モルタル

塗り

立上り部の

保護モルタ

ル塗り厚さ

・S-C1 ・　 ・　 ※標準仕様書

15.2.5(c)(2)及

び(3)に準ずる

※標準仕様書

15.2.5(c)(1)に

準ずる

・　 ・　

※7mm以下

・　

8 塗膜防水 (9.5.3)(表 9.5.1、2)

・

・

種別 施工個所
仕上塗料

種類 使用量
保護層

高日射反射率

防水の適用　Ｇ

・X-1

・X-2

・Y-1

・Y-2 ・ 適用する

・ 適用しない

9 ケイ酸質系塗布

防水

(9.6.1、3)(表9.6.1、2)

種別 施工箇所 種別 施工箇所

(9.4.2～4)(表 9.4.1～3)

パネルの区分
単位荷重

（N/㎡）

厚さ

(mm)

長さ

(mm)
耐火性能

表面

加工
構法の種別

・ A種 ・ B種

・ C種 ・ D種

・ E種　

   F種

・外壁パネル

・間仕切壁パ

  ネル

・屋根パネル

・床パネル

・100  

・ 

・ 

・ 

・ 

・100  

・100  

・100  

・有（１）時間 

・無 

・有（　）時間

　有（１）時間

　有（0.5）時間

・平

・意匠 

・平

・意匠 

  平

 (8.4.2～5)

5 押出成形セメント

板
パネルの種類 幅(mm) 工法の種別 備考

・外壁パネル

・間仕切壁

　パネル

・Ｆ

・Ｄ

・Ｔ

・Ｆ

・Ｄ

・Ｔ

600,900

600

・A 種

・B 種

・B 種

・C 種

　60 

・50 ・60 

　60 

・50 ・60 ・75

・50 ・60 ・75

・50 ・60 ・　

表面形状 厚さ(mm）

パネルに開口

を設ける場合

パネルを切り

欠く場合

・      　・図示

・      　・図示

・      　・図示

・      　・図示

・      　・図示

・      　・図示

・      　・図示

・      　・図示

 短辺

 長辺

 短辺

 長辺

開口の大きさ 切断後のパネルの残り部分の幅

6

止水工法

外壁パネルの

1 施工一般

9

防
水
工
事

2 防水の瑕疵保証

期間

防水の種別 瑕疵保証期間

・アスファルト防水 露出

保護層有り

※10年      

※ 10年      

※ 10年      

※ 10年      

・ケイ酸質系塗布防水

・塗膜防水

・合成高分子系ルーフィングシート防水

・改質アスファルトシート防水

※10年      

※  5年      

(8.5.2～5)

１）31mを超える建物にALCパネル及び押出し成形セメント板を使用する場合は、

　　31m以下の部分も含めて17章カーテンウォール工事の耐風圧性能、耐火性能、

　　断熱性能の規定を準用する。

ブロックの種類

各部の配筋　　※図示　・　

ブロックの種類

各部の配筋　　※図示　・　

１）シーリング材の保証期間は下記による。

２）上記保証期間内に漏水・破断などが認められた場合、請負者の責任において調査を行い、

　　故障が認められた場合は無償補修を行う。

屋根保護防水

防水層の種別

改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ　

※標準仕様書表9.2.3から9.2.8による　　・　

部分粘着層付改質アスファルトルーフィングシートの種類及び厚さ

※標準仕様書表9.2.5から9.2.8による　　・　

平場の保護コンクリートの厚さ

こて仕上げ　　※水下　80mm以上　・　

床タイル張り　※水下　60mm以上　・　

・乾式保護材 　

窯業系パネル：無石綿の繊維質原料等を主原料として、板状に押出成形しオート

　　　　　　　クレーブ養生したもの。 

金属複合板：金属板と樹脂を積層一体化したもの。 

（品質・性能） 

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

屋根露出防水

　防水層の種別

屋根露出防水絶縁断熱工法の場合の、ルーフドレン回り及び立上り部周辺の断熱材

の張りじまい位置     ※図示　    ・ 

屋内防水

防水層の種別

保護層　・設ける（※図示　・　　　　）　・設けない

立上りコンクリート打放し仕上げ　 

※標準仕様書表6.2.4[打放し仕上げ種別]のB種　・ 

押え金物の材質及び形状

※アルミニウム製　Ｌ-30×15×2.0mm程度　　・ 

防水層の下地のモルタル塗り　・適用する（施工範囲　※図示　・　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　・適用しない

屋根排水溝　※図示　・ 

防水層の種別

改質アスファルトシートの種類及び厚さ

※標準仕様書表9.3.1から表9.3.3による　・ 

粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

※標準仕様書表9.3.1から表9.3.3による　・ 

部分粘着層付改質アスファルトシートの種類及び厚さ

押え金物

※標準仕様書表9.3.1から表9.3.3による　・ 

※改質アスファルト製造所の仕様による   ・ 

場合のシーリングは17章による

ただし、外壁タイル接着剤張りの場合のシーリングは11章に、カーテンウォールの

下表以外は、標準仕様書表 9.7.1による

シーリング材の目地寸法　※標準仕様書9.7.3(a)(1)～(3)による　・ 

1)水槽内部の仕上種別及び仕様は以下の通りとする。

者に提出する。

防食材については、日本下水道事業団「下水道コンクリート構造物の腐食抑制技術及び防食技

術マニュアル」に規定する 塗布型ライニング工法D1種に適合することの証明書の写しを監理

１）外壁などの防水処理

(1)土に接する外壁、耐圧版で、全面に防水層を施工しない場合は、次の止水処理を行う。

b.　型枠緊張材には、止水セパレーターを使用する。

c.　ひび割れのある個所は、下記イ又はロの止水処理を行う。

d.　不良部分については、補修方法を書類として提出し、監督員の承認を受ける。

　　（柱部分も含む）。

　 による）を行う。

　 又は水性マイクロエマルジョン注入を行う。

イ.ひび割れの巾が0.2mm未満の場合は、ゴムアスファルト系塗膜防水処理（表9.5.2　Y-1

ロ.ひび割れの巾が0.2mm以上の場合は、ひび割れ部にエポキシ樹脂注入（改修標仕4.3.4）

a.　　　水平打継部には、非加硫ブチルゴム系又は水膨張ゴム系の止水板を外部側に設置する

(2)

(3)

　 それぞれ300mm施す。

　 防水を施す。

　 防水のない外部床と外壁の打継部は、ポリマーセメント系塗膜防水を入隅から床と外壁に

　 外壁タイル張りなど仕上げ材のある建具廻りには、周囲200mm程度ポリマーセメント系塗膜

２）内部水廻りの防水処理

３）屋上笠木廻りの防水処理

４）建物の重要室天井内での漏水防止対策

　　合成ゴムシート等でたるみを持たせて天端を塞いだ後、笠木を取り付ける。

　　仕様、工事区分は下記による。

　　水廻りの配管等があり、防水層を施工しておらず,隣接するEPS等に対して漏水の被害が予想さ

　　外装カーテンウォール及びALCパネル等と防水立上りコンクリートとの隙間はEXPJとし、止水用

　　れる場合、区画部に100mm程度の立上りを設け、漏水対策として塗膜防水を施工すること。

　　建物の重要室天井内での漏水防止対策として防水パンを設置する。防水パンの適用範囲、方式、

石材の割付け　※「標準仕様書」10.1.3(a)(1)、(2)による　 ・図示

屋内の床を本磨きとする場合のワックスがけ　　　

粗面仕上げの場合ののみ込み部分の仕上げ　　　  ・図示　・本磨き

     ・行う（適用場所　・すべて　・　　　　　）   ・行わない 

天然石

テラゾブロック

テラゾタイル

取付け用モルタル、既調合の目地モルタル、石裏面処理材、裏打ち処理材 

※石材施工業者の指定する製品　・ 

屋内防水

防水層の種別

屋内防水で平場を保護コンクリート仕上げとする場合の厚さ　・　

ルーフィングシートの種類及び厚さ

※標準仕様書表9.4.1、表9.4.2及び表9.4.3による　・ 

固定金具の材質及び寸法形状

※厚さ0.4mm以上の防錆処理した鋼板、ステンレス鋼板及びそれらの片面又は

　両面に樹脂を積層加工した鋼板

・　

PCコンクリート部材下地及びALCパネル下地で種別S-C1の場合の目地処理 

・行う（・図示　・　　　　　）　・行わない

PCコンクリート部材の入隅部の増張り（種別S-F1、SI-F1、S-C1の場合）

・行う（・図示　・　　　　　）　・行わない

ALCパネル下地の入隅部の増張り（種別S-C1の場合）

・行う（・図示　・　　　　　）　・行わない

機械的固定工法の場合の一般部のルーフィングシートの張付け

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法

防水層の種別

防水層の種別

外壁、屋根パネルの工法

　建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法

パネル幅の最小限度を300mm未満とする場合

・　

外壁、間仕切壁パネルの出隅及び入隅のパネル接合部並びにパネルと他部材との

取り合い部の目地幅（mm）

・ 20　　・　

外壁、間仕切壁パネルの伸縮目地への耐火目地材の充填

・適用する　・適用しない

外壁パネルの工法

　建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法

パネル相互の目地幅(mm)　※長辺8、短辺15　　　・　

出隅及び入隅のパネル接合目地の目地幅(mm)　※15　・ 

やむを得ず欠き込み等を行う場合は、下表の寸法を限度とする。ただし、欠損部

分を考慮した強度を確認のうえ、施工計画書を提出する。

１）外壁パネルに使用する場合の止水工法は下記による。

※2重シーリング又は製造者の2次止水工法

・1重シーリング

・設計図による

２）　　2重シーリング又は製造者の2次止水工法による場合は、外壁パネル上下ジョイント部に、表面

　　シーリング材劣化により浸入した水が下に抜けるようSUS水切り板を取り付ける。又、パネル

　　相互の目地の他、建具廻りなど他の部材との取合い部の目地についても、2次シーリングとする。

１）屋上の水勾配は、原則としてスラブ勾配とする。

４）風除室内部を防水する場合、内部と外部の境を区分し、内部の滞留水は排水する。

　　10mmの上,ワイヤーメッシュ（6mmΦ×100mmメッシュ）を入れる。

　　けて、そこに防水層を立ち上げる。

　　込まないよう、ステンレスフラッシング材を設けて防水層を立上げ又は塗り上げる。

　　バルコニー床面との段差を水上で50mm以上確保する。

　　は、必要な防水の立上り高さを欠いて施工してはならない 。

２）

３）

５）

６）

７）

８）

　　防水の下地コンクリートは、後でコンクリートの水分蒸発でフクレの原因とならぬよう、十分

　　乾燥期間をとってから、防水施工する。（特にデッキ型枠下地の屋根については、留意する）

　　なお,コンクリート面の含水率は8％以下とし、防水施工前に測定し監督員の承認を受ける。

　　塗膜防水の下地コンクリートスラブ上面には、ひび割れ防止措置として、コンクリート打増し

　　室内の浴室と脱衣室境の出入口サッシ下枠には、浴室から防水層上部の滞留水が脱衣室に入り

　　屋上出入口及び屋上庭園等、外部がアスファルト防水を施工している個所への出入口下枠高さ 

　　バルコニーなど外部雨水が入る部分におけるサッシ下部は、止水のため、室内床スラブ面と

　　外部テラス等のガラススクリーン下端の防水は、サッシ下枠にステンレスフラッシング材を設

１）防水は専門工事業者による責任施工とし、工事完成引渡時には受注者と連名で保証書

２）防水の瑕疵保証期間は下記による。

　　を発注者及び監督員に提出する。

500,600

・図示 ・図示

・図示

・

・

・ Ｃ－ＵＩ

２）散水試験   ：※ 行う（  試験部位：防水端部、建具  ） ・行わない

・製造所

　の指定

　による

・製造所

　の指定

　による

・製造所

　の指定

　による

・製造所

　の指定

　による

X-1

・ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類製造所の ・ｱｽﾌｧﾙﾄﾙｰﾌｨﾝｸﾞ類製

・ ・ ・ ・

・ ・ ・ ・

・

・

　- 　- 　- 　- 　-

・

・
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外壁 MS-2

・

・

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書 （５）

(厚さ）・25mm　・40㎜

・図示

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

１）水張り試験 ：※ 行う（　試験範囲：屋上    ）  ・行わない

令和８年 A05
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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3 外壁湿式工法

10

石
工
事

 (10.2.2、3)(10.3.2、3)

 (10.2.2)(10.4.2、3)4 内壁空積工法

　　　　位置　※6mごと　・図示

5 乾式工法  (10.2.2)(10.5.2、3)(表10.2.4)

6

石張り

床及び階段の (10.6.2、3)

7 アーチ、上げ裏

等の石張り

(10.2.2)(10.7.1、2)

8 笠木、甲板等の

石張り

(10.2.2) (10.7.1、3)

1 適用範囲

11

タ
イ
ル
工
事

2 伸縮調整目地及び

ひび割れ誘発目地

(11.1.3)(表11.1.1)

タイル目地深さ3

11

タ
イ
ル
工
事

4 セメントモルタル

による陶磁器質

タイル張り

(11.2.2、7)

施工箇所

12

木
工
事

施工箇所 樹種
寸法

等級 形状 含水率
間伐材等

の適用(mm)

・図示 タモ ※１等

・　

・　

※１等

・A種・B種・　

※10%以下

・A種・B種・　

※10%以下

施工箇所 樹種
寸法

(mm)
材面の品質 防虫処理 難燃処理 含水率

の適用

間伐材等

(　　　　) 

(※A種 ・B種)

造作材の場合 

(　　　　) 

造作材の場合 

(※A種 ・B種)

(※A種 ・B種)

造作材の場合 

(※A種 ・B種)

・適用する

・適用しな

　い

・適用する

・適用しな

　い

・適用する

・適用しな

　い

4 造作用集成材Ｇ (12.2.1)

施工箇所 樹種
寸法

(mm)
見付け材面の等級

間伐材等

の適用

・図示 ・図示 ※１等　　・２等

※１等　　・２等

※１等　　・２等

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

※１等　・２等

※１等　・２等

※１等　・２等

施工箇所 樹種
(mm)

寸法

の厚さ(mm)

化粧薄板

の品質

見付け材面

の適用

間伐材等

芯材：

化粧薄板：

芯材：

化粧薄板：

芯材：

化粧薄板：

・　　　

・　　　

・　　　

施工箇所
の適用

間伐材等

芯材：

化粧薄板：

芯材：

化粧薄板：

芯材：

化粧薄板：

の厚さ(mm)

化粧薄板
樹種

寸法

(mm)

施工箇所 樹種
寸法

(mm)
見付け材面の品質 含水率

間伐材等

の適用

※15％以下　・　

※15％以下　・　

※15％以下　・　

施工箇所 樹種
間伐材等

の適用

化粧薄板：

芯材：

芯材：

芯材：

化粧薄板：

化粧薄板：

見付け材

面の品質

※15％以下

化粧薄板

の厚さ(mm)
含水率

※15％以下

※15％以下

・　

・　

・　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

寸法

(mm)

施工箇所 樹種
間伐材等

の適用

化粧薄板：

芯材：

芯材：

芯材：

化粧薄板：

化粧薄板：

見付け材

面の品質

※15％以下

化粧薄板

の厚さ(mm)
含水率

※15％以下

※15％以下

・　

・　

・　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

寸法

(mm)

造作用単板積層材

Ｇ

(12.2.1)

施工箇所
厚さ

表面の品質 防虫処理
間伐材等

の適用

・有り

(加工・天然木加工・塗装加工)

・無し（　　　　　　　　　 ）

・有り

(加工・天然木加工・塗装加工)

・無し（　　　　　　　　　 ）

・適用する

・適用しない

・適用する

・適用しない

12

木
工
事

間伐材等

の適用
施工箇所 防虫処理

・適用しない

・適用する

・適用しない

・適用する

表面の品質

・有り

(加工・天然木加工・塗装加工)

・無し（　　　　　　　　　 ）

・有り

(加工・天然木加工・塗装加工)

・無し（　　　　　　　　　 ）

※14%以下

※14%以下

厚さ

(mm)
含水率

6 床張り用合板等 (12.2.1)

施工箇所
厚さ

(mm)

表板の

樹種名

接着

の程度
板面の品質 防虫処理 難燃処理 防炎処理

間伐材等

の適用

※1類

・2類

・2類

・1類

・2類

広葉樹

針葉樹

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

施工箇所 難燃処理 防炎処理
間伐材等

の適用

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

・適用する

・　適用しない

等級
表板の

樹種名

接着

の程度

板面の

品質

厚さ

(mm) 係数比

有効断面

・1級

・1級

・2級以上

※2級以上

・2級以上

・1級

スギ ※１類

・特類

・１類

・特類

・１類

・特類

※12※C-D以上

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

・　　　

施工箇所
表裏面の状態

による区分

曲げ強さ

による区分 による区分

接着剤 難燃性

による区分

厚さ

(mm)

※P又はM※13タイプ

施工箇所 等級
厚さ

(mm)

・１級　　・２級　　・３級　　・４級

・１級　　・２級　　・３級　　・４級

接着剤 (12.2.2、3)

防腐・防蟻処理 (12.3.1、2)

適用部位 保存処理性能区分

・Ｋ２ ・Ｋ３ ・Ｋ４

・Ｋ２ ・Ｋ３ ・Ｋ４

・Ｋ２ ・Ｋ３ ・Ｋ４

適用部位 処理の方法

※標準仕様書12.3.1(3)(ⅱ)①～④による　・　

9 床板張り

下張り用床板

※無し

・有り
※合板張り

・板張り

ホルムアルデヒドの放散量 ※F☆☆☆☆ 

（標仕19.5.2による）

・縁甲板

ホルムアルデヒドの放散量 ※F☆☆☆☆ 

基本要求品質

13

屋
根
及
び
と
い
工
事

雨水排水計画書

の作成

2

受金物　　　　材質　※SS400　　・　

　　　　　　　形状及び寸法　 　・L-75×75×6(mm)の加工　長さ100mm

　　　　　　　　　　　　　　　 ・　

　　　　　　　　　　　　　　　 ・L-75×75×6(mm)の加工　長さ150mm

アンカーの材質及び径　※SS400　M12　・　

あと施工アンカーの材質及び寸法（　　　　　　　　　　　　　）

ドレインパイプの材質　・樹脂ネット製パイプ　クロスメッシュ巻き　25～35φ

　　　　　　　　　　　・　

石裏面処理　　・適用する　・適用しない

裏打ち処理　　・適用する　・適用しない

下地ごしらえ　※流し筋工法      ・あと施工アンカー工法

              ・あと施工アンカー,横筋流し工法 　

目地　一般目地　    目地幅(mm)　※6以上　・　

　　　　　　　　　  シーリング材　・適用する　・適用しない

　　　伸縮調整目地

　　　　位置　※標準仕様書11.1.1による　・図示

　　　　シーリング材の目地寸法　※標準仕様書9.7.3(a)(3)による　　・図示

受金物　　　　材質　※SS400　　・　

　　　　　　　形状及び寸法　 　・L-75×75×6(mm)の加工　長さ100mm

　　　　　　　　　　　　　　　 ・L-75×75×6(mm)の加工　長さ150mm

アンカーの材質及び径　※SS400　M12  ・　

あと施工アンカーの材質及び寸法　（　　　　　　　　　　　　　）

石裏面処理　　・適用する　・適用しない

裏打ち処理　　・適用する　・適用しない

下地ごしらえ　※あと施工アンカー、横筋流し工法　・あと施工アンカー工法

目地　一般目地　    目地幅(mm)　※6以上　・　

　　　　　　　　　  シーリング材　・適用する　・適用しない

　　　伸縮調整目地

　　　　シーリング材の目地寸法　※標準仕様書9.7.3(a)(3)による　　・図示　

取付け方式　　・スライド方式　　・ロッキング方式

アンカーの材質及び形状　※ステンレス（SUS304）　M10　　・　

あと施工アンカーの材質及び寸法　（　　　　　　　　　　　　　）

だぼ用の穴の位置　※標準仕様書10.5.2(b)(1)による　・図示

石裏面処理　　・適用する　・適用しない

裏打ち処理　　・適用する　・適用しない

外壁の工法 

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法

目地　目地幅(mm)　※8以上　・ 

　　　シーリング材　・適用する（※標準仕様書9.7による　・図示）

　　　　　　　　　　・適用しない 

床石張りの裏面処理　　・適用する　・適用しない

階段張りの裏面処理　　・適用する　・適用しない

目地　一般目地　目地幅(mm)　・図示　　・　6

　　　　　　　　シーリング材　・適用する　・適用しない

　　　伸縮調整目地

　　　　位置　※床面積30㎡程度ごと、細長い通路の場合6m程度ごと及び他の

　　　　　　　　部材との取り合う箇所

　　　　　　　・図示 

　　　　シーリング材の目地寸法　※標準仕様書9.7.3(a)(3)による　・図示

内外部床に使用している石表面の滑り抵抗値（C.S.R値）が0.3以下となる場合、

防滑塗装等安全対策を施す。

取付け金物　※標準仕様書10.2.2(c)による　・ 

引金物、だぼ、かすがい及び受金物　※標準仕様書10.2.2(a)による　・ 

ファスナー　※標準仕様書10.2.2(b)のスライド方式に準じる　・　

吊金物及び化粧吊りボルト 

・設ける　吊金物　※ステンレス(SUS304)径6mm長さ80mm（加工物）

　　　　　　　　　・　

　　　　　吊りボルト　※ステンレス(SUS304)M10化粧ナット付き　

                  ・　

・設けない 

あと施工アンカーの材質及び寸法　（　　　　　　　　　　　　　）

取付け工法　　・内壁空積工法　・乾式工法 

石裏面処理　　・適用する　　　・適用しない

裏打ち処理　　・適用する　　　・適用しない

目地　一般目地　    目地幅(mm)　※6以上　・　

　　　伸縮調整目地

　　　　位置　※他の部位との取合い部　・図示

　　　　シーリング材の目地寸法　※標準仕様書9.7.3(a)(3)による　・図示

取付け金物　※標準仕様書10.2.2(c)による　・ 

引金物、だぼ、かすがい及び受金物　※標準仕様書10.2.2(a)による　・ 

ファスナー　※標準仕様書10.2.2(b)のスライド方式に準じる　・　

あと施工アンカーの材質及び寸法（　　　　　　　） 

取付け工法　・外壁湿式工法　・乾式工法 

石裏面処理　　・適用する　・適用しない

乾式工法の場合の取付け代　※標準仕様書10.5.3(b)による　・ 

石裏の補強用モルタル　・適用する　・適用しない 

　　高所に張られる内装タイル張りを含む）については、6節に規定するタイル剥落防止工法

　　部分、又は落下防止対策用庇・植栽帯等で落下に対しての安全が確保されている場合は、

　　この限りではない。

位置　※標準仕様書表11.1.1による　　・図示

１）タイルの目地深さは、タイルの層間変位及び熱収縮によるタイルの剥落を防止する

　　ため、タイル厚さの1/3を超えて施工してはならない。

１）　　11章2節及び3節に規定するセメントモルタル又は接着剤による外装タイル張り工法（5m超の

　　（乾式固定工法又は湿式落下防止工法）を適用する。但し、張り上げ高さ5m以内のタイル張り

タイルの形状、寸法等

標準的な曲がりの役物は一体成形とする

試験張り　・行う　・行わない 

見本焼き　・行う　・行わない 

モルタル塗りのコンクリート素地面の処理

・MCR工法　   ・目荒し工法（高圧水洗処理）   ・　

壁タイル張りの工法 　

外装タイル　　※密着張り　　・改良積上げ張り　　・改良圧着張り 　

内装タイル以外のユニットタイル　　・マスク張り　　・モザイクタイル張り 

既製調合モルタル

モルタル下地としたタイル工事に使用する張付け用モルタルとして、セメント、

細骨材、混和剤等を予め工場において所定の割合に配合した材料とする。

建築材料等品質性能表による

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

（品質・性能）

・既製調合目地材

（試験方法）

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

建築材料等品質性能表による

・床タイルの表面の滑り抵抗値（C.S.R値）：　※0.4～0.9以内　　　・0.45～0.7以内

・「製材の日本農林規格」による広葉樹製材

・代用樹種を使用できない箇所（　　　　　　　　　　）

ホルムアルデヒド放散量  ※規制対象外　・ 

・「集成材の日本農林規格」による造作用集成材

・「集成材の日本農林規格」による化粧ばり造作用集成材

・「集成材の日本農林規格」による化粧ばり構造用集成柱

・「集成材の日本農林規格」以外の造作用集成材

・「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり造作用集成材

・「集成材の日本農林規格」以外の化粧ばり構造用集成柱

「単板積層材の日本農林規格」による造作用単板積層材

ホルムアルデヒド放散量  ※規制対象外　・ 

「単板積層材の日本農林規格」以外の造作用単板積層材

ホルムアルデヒド放散量  ※規制対象外　・ 

・普通合板 Ｇ

・構造用合板Ｇ

・パーティクルボード Ｇ

・構造用パネル

接着剤は可塑剤（難揮発性の可塑剤を除く）が添付されていないものとする。

ホルムアルデヒドの放散量　　　※ 規制対象外  ・    

・防腐、防蟻処理が不要な樹種による製材

・薬剤の加圧注入による防腐・防蟻処理

・薬剤の塗布等による防腐・防蟻処理

・ボード原料接着材への薬剤混入による防腐、防蟻処理 　　

適用部位：（　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

適用部位（　　　　　　　　　　　　　　） 

１）フローリング及び縁甲板張り床の種類

床下からの吸湿防止対策として下張り床材下部吸湿側に吸湿防止剤を塗布すること

２）屋根材の瑕疵保証期間

　　発注者及び監督員に提出する。

・

１）

１）

　　工計画書に反映する。

２）

　　算し、施工に反映する。但し、施工に必要なとい部材などは本工事に含まれているものとする。

　　屋根工事は専門工事業者による責任施工とし、工事完成引渡時には受注者と連名で保証書を

　　受注者は、着工後速やかに敷地全般を含めた雨水排水計画書を作成し、監督員に提出し承認を

　　受ける。特に、完成後の維持管理に支障が出ないよう受注者側として計画の再点検を行い、施

　　雨水排水計画の条件は工事概要12のその他の設計条件の最大降雨量に基づき、受注者にて再計

・「製材の日本農林規格」以外の製材

施工箇所 樹種
寸法

等級 形状 含水率
間伐材等

の適用(mm)

※小節以上

・　

見え掛り面

以外

※上小節

・　

※A種・B種・　

※A種・B種・　

・図示

・「製材の日本農林規格」による造作用針葉樹製材

1

・床合板

※C-D以上

・水掛りのある部分

※複合フローリング

・耐凍害性ありの場合、JIS A 5209で定められた耐凍害性試験に合格した証明書を監督員に

　提出する。

・受注者は、完成後床タイルの滑り抵抗値を測定し、上記基準値以内であることを確認し監

　督員に報告する。万一基準値を超えていた場合、監督員と協議し、必要な防滑塗装等安全

　対策を施す。

・タイルの選定に当たっては、標仕表11.1.2に定められた引張接着強度が出ることを予め確

　認した結果を監督員に提出し、承認を受ける。

接着剤による陶

磁器質タイル張り

5 (11.3.2～4、7)

施工箇所

形状

寸法

(mm)

再生

材料

の適

用　Ｇ

吸水率に

よる区分

うわ

ぐすり
役物 色

耐凍

害性

Ⅰ
類

Ⅱ
類

Ⅲ
類

施
ゆ
う

無
ゆ
う

有 無
標
準

特
注 有 無

耐
滑
り
性

備考

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

陶磁器質タイル

型枠先付け

6 (11.4.2、3)(表11.4.1)

施工箇所

形状

寸法

(mm)

再生

材料

の適

用　Ｇ

吸水率に

よる区分

うわ

ぐすり
役物 色

耐凍

害性

Ⅰ
類

Ⅱ
類

Ⅲ
類

施
ゆ
う

無
ゆ
う

有 無
標
準

特
注 有 無

耐
滑
り
性

備考

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

種類 適用タイル タイル型枠先付け面のせき板の種別

・タイルシート法

・目地桝法

・桟木法

・小口タイル

・二丁掛けタイル

大形タイル

※ 標準仕様書6.8.3(b)(2)

・金属製タイル先付け用パネル

1

12

木
工
事

表面仕上げ (12.1.4)(表12.1.1)

適用箇所表面仕上げの種別

 ・Ａ種

 ・Ｂ種

 ・Ｃ種

・木工事範囲全て

2 養生

タイルの形状、寸法等

標準的な曲がりの役物は一体成形とする

試験張り　・行う　・行わない 

見本焼き　・行う　・行わない 

接着剤のホルムアルデヒド放散量　  ※ 規制対象外　 ・　

外装タイル接着剤張りにおける目地のシーリング材

打継ぎ目地　※ポリウレタン系シーリング材　・　

ひび割れ誘発目地　※ポリウレタン系シーリング材　・　

伸縮調整目地　※変成シリコーン系シーリング材　・　

その他の目地　※変成シリコーン系シーリング材　・　

モルタル塗りを行うコンクリート素地面の処理

・MCR工法     ・目荒し工法（高圧水洗処理）        ・　

タイルの形状、寸法等

標準的な曲がりの役物は一体成形とする

試験張り　・行う　・行わない 

見本焼き　・行う　・行わない 

タイル型枠先付けの種類

１）工事中に損傷を受けた造作材は、速やかに次の手直しを行う。

a.素地仕上げの損傷は、その部材を取り替えるか又は接着による埋木を行い、

　 補修面の全面又は部分に木目合せのつき板を張り合せる。

b.塗装下地の損傷は、接着による埋木を行う。

２）配管その他で欠損された部材は、添え板などで補強する。

・「製材の日本農林規格」による下地用針葉樹製材

※A種・B種・　

※A種・B種・　

※A種・B種・　

※2級・　

※2級・　

※2級・　

の適用

間伐材等
含水率形状等級

(mm)

寸法
樹種施工箇所

(12.2.1)(12.4.1)(12.5.1)(12.6.1)(12.7.1)Ｇ製材3

床板（直貼）

・　

※

図示

・1類ラワン ・C-D以上

・

形状

寸法

(mm)

再生

材料

の適

用　Ｇ

吸水率に

よる区分

うわ

ぐすり
役物 色

耐凍

害性

Ⅰ
類

Ⅱ
類

Ⅲ
類

施
ゆ
う

無
ゆ
う

有 無
標
準

特
注 有 無

耐
滑
り
性

備考

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

・

5

(mm)

・図示 ・図示

※20

8

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書 （６）

・図示

・図示

150角

600幅

床下地 スギ 15 910ｘ1,820

15

・図示

・15

・

・折板屋根                      ※ 10 年 ・ 

・ステンレス防水・チタン防水    ※ 10 年 ・ 

・長尺金属板屋根                ※ 10 年 ・20年

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A06

40x250

・汚だれﾀｲﾙ

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



といの材種　・配管用鋼管　・硬質ポリ塩化ビニル管　・図示

            ・ ゴムアスルーフィング下葺材

・浴室、脱衣室の天井

3

13

屋
根
及
び
と
い
工
事

長尺金属板葺 (13.2.2、3)

 施工箇所
板及びコイルの

種類

塗膜の耐久性,めっき

付着量等の種類及び記号

厚さ

(mm)
備考屋根葺形式

※JIS G 3322

・ 

・立平葺

・蟻掛葺 

4 折板葺

適用範囲

14

金
属
工
事

2 基本要求品質

3 ステンレスの表面

仕上げ

14

金
属
工
事

・屋外天井

・天井裏に外気が流入する部位

・塩害の恐れのある屋外天井等

・プール天井

下地材

ステンレス（SUS304）

又は高耐食鋼板

高耐食鋼板

ステンレス（SUS304）

高耐食処理

室名・部位 吊ボルト等

耐　　震

グレード 天井と壁とのｸﾘｱﾗﾝｽ

S

A

B 無 

有（※60mm　　・　　） 

有（※30mm　　・　　） 

H＞6m又はS＞500㎡

H≦6m且つS≦200㎡

H≦6m且つ200㎡＜S≦500㎡

最大水平震度1.5G

最大水平震度1.0G

天井と壁の一体化

天井位置及び面積等
仕　　様

天井の規模等

C40×20×2.3

C40×20×1.6

C60×30×10×1.6

1.00 0.67

25.0

16.7

16.7

25.0

25.0

25.0

1.13 0.74 1.25 0.82 1.38 0.50 0.89 1.50

25.0

16.7

16.712.5

12.5

25.0 16.7

12.5

12.5

25.0

16.7

16.7

16.7

10.0

12.5

25.0

25.0

25.0

25.0

16.7

16.7

16.7

10.0

10.0

備考

階

階数 1 2 3 4

 1F  1F  2F
 1F

 2F

 1F
 3F

 2F

 3F

 4F

低

層

ブレース材

1対のブレース負担面積（㎡）

 5以上(注）

中 高

層 層

(G)

C60×30×1.6

C40×20×1.6

備考

階

階数 1 2 3 4

 1F  1F  2F
 1F

 2F

 1F
 3F

 2F

 3F

 4F

低

層

ブレース材

1対のブレース負担面積（㎡）

 5以上(注）

中 高

層 層

(G)

　　　L≦1.0m

1.0m＜L≦1.5m

1.5m＜L≦3.0m

　　　L≦1.0m

1.0m＜L≦1.5m

1.5m＜L≦3.0m

0.67

25.0

16.7

16.7

0.50

25.0

25.0

0.75 0.50

16.7

12.516.7

25.0

16.7

0.84 0.55 0.92 0.50 0.59 1.00

25.0 25.0 25.0 25.025.025.0 25.0

12.5 16.7 12.5 25.0 16.7 12.5

12.5

25.0

16.7 10.0 16.7 16.7 10.0

(14.4.2～4)(表14.4.1)

14

金
属
工
事

単位：mm

7,500＜h≦10,000

5,000＜h≦7,500 

スタッドの

高さ（h）

スタッドの

間隔（注1）
横架材（中間）

450

450

C-100×50×20×2.3

□-100×100×3.2

なし

□-100×100×3.2

補強材（注2）

1,800

1,800

補強材の間隔

8 軽量鉄骨壁下地 (14.5.3)(表 14.5.1)

金属成形板張り

施工箇所 形式

山高、山ピッ

チによる区分

山高 山ﾋﾟｯﾁ

耐力に

よる

区分

材料に

よる

区分

軒先

面戸板

耐火

性能

・重ね形 

・はぜ締め形

・かん合形 

※鋼板製 

・ｱﾙﾐﾆｳﾑ

合金板製 

(mm)

厚さ

・有り

・無し

・30分

・無し

(13.2.2)(13.3.2、3)(表 13.2.1)

施工箇所

種類

製法に

よる区分

形状に

よる区分

寸法に

よる区分

大きさ 産地
役物瓦

の種類
雪止め瓦

・適用する

・適用しない

・適用する

・適用しない

6 とい (13.5.2、3)(表 13.5.5)

種別 施工箇所

・バルコニー用

・ろく屋根用（・縦型　・横型）

・バルコニー中継用

7 ステンレス防水

・チタン防水

施工個所 種別
板厚

（ mm ）

成型材の幅

（ mm ）
表面仕上 摘要

・ ステンレス 304

・ ステンレス 316

・ チタン

・

※ 0.4 ・ 450

・

※2D仕上

・自然発色

・

施工個所 断熱材の種別 板厚（mm） 摘要

(13.4.2、3)5 粘土瓦葺

種類 施工箇所（手すり、タラップ、建具以外）

※ ＨＬ程度

・ No.2B 程度

・図示

4 アルミニウム及び

アルミニウム合金

の表面処理

(14.2.1)

種別
皮膜又は複

合膜の種類 

施工箇所（成形板、

笠木、建具以外）

※AA15　・　

(14.2.2)(表 14.2.1)

種別 製法 形状
板幅 板厚 表面処理

種別 皮膜等の種類

・ロール

・押出し

・プレス

・

・

・

ｽﾊﾟﾝﾄﾞﾚﾙ形

パネル形

・B-1種

・B-2種(・アンバー

・ステンカラー）

※B　・　

※B　・　

・C-1種 ※AA6　・　

・C-2種(・アンバー

※AA6　・　

・図示

・ﾌﾞﾛﾝｽﾞ・ﾌﾞﾗｯｸ系

・ステンカラー）

・ﾌﾞﾛﾝｽﾞ・ﾌﾞﾗｯｸ系

10 アルミニウム製

笠木

11 手すり及び

タラップ

(14.8.2、3)

グレード
水平荷重

N/m kgf/m
適用用途

・ 1

・ 2

・ 3

・ 4

・ 5

・ 6

・ 7

735 75

980

1,225

2,950

1,960

1,470

300

200

150

125

100

2,950超 300超

個人住宅の廊下・バルコニー

集合住宅の廊下・バルコニー

集合住宅の避難通路・避難階段

吹抜け空間の周囲

商業施設・公共施設の通路、学校

大規模オフィスビルの避難通路

多人数の人が集まる公共空間

適用箇所

1

15

左
官
工
事

(15.2.2、5)

吸水量（g）全固形分（%） 接着強度（N/mm2） 界面破断率（%）

表示値±1.0 30分で1g以下 1.0以上 50以下

屋外 1N/mm2以上 屋内 0.7N/mm2以上

2

直均し仕上げ

床コンクリートの 　(6.2.5)(15.3.2)

施工箇所 平たんさ(mm) 備考

 ・1m につき 10 以下

 ・　

3 セルフレベリング

材塗り

(15.4.2)(表15.4.1)

(14.6.2、3)(表 14.2.1)

モルタル塗り

下葺材料　　・アスファルトルーフィング 940　

            　(・一般タイプ・複層材タイプ・粘着層付タイプ）

工法 

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）の風圧力に対応した工法

雪止め　・設置する（図示）

　　　　・無し 

工法 

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）の風圧力に対応した工法

瓦桟木　材質　※杉又はひのき　・ 　　　　

        寸法　※幅21×高さ15(mm)　・　

棟補強用心材　材質　※杉又はひのき　・ 　　　　　　　

              寸法　※幅40×高さ30(mm)　・ 

工法 

     建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）の風圧力に対応した工法

瓦桟木の留付け工法　　※図示　・ 

棟の工法　　※標準仕様書13.4.3(d)(1)～(4)による　・ 

ロックウール保温筒及びフェノールフォーム保温筒のホルムアルデヒド放散量

※規制対象外　・　

鋼管製といの防露巻き

・適用しない 

ルーフドレン 

オーバーフロー管　　　　　　　　　　　　　※ステンレス製 

・防露材a. 材料 　　　　　　　　　　　　　※標仕〔表13.5.3〕による。 

　　　　b. 防露材のホルムアルデヒド放散量 ※ F☆☆☆☆　　　　  　　 

・縦といは各階毎に床スラブにといの自重受けを設置する。

　設け点検可能とする。

１）ステンレス防水・チタン防水の材料          ※下記による ・設計図による

２）工法は、ステンレスシート及びチタンシート溶接工法とし、製造者の指定する専門

工事業者が施工する。

３）下葺き材       ※ 軟質発泡ポリエチレンシート 4t ＋ゴムアスシート1t

　　　　　　　　 ・ 軟質発泡ポリエチレンシート 4t ＋アスファルトルーフィング940

　　　　　　　　 ・ 軟質発泡ポリエチレンシート 4t

                 ・ 設計図による

４）断熱材

５）耐火性能              ※ 30 分耐火       ・なし

・　といの曲がり部分には必ず掃除口を設ける。掃除口はその下に天井等がある場合は、点検口を

　落ち葉などによりルーフドレインが詰まる恐れのある部分は、ステンレス製カゴ等を設け、詰

１）本章は、本章以外の屋根及びとい工事、建具工事、カーテンウォール工事、サイン

　　工事等金属を使用した工事全般に適用する。

３）完成後に1)及び2)に起因する不具合が発生した場合は、受注者の責任で防止措置を行う。

　　し、破損・脱落等が起こらないよう安全対策を施す。

　　変形時の挙動に対しての異音発生防止措置を行う。

１）

２）

　　金属材料は、温度伸縮や地震・強風などの環境変化及び経年変化に対して十分な強度を確保

　　金属材料相互の取付け部については、異種金属の接触腐食防止対策や、温度伸縮及び層間

５）屋外天井、天井裏に外気が流入する部位、プール・浴室・脱衣室等の湿気が多い

　　室の、天井下地高耐食仕様は次による。

注）高耐食鋼板：高耐食性めっき鋼板JIS G 3323に適合する製品。

　　高耐食処理：ダクロタイズド処理等の処理方法をいう（ボード取付ビス等含む）。 

９）耐震補強

　　式の場合はダブルナット留めなどの緩み止め対策を施す。

　　設け、縁を切る　　・設計図による）こととする。

　　て水平補強材を設け、吊りボルトの補強を行う。

　 によりこれ以外の部材とすることもできる。

　 耐震グレードS（最大水平震度　1.5G）

　 耐震グレードA（最大水平震度　1.0G）

　　　の階とし、中層はそれ以外の階とする。（但し、小数点以下は切り捨て）

　 対する強度検討を行う。

　 した支持工法等については、「建築設備耐震設計・施工指針」（2014年版）による。

圧縮材の検討を行う。

安全性が確かめられた場合を除き、行わない。

a. 野縁受け、吊りボルト及びインサートの間隔は600mm以下とし、周辺部は端から100mm

以内とする。

b. 野縁の間隔は250mm以下とする。

c. 野縁は耐風圧型（野縁、クリップ、ジョイナー等）を使用する。

e. 天井ボードの下地材に対する留付け間隔は100mm程度とする。

　　とし、それ以上となる場合は計算により補強を追加する。

野縁等の種類

工法 

・屋外の軒天井、ピロティ天井等

屋外　※ 25 形　・ 19 形　　屋内　※ 19 形　・ 25 形

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）の風圧力に対応した工法

・吊りボルトの間隔が900mmを超える場合 

・天井のふところが1.5m以上3.0m以下の場合 

・天井のふところが3.0mを超える場合 

・天井下地材における耐震性を考慮した補強 

告示第771号に規定する特定天井については、「建築物における天井脱落対策に係る技術基準の

６）

７）

８）

　　アルミスパンドレル・パネルなどの金属製天井材の締結材は、ステンレス製（@200mm以内）

　　又は同等の耐食性を有するものとする。金属製重量天井の場合は、SUSボルトを用い、吊下

　　下がり壁・折上げ天井など、天井に段差がある場合は、（※段差部に10mm以上のスリットを

　　天井のふところが1.5mを超える場合は、縦横間隔1.8m程度で均等にC-38×12×1.2mm以上を用い

解説」（平成25年10月）によると共に、（※図示　　　・　　　）による。

耐震天井について、特仕14.4.5のシステム天井を除き、次の3種類のグレードを設ける。

特定天井以外の天井のうち、部屋の機能維持の観点から天井の安全性を確保する必要のある

但し、天井高さが3m以下で一区画の天井水平投影面積が（※50㎡　・　　）以内のものを除く。

a. 耐震天井グレードS及びAについては、天井の吊り長さ及び天井の存する階の水平震度に

　 応じた耐震ブレースをX、Y方向につり合い良く設ける。V字型耐震ブレースの場合、一対の

　 ブレース負担面積は下表の通りとする。但し、この表が適用できるのは、天井の単位面積

　 質量が20kg/㎡以下又は吊り長さが3m以内の水平な天井に限るものとする。なお、免震構造の

　 場合の免震階については、告示第774号の規定により水平震度を（※0.5G　・　　）とする。

　 また、ブレース部材については、同等の断面性能が確保されていれば、監督員との協議、

（注）5階以上の場合、低層は最下階～0.11（2N+1）迄の階、高層は0.3（2N+1）+1～最上階迄

特定天井の場合、ブレース形状はV字型とする。耐震天井の場合、逆ハ字型のブレースも可

とするが、ブレース下端近傍の吊ボルトを□-19×19×1.2mmで座屈補強する。野縁受け方向

のブレースは野縁受材にビスで固定し、野縁方向のブレースは増設した野縁受に固定する。

又、ブレースの設置角度は30度以上60度以下を原則とし、ブレースの圧縮分力に十分留意し、

なお、天井吊り長さが1.5mを超える場合は、特仕14.4.4、2)に示す吊ボルトの補強を行うが、

水平つなぎ材と吊ボルトの交点を支点とする2段ブレースについては、特別な計算等により、

b. 

c. 

d. 

　 一体化させる工法とする。なお、天井を支持する壁面の安全性については、水平力1.0Gに

　 耐震天井グレードBは、ブレースを設置しないで天井下地材をアングル材等を用いて、壁面と

　 天井内及び天井面に設置するダクト・配管・空調機器類等の設備機器は、天井材と独立させ

　 て構造体から支持しブレースを設けるとともに、地震時に天井吊材・仕上材等を破損・脱落

　 させないよう十分なクリアランスを確保する。但し、地震時天井面と一体に動く照明器具、

　 煙感知器等のセンサー類及びフレキシブル接続された給排気口・スプリンクラーヘッド等に

　 ついては、天井とのクリアランスは設けなくても可とする。なお、設備機器の耐震性に配慮

　 上記のほか、日本建築学会「非構造部材の耐震設計施工指針・同解説及び耐震設計施工要領」

10）

　 の9章天井を準用する。

　　屋外の軒天井及びピロティー天井については、強風対策として以下の天井補強を行う。但し、

　　この仕様は天井面の風圧力が4,000N/㎡迄で、且つ、天井ふところ寸法が1,500mm以内の場合

d. 　 吹上げによる吊りボルトの座屈防止策として全数角パイプ（□-19×19×1.2）にて補強する。

　ポイントで、1,250N/mの側圧に対し、たわみ量1/200以下とする。

注2）補強材は両側をL-60×60×4、長さ90mmにて上下スラブに固定する。

  条件によるたわみ量1/200以下とする。

　　対策を施す。完成後異音が発生した場合、受注者の責任で防止措置を行う。

　　補強については、設計図による。

スタッド、ランナーの種類 

※標準仕様書表14.5.1によるスタッドの高さによる区分に応じた種類 　・図示 

１）　　スタッドの高さが5mを超える場合は、以下による補強を行う。但し、壁自重は40kg/㎡以下とする。

※補強壁下地材として下表に示す100形スタッドを使用する。但し、側圧条件は高さ1.5mの

注1）スタッドの間隔については、耐火・遮音等の認定条件がある場合にはそれによる。

・上記以外の5m超用として開発されている各メーカー壁下地材を使用する。但し、以下の設計

ｲ.水平震度：※1.0G　・その他（　　）　　ﾛ.人による側圧：※1,250N/m（h=1.5m）・その他

ﾊ.ガス消火による側圧：・（　　　）N/㎡　ﾆ.その他の荷重（固定家具等）：・（　　　　）

２）

３）

４）

　　又は梁下端まで立ち上げる。

　　軽量鉄骨壁下地に、手摺、衛生陶器、カウンター及び吊戸棚等の荷重のかかるものを取り

　　設計図に記載のない場合、軽量鉄骨壁下地の間仕切壁は、壁張りボードを含めスラブ下端

　　軽量鉄骨壁下地の取付けは、地震や強風等による層間変形時の破損や異音発生を防止する

　　付ける場合は、合板又は鉄板等により下地補強を行う。なお、将来取付ける予定の壁下地

・バイブレーション ・図示

取付け用下地　※標準仕様書14.4による ・図示 

伸縮調整継手 ・設ける（施工箇所　・図示　・　　　　　　　）　・設けない 

外部の金属板の裏面には結露防止材（雨音防止材）5mmを吹付ける。

　(14.7.2、3)(表 14.2.1)(表 14.7.1)

種類　・250形　・300形　・350形　・図示

　　　　　皮膜等の種類（※標準仕様書表14.2.1による　　・　　　　　　） 

　　　　　着色（・アンバー　・ブロンズ　・ブラック系　・ステンカラー） 

笠木の固定金具の工法等

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）の風圧力に対応した工法

　　　　　・鋼製　　（表面処理　・溶融亜鉛めっきC種　・　　　　　　） 

タラップ　・ステンレス製　SUS304（表面処理　※研磨なし　・　　　　　）

　　　　　・鋼製　　（表面処理　※溶融亜鉛めっきC種　・　　　　　　） 

・手摺の強度基準は日本金属工事業協同組合が策定した「手摺の安全性に関する自主基準」

　（2008年版）によることとし、その強度グレードは下記による。

　　　　　　・設けない 

既製目地材　・設ける　施工箇所（・図示　）　形状（※図示　・　　　　　）

　　　　　　・設けない 

外装タイル張り下地の下地モルタルの接着力試験 　・適用する

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・適用しない 

・防水剤

（品質・性能）

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

建築材料等品質性能表による

吸水調整材

※ 均質で有害と認められる異物の混入がないこと。

※ 日本建築仕上学会規格M-101の試験方法による。

・漏水の恐れのある個所は、樹脂入りモルタル・シーリング材・モルタルと付着の良い

　塗膜防水材などで下地処理又は防水処理を行う。

・下地への接着強度は下記による。

・せっこう系　　・セメント系

1

・心木なし瓦棒葺 0.5

野縁受、吊りボルト及びインサートの間隔　・図示　・900mm 

周辺部の端からの間隔　・図示　・150mm

スタッドの高さが5.0ｍを超える場合　　・図示　　・5.0ｍ以内に構造体にて受ける

・カラー

・D種

屋根

の屋根用コイル  

ＦＰ０３０ＲＦ－９３２５

野縁の間隔　・図示　・225mm

補強方法　※標準詳細図による

断熱材　・有り（種別：図示　　厚さ(mm)：図示　　防火性能：　時間） 

図示

・図示

・適用する（工法：※標準仕様書表13.5.3による　・　　　　　） 

・AB-1種

・AB-2種

・D種

（・アンバー・ブロンズ・ブラック系・ステンカラー） 

（・アンバー・ブロンズ・ブラック系・ステンカラー） 

5 鉄鋼の亜鉛めっき

種別 表面処理方法 付着量 最小板厚 適用個別

溶融亜鉛めっき 550g/㎡以上 6.0mm以上

450g/㎡以上 3.2mm以上

350g/㎡以上 1.6mm以上

電気亜鉛めっき 20μm以上

13μm以上

8μm以上

6 接触腐食防止

処理

条 件 接触腐食防止処理

アルミニウム

↑

↓

アルカリ性材料

アルミニウム側
又は合成樹脂パッキング

又は塗装（養生用クリヤーなど20μ以上）

塗装は耐アルカリ塗料とする

鉄

↑

↓

アルミニウム

鉄側

アルミニウム側

亜鉛めっき又は錆止め塗装2回塗（30μ以上）

又は合成樹脂パッキング

又は塗装（養生用クリヤーなど20μ以上）

アルミニウム

↑

↓

ステンレス

アルミニウム側

ステンレス側

又は合成樹脂パッキング

又は塗装（養生用クリヤーなど20μ以上）

無処理

ステンレス

↑

↓

銅

銅側

ステンレス側 無処理

無処理

ステンレス

↑

↓

チタン

ステンレス側

チタン側

無処理

20μ以上）又は合成樹脂パッキング

無処理

チタン

↑

↓

鉄・アルミニウム

鉄・アルミニウム側

チタン側 無処理

ッキング

陽極酸化皮膜（9μ以上）+クリヤー処理（7μ以上）

陽極酸化皮膜（9μ以上）+クリヤー処理（7μ以上）

陽極酸化皮膜（9μ以上）+クリヤー処理（7μ以上）

但し、海岸、工業地域は塗装（養生用クリヤーなど

錆止め塗装2回塗（30μ以上）・陽極酸化皮膜（9

μ以上）+ クリヤー塗装（7μ以上）又は合成樹脂パ

7 軽量鉄骨天井下地

陽極酸化皮膜の着色方法　　※二次電解着色　　・三次電解着色

　が20μm以上のもの）

　アクリル樹脂系塗料でスプレー塗装、静電塗装を用いる塗装で塗膜厚み20μm以上のもの）

・

・

　臨海工業地帯及び海岸地域など塩害の影響を受け、且つ、工場や交通機関等による汚染物質の

　影響を受ける地域の場合の表面処理仕様は、陽極酸化皮膜の場合AA20以上、陽極酸化塗装複合

　皮膜の場合A2種、着色塗膜の場合１種（ふっ素樹脂又はアクリルシリコン樹脂系塗料で塗膜厚み

　室内環境で極度に湿度の高い風呂場、厨房及び便所等に使用する場合の表面処理仕様は、陽極酸

　塗料で電着塗装、浸せき塗装を用いる塗装で塗膜厚み15μm以上、又はポリウレタン樹脂、

　化皮膜の場合AA15以上、陽極酸化塗装複合皮膜の場合B種、着色皮膜の場合２種（アクリル樹脂

１）鉄鋼の亜鉛めっきの種別は下記による。

２）外気に接するボルト・ナット類は、溶融亜鉛めっき又はステンレス製とする。

　　しないもの、又は溶融亜鉛めっき製品）を使用する。

付金物でステンレス・アルミ・錫などと接触するものは、ステンレス製とする。

１）（以下、耐震天井という）の範囲は次による。

２）天井吊り長さが3mを超えるもの、水平でない天井及び天井面構成部材等の単位面積

　　質量が20kg/㎡を超えるものについては、次による。

：※図示　　　

３）1)及び2)以外の天井については、14.4.2材料の2)、3)及び14.4.4工法の4)を適用する

　　と共に、標仕による。

４）特定天井及び耐震天井に使用する材料は次による。

a. 吊材と野縁受けは堅固にビスハンガーで固定し、更に野縁受けと野縁も堅固に

　 ビスクリップ等で固定し脱落を防止する。

b. 野縁受けの継手は、継手位置を互いに原則として1m以上ずらすと共に、野縁受け専用

　 ジョイントを用い、ビスにて固定する。

c. ブレース材と他部材との接合は、全てビス接合とし、溶接接合を用いてはならない。

　 部材・接合部の耐力・剛性の設定方法」（平成25年10月）に基づく試験・評価を取得

　 したもの、または耐力計算に必要な製品規格、試験実績のあるものを使用する。

３）

　　壁・天井下地については、ウイスカ対策品（電気亜鉛めっき製品については光沢剤を使用

　　コンピューター室等で使用されるフリーアクセスフロア床パネルや支持部材及び軽量鉄骨

場合、及び異種金属同志の接触腐食防止処理は下記による。ボルト・小ねじ・釘・座金などの取

アルミニウムがコンクリート・モルタル・吹付けロックウールなどのアルカリ性材料に接触する

d. 　 吊ボルト、野縁、野縁受け、クリップ、ハンガー及び斜め部材の上下端部接合部材等に

　 ついては、「建築物における天井脱落対策に係る技術基準の解説　第Ⅱ編天井及びその

・A種

・B種

・C種

・D種

・E種

・F種

※AA15　・　（・アンバー・ブロンズ・ブラック系・ステンカラー） 

・AC-1種

・AC-2種

・BA-1種

・BA-2種

・BB-1種

・BB-2種

・BC-1種

・BC-2種

（・アンバー・ブロンズ・ブラック系・ステンカラー） 

（・アンバー・ブロンズ・ブラック系・ステンカラー） 

※AA6　 ・　

※AA6　 ・　

※A2 　 ・　

※A2 　 ・　

※B   　・　

※B   　・　

※C   　・　

※C   　・　

-

特定天井　　：・図示　　　　　　　・無し

吊り

長さ(L)の種別

吊り

長さ(L)の種別

補強方法　※標準詳細図3-21による

補強方法　※標準仕様書14.4.4(8)、標準詳細図3-21よる  ・図示

補強方法　※図示

　ニウム

　アルミ

床の目地　　・設ける（工法※カッター　・　　　　　　）　

下表以外は標準仕様書15.4.2 による

耐震天井　　：・      　     　   ・無し

・

　まり防止策を講じる。

9

(mm) (mm)

・100 ・1.0

補強箇所　・　　　　・無し

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書 （７）

・フッ素樹脂塗料

（塗膜補償 20年）

・横葺 ・図示 

渡り廊下 85 200 ( 　)種

目隠しﾙｰﾊﾞｰ

表面処理　種別（　B-2　）種

手すり　　・ステンレス製　SUS304（表面処理　※研磨なし　・　　　　　）

鋼製床組範囲

・2.0

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

A07令和８年

・図示※ 鏡面仕上げ程度

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



仕上げ

 (15.5.2)

15

4

左
官
工
事

仕上塗材

種類 呼び名 防火材料 仕上げの形状等

  塗材

・薄付け仕上

・厚付け仕上

  塗材

・複層仕上

　塗材

・軽量骨材

  仕上塗材

・砂壁状

・平たん状 

・凹凸状（・吹付け　・こて塗り） 

・京壁状じゅらく 

・さざ波状

・ゆず肌状（・吹付け　・ローラー塗り）

・砂壁状じゅらく

・着色骨材砂壁状（・吹付け　・こて塗り）

 　吸放湿性　　・適用する　・適用しない 　

・吹放し　・凸部処理　・平たん状 

・外装薄塗材Ｓｉ

・可とう形外装薄塗材Ｓｉ

・外装薄塗材Ｅ

・可とう形外装薄塗材Ｅ

・防水形外装薄塗材Ｅ

・こて塗用軽量塗材

・吹付用軽量塗材

・防水形複層塗材ＲＳ

・防水形複層塗材ＲＥ

・防水形複層塗材Ｅ

・防水形複層塗材ＣＥ

・複層塗材ＲＥ

・複層塗材Ｅ

・複層塗材Ｓｉ

・複層塗材ＣＥ

・可とう形複層塗材ＣＥ

・内装厚塗材Ｓｉ

・内装厚塗材E

・内装厚塗材Ｇ

・内装厚塗材Ｌ

・内装厚塗材Ｃ

・外装厚塗材Ｅ

・外装厚塗材Ｓｉ

・外装厚塗材Ｃ

・外装薄塗材Ｓ

・内装薄塗材Ｃ

・内装薄塗材Ｌ

・内装薄塗材Ｓｉ

・内装薄塗材Ｅ

・内装薄塗材Ｗ

・凹凸状　・ひき起こし　・かき落とし

　 吸放湿性　・適用する　・適用しない

   上塗材　　・適用する　・適用しない

・ゆず肌状　・凸部処理　・凹凸状

上塗材 

耐候性　　※耐侯形３種　・ 　　

  樹脂　※アクリル系　・ 　　

  外観　※つやあり　・つやなし

　　　　・メタリック

　溶媒　　　　　※水系　・溶剤系　・弱溶媒系

5 ＡＬＣパネルの場

合の下地処理

(15.5.4)

マスチック塗料

塗り

6

(15.6.2)

7 ロックウール

吹付け

(15.8.2、3)

1

16

建
具
工
事

防火戸 (16.1.3)

2 見本の製作等 (16.1.4)

3 防犯建物部品 (16.1.6)

ガラリ

5 アルミニウム製

建具

6 網戸等

16

7 形状及び仕上げ

建
具
工
事

樹脂製建具8 (16.2.5)(16.3.2～5)

9 鋼製建具 (16.2.2) (16.4.2～4) (表16.4.2)

・JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板）

※Y08　・　

※Z12又はF12　・　

・JIS G 3317（溶融亜鉛-5％ｱﾙﾐ

　ﾆｳﾑ合金めっき鋼板）

・標準仕様書表16.4.2による

めっき付着量材料 厚さ

10 鋼製軽量建具 (16.2.2) (16.5.2～4)

ステンレス製建具11 (16.2.2)(16.4.2)(16.6.2～5)

12 木製建具 (16.7.2～4)

合板の種類 規格等 備考

・普通合板

・天然木 化粧合板 

・特殊加工 化粧合板 

表面の樹種

  生地、透明塗料塗り 

  （※ラワン程度　・　　　 　）

  不透明塗料塗り 

  （※しな合板程度 ・　 　　　） 

板面の品質（　　　） 

接着の程度（・1類　・2類 ） 

樹種名（　　　　　　　　　） 

接着の程度（・1類　・2類 ） 

化粧加工の方法 

（・オーバーレイ ・プリント ・塗装） 

表面性能（　　　　    　）タイプ 

接着の程度（・1類　・2類 ） 

Ｇ

Ｇ

Ｇ

13

16

建
具
工
事

建具用金物 (16.8.2、3)(表16.8.1)

14 (16.8.4)

自動ドア開閉機構15

20 ガラス

16

建
具
工
事

(9.7) (16.14.2～4) (表16.14.1)

品種 構成種類 性能

・Ⅰ類

・Ⅱ-1類・Ⅱ-2類

・Ⅲ類 

・フロート板合わせガラス 

・熱線吸収、フロート板合わせガラス 

・網入磨き、フロート板合わせガラス 

・網入磨き、熱線吸収板合わせガラス 

・フロート合わせガラス

・網入磨き合わせガラス

材料板ガラスによる種類 種類 性能

・フロートガラス ・フロート強化ガラス 

・熱線吸収強化ガラス 

・型板強化ガラス

・Ⅰ類　・Ⅲ類

・熱線吸収フロート板ガラス

・熱線吸収網入磨き板ガラス

・１種　・２種 ・ブルー　・グレー　・ブロンズ

品種 性能 色調

・日射熱遮へい複層ガラス

・１種

・２種

・３種

U1 

U2 

U-3-1 ・U-3-2 

E4

E5 

断熱性 日射熱遮へい性

品種 耐久性日射熱遮へい性

・熱線反射ガラス 　　

  色調（・ブルー　・グレー） 

・高性能熱線反射ガラス 　　

  色調（・ブロンズ　・シルバー） 

・１種

・２種

・３種

　A種

・A種　・B種

　B種

材料板ガラスによる種類の名称 色調

              -

・ブルー　・グレー　・ブロンズ

・フロート倍強度ガラス

・熱線吸収倍強度ガラス

建具の種類 ガラス留め材 ガラス溝の大きさ(mm)

・シーリング材 アルミニウム製

・ガスケット 　

  ・グレイジングチャンネル形 

鋼製及び鋼製軽量

ステンレス製

  ・ 　

・図示 

※標準仕様書表16.14.1による 

・ 

・ 　

・シーリング材 

・シーリング材 

・ 　

・図示  ・ 

※標準仕様書表16.14.1による 

・図示  ・ 

※標準仕様書表16.14.1による 

自動ドア 性能 防錆 センサーの種類 凍結防止

※標準仕様書

表16.9.1によ

る

※標準仕様書

表16.9.2によ

る

・適用する 

・適用しない 

・マットスイッチ 

・光線（反射）スイッチ 

・熱線スイッチ 

・音波スイッチ 

・光電スイッチ 

・電波スイッチ 

・タッチスイッチ 

・押しボタンスイッチ

・ペダルスイッチ 

・多機能トイレスイッチ 

・行う 

（適用箇所は 

・行わない 

　建具表による）

16 自閉式上吊り引戸

装置

 (16.10.3)

17 重量シャッター 　(16.11.2、3)

18 軽量シャッター (16.12.2～4)

19

ドア

オーバーヘッド

(16.9.2、3)

セクション材料

による区分 

耐風圧

区分(Pa)

開閉方式 

による区分

収納形式

による区分

ガイドレール 

の材質 

・アルミニウムタイプ 

・ファイバーグラス

　タイプ 

・125 

・100 

・75 

・50 

・電動式 

・スタンダード形 

・ローヘッド形 

・ハイリフト形 

・バーチカル形 

(16.13.2、3)
種類 材種 線径 網目

・防虫網

・防鳥網

※合成樹脂製 

・ガラス繊維入り合成樹脂製 

・ステンレス(SUS316)製 

ステンレス(SUS304)線材

・ 

※0.25mm以上

1.5mm

※0.2mm

網目寸法15mm

・ 

※16～18メッシュ 

(16.2.3)

外部に面する建具の耐風圧性　・S-4（建具符号：・建具表による　・　　　　）

建物内部に使用する塗料のホルムアルデヒド放散量 

※規制対象外　・ 

仕上塗材の種類 

内壁目地部の形状　※Ｖ形目地付き　・　

種別　　・Ａ種　　・Ｂ種

ロックウールのホルムアルデヒド放散量　※ 規制対象外　・ 

接着剤のホルムアルデヒド放散量　　　　※ 規制対象外　・ 　　　

吹付け厚さ(mm)　　・図示　　・ 25　　・　

※建具表による　・　

建具見本の製作　　・行う（建具符号：　　　　） 　　　　　　　　　　

                  ・行わない

                  ・納まり等が分かる程度のもの　 

建具見本の程度　　・工事に使用するものとして、あらかじめ製作する 　

特殊な建具の仮組　・行う（建具符号：　　　　） 　　　　　　

　　　          　・行わない 

・適用しない 

・適用する（※建具表による　・　　　　）

・外部に面するガラリには、ダクト接続の有無に関わらず、ガラリ内部にステンレス

・ガラリ内部にダクト接続がない場合、ガラリ部から吹き込む雨水を受けるための防水パンを

・ダクトが接続されるガラリは接続枠付きとし、枠裏面（室内側）に結露防止材を施す。

・給排気ガラリの面積は、計画風量に基づき開口率30%、ガラリ通過風速3m/secとして算出する。

　製防鳥網を設置する。

　サッシ下枠部に設置する。防水パンの内部は外側に向かって1/5程度の水勾配をつける。

(16.2.2、4、5) (表14.2.1)

性能等級

防音ドアセット,防音サッシ　　　遮音性の等級（・　　　）

外部に面する建具　・Ａ種（建具符号：・建具表による　・　　　　）

 　　　　　　　　 ・Ｂ種（建具符号：・建具表による　・　　　　）

　　　　　　　　  ・Ｃ種（建具符号：・建具表による　・　　　　)

                              （建具符号：・建具表による　・　　　　　）

断熱ドアセット,断熱サッシ　 　 断熱性の等級（・　　　）Ｇ

                              （建具符号：・建具表による　・　　　　　）

耐震ドアセット　　　　　　　 　面内変形追随性の等級（・　　　　）

                              （建具符号：・建具表による　・　　　　　）

枠の見込み寸法　・建具表による　・ 

表面処理 

外部に面する建具　・B-1種　・B-2種  ・図示

          皮膜等の種類（※標準仕様書表14.2.1による　・    　　） 

          着色（・アンバー　・ブロンズ　・ブラック系　・ステンカラー） 

屋内の建具　　　　・C-1種　・C-2種　・図示

          皮膜等の種類（※標準仕様書表14.2.1による　・　　） 

          着色（・アンバー　・ブロンズ　・ブラック系　・ステンカラー）

結露水の処理方法　※図示　・ 

水切り板、ぜん板　※図示　・ 

・気密性能、水密性能、遮音性能、断熱性能及び面内変形追随性能については、JISA

　4706及び4702に適合することの証明書を監督員に提出する。

14.2.2による。

・アルミニウム及びアルミニウム合金の表面処理の種別・種類は14章「金属工事」の

性能等級

外部に面する建具　・Ａ種（建具符号：・建具表による　・　　　　）

　　　　　　　　　・Ｃ種（建具符号：・建具表による　・　　　　)

 　　　　　　　   ・Ｂ種（建具符号：・建具表による　・　　　　）

防音ドアセット,防音サッシ　　　遮音性の等級（・T-1 ・T-2）

                              （建具符号：・建具表による　・　　　　）

断熱ドアセット,断熱サッシ　　　断熱性の等級（・H-4・H-5・H-6　　）

                          　  （建具符号：・建具表による　・　　　　）

Ｇ

枠の見込み寸法　・建具表による　・ 

表面色　※標準色　・特注色 

水切り板、ぜん板　　※図示　・  

ガラス　　※複層ガラス　

性能等級

簡易気密型ドアセット　・適用する （建具符号：・建具表による　・　　　　）

 　　　　　　　　　　 ・適用しない 

 　　　　　　  　　　　 　  ・　

 　　　　　　　　　　　 　  ・S-6（建具符号：・建具表による　・　　　　） 

 　　　　　　　　　　　　　 ・S-5（建具符号：・建具表による　・　　　　）

防音ドアセット,防音サッシ 　　遮音性の等級（・　　　　）

                             （建具符号：・建具表による　・　　　　）

断熱ドアセット,断熱サッシ　 　適用する　断熱性の等級（・　　　　）

                           　（建具符号：・建具表による　・　　　　）

                             （建具符号：・建具表による　・　　　　）

Ｇ

鋼板

性能等級

 　　　　　　 　　　　　・適用しない 

簡易気密型ドアセット　　・適用する （建具符号：・建具表による　・　　　）

                              （建具符号：・建具表による　・　　　　　）

断熱ドアセット,断熱サッシ　  　断熱性の等級（・　　　　）

                              （建具符号：・建具表による　・　　　　　）

耐震ドアセット　　　　　　　 　面内変形追随性の等級（・　　　　）

                              （建具符号：・建具表による　・　　　　　）

鋼板　※亜鉛めっき鋼板　・ビニル被膜鋼板　・カラー鋼板　・ステンレス鋼板 

鋼板の厚さ　・標準仕様書表16.5.1による　・ 

召合せ、縦小口包み板の材質　※鋼板　・ 

Ｇ

性能等級

簡易気密型ドアセット　　・適用する （建具符号：・建具表による　・　　　）

 　　　　　　　 　　　　・適用しない 

外部に面する建具の耐風圧性　　・S-4（建具符号：・建具表による　・　　　）

 　　　　　　　　　　　　     ・S-5（建具符号：・建具表による　・　　　）

 　　　　　　　　　　　　   　・S-6（建具符号：・建具表による　・　　　） 

 　　　　　　　　　　　　   　・　

防音ドアセット・防音サッシ　　　遮音性の等級（・　　　　）

                               （建具符号：・建具表による　・　　　　）

断熱ドアセット・断熱サッシ　  　断熱性の等級（・　　　　）

                               （建具符号：・建具表による　・　　　　）

耐震ドアセット　　　　　　　 　 面内変形追随性の等級（・　　　　）

                            　 （建具符号：・建具表による　・　　　　）

Ｇ

鋼板（屋外）　※SUS430JIL、SUS443J1、SUS304　・ 

鋼板（屋内）　※SUS430、SUS430JIL、SUS443J1、SUS304　・ 

ステンレス鋼板の曲げ加工　※普通曲げ　・角出し曲げ 

表面仕上げ　　※ＨＬ　・鏡面仕上げ　・バイブレーション

建具材の加工、組立時の含水率　※Ｂ種　・ 

建物内部の木製建具に使用する表面材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量 

※規制対象外　・ 

・フラッシュ戸 

　表面材の合板の種類 

・かまち戸 

表面板の厚さ　※表16.7.6による　・ 　　

  見込み寸法　※36mm　・建具表による　・ 

・ふすま 

  張りの種別（・Ⅰ型　・Ⅱ型） 　　

  上張り（押入等の裏側以外）  ・鳥の子　・新鳥の子又はビニル紙程度

  縁仕上げ  ・塗り縁　・生地縁（素地）　・生地縁（ウレタンクリヤー塗装）

  見込み寸法　※19.5mm　・建具表による　・ 

・戸ぶすま 　

  見込み寸法　※30mm　・建具表による　・ 

・紙張り障子 　

  見込み寸法　※30mm　・建具表による　・ 

枠、くつずりの材料　　・建具表による　・　

金物の種類・見え掛り部の材質等 

※標準仕様書表16.8.1及び適用は建具表による　　・　 

樹脂製建具に使用する丁番　※標準仕様書表16.8.3による　・ 

握り玉、レバーハンドル、押板類、クレセントの取付け位置　・建具表による　・ 

・錠前類 【シリンダ箱錠及びシリンダ本締まり錠】 

（品質）

建築材料等品質性能表による

（性能）

建築材料等品質性能表による

・錠前類 【レバーハンドル】

（性能）

建築材料等品質性能表による

・クローザ類

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

マスターキー　・製作する　・製作しない 

鍵箱　　　　　※有り　・無し 

・合わせガラス

・強化ガラス

・熱線吸収板ガラス

・複層ガラス

・熱線反射ガラス

反射被膜面　・内面　・外面 

映像調整　　・行わない　・行う  

・倍強度ガラス

ガラスの留め材及び溝の大きさ

防火戸のガラス留め材は建築基準法に基づく防火性能を有するものとする。

　場合は無償で交換する。

・強化ガラスを使用する場合は、全て下記による。

a. 小口の保護　　　※行う　　　・行わない

b. 全てヒートソーク処理を行う。

c. 海外製品を使用する場合は、受注者はヒートソーク処理に立会い、その検査報告書を

　 監督員に提出し、承認を受ける。

　 場合の保証期間は10年とする。

・合わせガラスの中間膜は下記による。

b.合わせガラスのジョイント目地及びガラス留めに使用するシーリング材は、中間膜材に

　ガラスの使用上の留意事項」（平成22年4月）に十分留意し施工する。

　の脱落防止のため合わせガラスとする。

　適した材質・性能・工法とする。

・　複層ガラスは建設地の気圧条件を十分考慮した製作を行う。気圧差によりガラスが変形した

d. 　 完成後、原因不明又は異物混入などにより自然破壊した場合は、無償で交換する。この

　60MN/㎡以下）に適合することの証明書を監督員に提出する。海外製品の場合、受注者はこの

　などにより自然破壊した場合は、無償で交換する。この場合の保証期間は10年とする。

・吹抜け廻りの手摺（エスカレーター手摺を含む）に強化ガラスを使用する場合は、自然破壊時

・強化ガラス及び倍強度ガラスを使用する場合は、(社)建築業協会発行の「強化ガラス・倍強度

a.外部の雨がかり部（トップライト、庇等）及び室内水場廻り等で合わせガラスの小口をシ

　ールジョイントとする場合の中間膜は、白濁しない耐水性・耐久性のある膜を使用する。

・倍強度ガラスはJIS R 3222に規定する外観、反り及び表面圧縮応力度（20MN/㎡以上、且つ

　試験に立会い、報告書を監督員に提出し承認を受ける。又、完成後、原因不明又は異物混入

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

１）スライディング自動ドア開閉装置のセンサー検出範囲は、両方向通行の場合は次に

a. 幅方向は自動ドアの有効幅に左右おのおの500mmを加えた寸法以上とする。

b. 奥行き方向は戸中心より1000mm以上とする。

c. 戸際において斜めからの飛び込みを防止できるよう、センサー範囲を設定する。

２）巻き込まれ防止、衝突防止対策は次による。

　　よることとし、標仕表16.8.1の該当数値は適用しない。

防止対策を         ※設ける          ・設けない

３）防止策の種別

・ 天井までのガラスサッシ設置方式

・ 手摺ガード方式

・ 戸尻感知センサー方式

・ 設計図による

４）スライディング自動ドアは、指挟み込みを防止するため、引き残しを確保する。

　　又、戸先及び戸尻のかまちと方立ての隙間は20mm以上確保する。

性能　　　※ 標準仕様書表 16.10.1 による　・　

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

シャッターの種類

・ 外壁用防火シャッター耐風圧強度 (           ) N/㎡

・ 屋内用防火シャッター

・ 屋内用防煙シャッター

開閉機能による種類　※ 上部電動式（手動併用） ・ 上部手動式　

管理用シャッターのシャッターケース　　・ 設ける　・ 設けない　　

スラット及びシャッターケース用鋼板 　

鋼板の種類　　　・JIS G 3302（溶融亜鉛めっき鋼板）

             　 ・JIS G 3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板） 　

めっきの付着量　※Z12又はF12　・ 

危害防止機構（挟まれ防止対策）

※ 避難時停止装置（障害物検知機能付）

※ 急降下停止装置

・ シャッターの二段降下方式

開閉形式　※手動式　・上部電動式（手動併用） 

・JIS G 3312（塗装溶融亜鉛めっき鋼板） 

　めっき付着量（※Z06又はF06　・　　　　　） 　

・JIS G 3322（塗装溶融55％アルミニウム－亜鉛合金めっき鋼板） 

　めっき付着量（※AZ90　・　　　　　） 

ガイドレール等  ※鋼板製         　　　 ・ステンレス製SUS304（厚さ1.5mm）

スラットの形状　・インターロッキング形　・オーバーラッピング形　・図示 

  かまち樹種（　スプルース　）　鏡板樹種（　しな合板　） 　　

その他の鍵　　※各室３本１組　・建具表による

・板ガラスを嵌め込む溝の大きさ

　支障が生じないことについて確認する。

　シールとガラス留めシーリング材との相性について各製造者間で十分協議を行い、双方に

　する。

・複層ガラス同士を直接シーリング留めとする場合、複層ガラスに使用する一次及び二次封入

・　人がガラスと衝突して受傷する事故を防止するため、(財)日本建築防災協会発行の「改訂版

　ガラスを用いた開口部の安全設計指針」（平成3年2月）の内容に適合することを確認し施工

　標仕16.13.3以外のアルミニウム製建具及び板ガラスの場合は、（社）日本建築学会JASS17

　ガラス工事「3.1納まり寸法標準」によるほか、性能値が確認できる資料を監督員に提出する。

ガラスブロック21
表面

形状
呼び寸法

伸縮調整 

目地(mm)
防火性能

・125×125

・160×160

・200×200

・320×320

・250×125

・320×160

・正方形

・長方形

・有り 

※無し

・95 

・125 

・95 

・125 

厚さ
色調

ｸﾘｱ 乳白 平積み 曲面積み

目地幅(mm)

80

95

80

95

・15～25

・ 

※8～15 外側 ※15以下 

内側 ※6以上 

　　 ・  

　　 ・  

  幅10～25 

・図示  

・ 

※6m以下ごとに

(16.14.5)

曲面積みの曲率半径は、ガラスブロックの幅寸法の10倍以上とする。

壁用金属枠及び補強材　・設ける（形状　※図示　　・　　　　　　） 　　　　　　　　　　

　                　　・設けない 

力骨　材質　※ステンレス鋼(SUS304)　・ 　　　

      寸法　※径5.5mm　・ 　　　

      形状　※はしご形状複筋及び単筋　・ 

・ 注意喚起装置（注意灯（回転灯））

鍵 (ｸﾞﾗﾝﾄﾞﾏｽﾀｰ)

スラットの材質 

※
別
途
建
具
特
記
有

耐震ドアセット　　　　　　　　面内変形追随性の等級（・　　　　）

※図示

対策の範囲         ※全てのドア      ・設計図による

・ 管理用シャッター耐風圧強度 (   ※図示   ) Pa

耐風圧強度（　※図示　）N/㎡ 

・バランス式 

・チェーン式 

・溶融亜鉛 

　めっき鋼板 

・ｽﾃﾝﾚｽ鋼板 

・スチールタイプ 

・紫外線カット特殊フィルムとする。

4

防音ドアセット,防音サッシ　　　遮音性の等級（・T-2　　）

・型板ガラス

・４種
・５種

・断熱複層ガラス

品種

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書 （８）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A08
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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21

16

ガラスブロック

建
具
工
事

名称 種類 張り面 性能値

※飛散防止フィルム

・

第2種 ※内張り ・外張り ・両面張り 飛散防止率D1

(17.1.3) (17.2.2) (17.3.2)1

17

取付方法、性能等

カー

テ
ン
ウ
ォー

ル
工
事

・1.0  

・ 

耐震性能 耐温度差性

(℃)
水密性 気密性 遮音性 断熱性 耐火性能

水平方向(kH) 垂直方向(kV)

・ 

・0.5  W-5 A-3 T-2 H-3 ・30分 

・1時間 

・80 

・70 

・60 

建築物の構造種別

鉄骨造

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

鉄骨鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 

・±(1/200)×h以上 

・±(1/300)×h以上

に有害な歪みが起こらないこと。 

部材の脱落、ｶﾞﾗｽの破損及び主要部材

ｼｰﾘﾝｸﾞは補修程度の損傷であること。 

変位後の状態層間変位量（h=支点間距離）

金属

ガラス

ガラス

石、タイル

ガラス

被着体の組合せ
シーリング材の種別

記号 主成分による区分

SR-1

MS-2

シリコーン系

変性シリコーン系

施工部位 種別 規格帯

・ファスナー部

・取付けブラケット

・パネル目地部

・層間ふさぎ

部材の種別 暗色の金属材 明色の金属材 その他の金属材 備考

※ 7 0℃  ※ 8 0℃  部材の年間温度差 ※ 6 0℃  

2

17

カー

テ
ン
ウ
ォー

ル
工
事

メタルカーテン

ウォール

(17.2.2、3、5)

材料 規格等 映像調整

※ｱﾙﾐﾆｳﾑ製

・スチール製

※標準仕様書16.2.3による 

・ 

・A-1種　・A-2種　・ 

皮膜等の種類（※標準仕様書表

14.2.1による　・　　） 

着色（・ｱﾝﾊﾞｰ　・ﾌﾞﾛﾝｽﾞ

・ﾌﾞﾗｯｸ系　・ｽﾃﾝｶﾗｰ） 

・行う 

・行わ

　ない 

3

ウォール

ＰＣカーテン (17.3.2～5)(表17.3.1、2)

1

18

材料

塗
装
工
事

(18.1.3)

素地ごしらえ2
下地面等 種別

不透明塗料塗りの場合

透明塗りの場合

※A種　・B種

※B種　・A種

※B種　・A種

※B種　・A種

※A種　・B種

※B種　・A種

目地：継目処理工法

目地：継目処理工法以外

木部

鉄鋼面

亜鉛めっき鋼面

モルタル面及びプラスター面

せっこうボード面及び

その他ボード面

ｺﾝｸﾘｰﾄ面、ＡＬＣﾊﾟﾈﾙ面及び押出成形ｾﾒﾝﾄ板面

3 錆止め塗料塗り
下地面等 工程の種別 塗料の種別

鉄鋼面

亜鉛めっき鋼面

見え掛り部分

見え隠れ部分

鋼製建具 

鋼製建具以外 

※A種　・B種

※B種　・A種 

※B種　・A種

※A種　・B種

・C種

・A種　・B種 

・合成樹脂調合ペイ

　ント塗り(SOP) 

・クリヤラッカー塗り(CL) 

・ｱｸﾘﾙ樹脂系非水分散形塗料塗り(NAD) 

・耐候性塗料塗り(DP)

・つや有合成樹脂エ

  マルションペイン

  ト塗り(EP-G)

・ウレタン樹脂ワニス塗り(UC) 

・ラッカーエナメル塗り(LE) 

・オイルステイン塗り(OS) 

・木材保護塗料塗り(WP)

・合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝ模様塗料塗り(EP-T) 

・合成樹脂ｴﾏﾙｼｮﾝペイント塗り(EP) 

鉄鋼面 

亜鉛めっき鋼面 

ｺﾝｸﾘｰﾄ面及び押出

プラスター面、

屋内の鉄鋼面

せっこうﾎﾞｰﾄﾞ面

その他ﾎﾞｰﾄﾞ面等

成形ｾﾒﾝﾄ板面

ｺﾝｸﾘｰﾄ面、ﾓﾙﾀﾙ面、

木部屋外 

木部屋内 

鉄鋼面 

亜鉛めっき鋼面 

塗装 種別 塗料の種類

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 ※1種　・2種

※1種　・2種

※1種　・2種

※1種　・2種－

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 

－

－

－

－ 上塗り等級（ ）級

高日射反

射率塗料

の適用　Ｇ

・

・

・

・

・C種 

・A種 ・B種

※B種 ・A種 

－

－

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 

※B種 ・A種 

－

－

－

－

－

－

－

－

(18.4.1～18.14.2)4 塗装

(18.2.2～7)

1

19

接着剤

内
装
工
事

 (19.2.2)

2 ビニル床シートＧ
種類 JIS 記号 施工箇所 色柄 特殊機能 厚さ(mm) 備考

発泡層の

ないもの

発泡層の

・図示 ・無地

・無地 ・防滑性 

・耐動荷重性 

・帯電防止 

・ﾏｰﾌﾞﾙ柄 

ビニル床タイル3 Ｇ (19.2.2)
JIS記号 施工箇所 色柄 寸法 特殊機能 厚さ(mm) 備考

・ ＦＯＡ

・ ＫＴ

・ ＦＴ ・図示

・図示

・ 無地

・ 柄物

・ 無地

・ 柄物

・ 無地

・ 柄物

・300×300 

・450×450 

・300×300 

・450×450 

・500×500

・帯電防止

・防滑性

・帯電防止

・防滑性

・帯電防止

・防滑性

※ 2.0

・ 2.5

・ 3.0

・ 2.0

・ 3.0

・ 

(19.2.2、3)

19

内
装
工
事 4 ビニル幅木

5 ゴム床タイル　 (19.2.2)

(19.2.2)

施工6

7 カーペット敷きＧ (19.3.3、4)(表 19.3.1)

種別 色柄等 帯電性 備考

・Ａ種

・Ｂ種

・Ｃ種

・適用する 

（性能： 

※人体帯電圧3kv以下

・ 　　 　　　　　）

・適用しない 

・柄物 

(標準品) 

・無地 ・ｶｯﾄﾊﾟｲﾙ

・ﾙｰﾌﾟﾊﾟｲﾙ

・ｶｯﾄ、ﾙｰﾌﾟ

　併用 

織り方

・ｳｨﾙﾄﾝ ｶｰﾍﾟｯﾄ

・ﾀﾞﾌﾞﾙﾌｪｰｽｶｰﾍﾟｯﾄ

・ｱｷｽﾐﾝｽﾀｰ ｶ-ﾍﾟｯﾄ 

パイル形状

帯電性 備考

・ループパイル

・適用する 

（性能： 

※人体帯電圧3kv以下

・ 　　 　　　　　）

・適用しない 

・カットパイル

・ﾚﾍﾞﾙﾙｰﾌﾟﾊﾟｲﾙ

・ｶｯﾄ、ﾙｰﾌﾟ併用 ・図示

・5～7　・ 

・4～6　・ 

・4　　 ・  

※全面接着工法 

・グリッパー 工法  

パイル形状 ﾊﾟｲﾙ長さ（mm） 工法

パイル形状 種別 施工箇所 寸法 備　考総厚さ（mm）

※ 6.5

・図示

※ 6.5

※ 6.5

・図示

※ 500×500

※ 500×500

※ 500×500・図示

※ 第一種

・ 第二種

・ 第一種

・ 第二種

・ 第一種

・ 第二種

　併用

※ループパイル

・カットパイル

・ｶｯﾄ・ﾙｰﾌﾟ

合成樹脂塗床8 (19.4.2)(19.4.3)(表 19.4.4、5)
種別 施工箇所

・厚膜型塗床材 

・厚膜型塗床材 

　エポキシ樹脂系塗床 

・薄膜型塗床材 

・アクリル樹脂塗床 

 （JIS K 5970） 

　弾性ｳﾚﾀﾝ樹脂系塗床 

工法 仕上げの種類

・平滑仕上げ 

・防滑仕上げ 

工程 

  ・ 

  塗布量（kg/㎡）  

　表面仕上げ       

　・平滑　 ・防滑 

　溶剤          　 

　・標準色 ・ 

・防滑仕上げ ・つや消し仕上げ 

　仕上げ色         

　・水性色 ・溶剤系 ・無溶剤系 

・薄膜流し展べ工法 

・厚膜流し展べ工法 

・樹脂モルタル工法 

フローリング張り (19.5.2～6)(表 19.5.1～5)

種類 工法
(mm)

大きさ
仕上塗装

の適用

間伐材等

・

・

・

・

・

・無塗装品

・塗装品

・無塗装品

・塗装品

・無塗装品

・ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ

　 1等

・ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞﾌﾞﾛｯｸ

　1等

・ﾓｻﾞｲｸﾊﾟｰｹｯﾄ

　 1等

・釘留め工法

  (根太張り）

・釘留め工法

  (直張り）

・接着工法

・接着工法

・接着工法

樹種

・ 

・ 

・ 

・ 

(mm)

 厚さ

19

内
装
工
事

・A種

・適用しな

  い

  (根太張り）

・釘留め工法

・釘留め工法

  (直張り）

・接着工法

・天然木化粧

　複合1種ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ

板厚 

板幅 

・75以上 

板長さ 

900以上

・

・

種類 工法 樹種
（mm）

厚さ/大きさ
種別 防湿処理 仕上塗装

・塗装品

・無塗装品

・適用する

・ 

の適用

間伐材等

10 畳敷き (19.6.2)(表 19.6.1)

11 せっこうボードそ

の他のボード及び

合板張り

(19.7.2、3)(表 19.7.1)

種類
JIS

記号
厚さ(mm)、規格等

・硬質木毛セメント板

・中質木毛セメント板

・普通木毛セメント板

・硬質木片セメント板

・普通木片セメント板

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

Ｇ

 HW 

 MW 

 NW 

 HF 

 NF 

・ 15　　・ 20　　・ 25　　・　

・ 15　　・ 20　　・ 25　　・　

・ 15　　・ 20　　・ 25　　・　

・ 12　  ・ 15　  ・ 18　  ・ 21　 ・　

・ 30 　

・けい酸カルシウム板 0.8FK タイプ 2（無石綿）　 ・ 6　・ 8  

1.0FK 

・ロックウール化粧吸音板 DR 

・ 25　　・ 

・ ﾌﾗｯﾄﾀｲﾌﾟ（・ 9(不燃)　・ 12(不燃) ・　）

・ 凹凸ﾀｲﾌﾟ（・ 12(不燃)　・ 15(不燃)  ・ 　）

RW-B ・ロックウール吸音ボード

　　　　　　　　　 １号

・グラスウール吸音ボード

　　　　　　　　　　32K

GW-B ・ 25(ガラスクロス包）　　・ 図示

・せっこうボード

・不燃積層せっこうボード

GB-R 

GB-NC 9.5 (不燃)

　　化粧無（下地張り用） 

・不燃積層せっこうボード GB-NC 9.5 (不燃)

(T)　　化粧有（ﾄﾗﾊﾞｰﾁﾝ模様）

・シージングせっこう

　ボード

GB-S 

・強化せっこうボード GB-F 

・せっこうラスボード GB-L 9.5

・化粧せっこうボード

　　　　　　　　（木目）

GB-D 

(W)

12.5 （不燃）幅 440mm 程度

模様（・ 柾目　・ 板目） 専用下地材有り

・化粧せっこうボード

    （トラバーチン模様）

GB-D 

(T)

9.5（準不燃）

化粧目地モルタルの色（　　　　　　　　　　） 

金属製化粧カバー　材質　・ステンレス製　・アルミニウム製 

　　　　　　　　　寸法　※図示　・ 　

　　　　　　　　  形状　※図示　・ 

工法 

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法 　

目地部の力骨の補強方法 　

※ガラスブロック製造所の仕様による　・図示　・ 

１）ガラス用フィルムの種類は下記による。

JIS A 5759に規定する性能試験に合格したことの証明書を監督員に提出する。

２）強化ガラスの飛散防止フィルム張りは下記による。（強化ガラス以外は設計図による）

フィルム張りの範囲：　※強化ガラス全て　　　・行わない

フィルムの張り方　：　※ガラス端部シーリングとの隙間を残す方式　・設計図による

３）フィルムのメンテナンスについて

完成時の取扱い説明において、フィルムの耐用年数・メンテナンス時期及び方法など

について、発注者及び建物管理者へ十分な説明を行う。

取付方法　・層間方式　・柱・梁方式　・方立方式　・スパンドレル方式　・　

性能

耐風圧性能

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法 　

主要部材の耐風圧性能（ガラスを除く）

層間変位追従性

シーリング材

下表以外は標準仕様書表 9.7.1 による

構造用ガスケット

・適用する　（施工箇所　・図示　・　　　　　　） 　　　

材質　・クロロプレン系　・EPDM系　・シリコーン系

形状　・H型　・Y型　・C型 　　　

寸法(mm)　ガラス板厚（　　）、支持枠の厚さ（　　）、ウェブの寸法（　　）

・適用しない 

断熱材　 Ｇ

種類（　　　　　　　　　　　） 　

厚さ(mm)（　　　） 　

施工箇所　・図示　・ 

耐火材料

・耐火性能

を充填する。

・耐温度差性能

発生しないこと。

・遮音性能

可動部分を含めた総合透過損失がガラスの遮音性能を下回らないものとする。

可動部分のない基準階標準パネル部分の平均透過損失（オクターブバンド平均）

:　　※30db以上　　　　

・断熱性能

 基準階標準パネル部分の平均熱貫流抵抗値（R）：　※0.3㎡・K/W以上 　　　

・結露対索

(1)カーテンウォールの室内側及び躯体に有害な結露が生じない構造とする。

(2)結露が生じる恐れがある場合には、適切な排水機構を設ける。

(3)結露受けの容量はガラス面及びパネル面の結露量を算定し、決定する。

(4)寒冷地においては、結露水を外部に排水する構造としない。

(5)カーテンウォールスパンドレル部分のガラス面に結露しない構造とする。

・耐久性能

可動部エアタイト部材等）は、完成引渡し後10年間は必要な性能を保持し、有害な損傷

がなく、大がかりな補修を要しないものとする。

・発音防止性能

　 音・金属摩擦音などの発生を最小に抑えるように処置する。

　 する。完成後異音が発生した場合は、受注者が責任を負う。

の構造方法について」（平成20年国住指第619号）によることとし、耐火被覆材については認

建築基準法施行令第107条及び112条10項による他、国土交通省技術的助言「カーテンウォール

定証の写しを監督員に提出する。火煙防止層及び層間塞ぎは法令に基づき、剥離・落下の起

こらない耐火措置を施す。PCカーテンウォールのパネル接合目地には、耐火認定品の目地材

カーテンウォールの各部材は、下記の年間温度差に対し、性能・構造・美観上有害な欠陥が

一般地域において通常の保守管理されたカーテンウォール部材（外部仕上、シーリング材、

　 ないように縁切りを行い、熱伸縮・層間変位・風圧力などによる異音の発生を抑える工法と

(2) 　カーテンウォール部材が内装下地材、内装材に近接する場合は、外装部材変形の影響を受け

(1) 　カーテンウォールは、予想される風圧力・躯体の変形・外気温の変化などにより生ずる発

カーテンウォールの材料

製品及び取付位置の寸法許容差　※標準仕様書表17.2.1～3による 

ガラス溝の寸法、形状　※製造所の仕様による　・ 

カーテンウォールの材料 　

コンクリート　※標準仕様書17.3.2(a)(ⅰ)～(ⅴ)による　・ 　

鉄筋　※SD295A（・D13　・D10） 　

補強鉄線の径(mm)　※3.2　・4.0　・5.0　・6.0 　

配筋　※図示 

先付けの材料　・サッシ枠　・ゴンドラ用ガイドレール 

表面仕上材　　・磁器質タイル 

　　　　　　　・石材（・花こう岩　・大理石　・　　）

 　　　　　　 ・ 

ガスケットを用いる場合のアンカー溝の寸法及び寸法許容差(mm) 　

  ・h=-1～+2、W1及びW2=±1 

製品及び取付位置の寸法許容差　※標準仕様書表17.3.1～2による　・ 

屋内で使用する塗料のホルムアルデヒド放散量 　

※規制対象外　・ 

・防火材料　※屋内の壁、天井仕上げは防火材料とする。 　　　　　　

            ・次の箇所を除き防火材料とする。（箇所：　　　　　　　　） 

高日射反射率塗装 　 を適用する場合の適用箇所は屋上、屋根面の金属面とする。Ｇ

接着剤のホルムアルデヒド放散量 

※ 規制対象外         ・ 

接着剤は可塑剤（難揮発性の可塑剤を除く）が添付されていないものとする。

施工箇所の下地がセメント系下地及び木質系下地以外の場合の接着剤の種別

・図示　・　

特殊機能 

帯電防止　・帯電防止性能評価値（JIS A 1455）1.2以上～3.2未満

 　　　　 ・ 　　

 　　　　　 又は体積電気抵抗値（JIS A 1454）1×107 ～1×1010 Ω程度

材質　　　・軟質　　・硬質 

高さ(mm)  ※60　　・75　　　・100

厚さ(mm)　※1.5以上　・ 

寸法(mm)（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）   

厚さ(mm)  ・3.0　 ・4.5　 ・6.0　　・9.0 

色柄　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　） 

床材施工時には、次の注意事項について遵守する。

a.コンクリート下地にマジックインキ、防蟻剤、防腐剤、黒糊、塗料、オイルステイン及び

　配管用接着剤等があると、完成後表面に着色するため、床材施工前に完全に除去する。

b.コンクリート下地表面の傷、へこみ及び突起物等は完全に除去し、平滑にすると共に、

　床材下に異物の残らないよう清掃後、床材を施工する。

・ 織じゅうたん

下敷き材　

 ※反毛フェルト（JIS L 3204）の第2種2号　呼び厚さ 8mm 　・ 

・ タフテッドカーペット

下敷き材(グリッパー工法の場合)　

 ※反毛フェルト（JIS L 3204）の第2種2号　呼び厚さ 8mm 　・ 

・ニードルパンチカーペット 

備考（　　　　　　） 

厚さ（mm）（　　） 帯電性　・適用する（性能：※人体帯電圧3kv 以下　・ ）

　                  　　　 ・適用しない 

・タイルカーペット

タイルカーペットの敷き方　　平　　場　※市松敷き　・模様流し　・　　  　　

　　　　　　　　　　　　　　階段部分　※模様流し　・市松敷き　・ 

見切り、押え金物　・適用する（材質、形状等　※図示　・　　　　　）

 　　　　　　　　 ・適用しない 

・タイルカーペットの種別、寸法及び工法は下記による。

a.タイルカーペット及び接着剤のホルムアルデヒド放散量　　※F☆☆☆☆　　　　

b.コンクリート又はモルタル面にタイルカーペットを直張りする場合は、下地を十分乾燥

　させ（表面含水率8%以下）施工する。

塗料のホルムルデヒド放散量　(19.4.2)　　　※規制対象外　　　

  単層フローリングＧ

複合フローリングＧ

フローリング及び接着剤のホルムアルデヒドの放散量    ※ 規制対象外 

接着工法の場合の裏面緩衝材　※合成樹脂発泡シート　・　

          　      ・行わない

　             　 ※ウレタン樹脂ワニス塗り 　

　             　 ・オイルステインの上、ワックス塗り

　                ・生地のままワックス塗り

・フローリング湿式直張りの場合、施工前にコンクリート床の乾燥状態（含水率8%以下）

　を確認し、監督員に報告してから施工する。

種別　・A種　・B種　・C種　・D種（畳床：・KT-Ⅰ・KT-Ⅱ・KT-Ⅲ・KT-K・KT-N） 

下地の種類　・標準仕様書　表12.6.1による床組 　　　　　　

            ・ポリスチレンフォーム床下地（ノンフロン    ） 　　　　　　

            ・ 

畳表及び畳床はホルムアルデヒド、アセトアルデヒド及びスチレンを発散しない

か、発散が極めて少ない材料を使用したものとする。

Ｇ

支点間距離(h) 耐風圧性能

4m以下

4mを超える

・たわみ量が±(1/150)×h 

　かつ絶対量20mm以下であること

　たわみ量が±(1/200)×h 以内

・　

状態

部材の脱落、ガラス

の破損及び主要部材

らないこと。

に有害な歪みが起こ

c.表面含水率が8%を超える場合は、異臭発生防止のため可塑剤を含まないタイルカーペッ

　トを使用するか、又は下地の上に防湿シート又はビニル床タイルを捨張りし、下地から

　のアルカリ水を遮断してからタイルカーペットを施工する。

・図示

・カバ

・カバ

・図示

・天然木化粧

　複合1種ﾌﾛｰﾘﾝｸﾞ

・普通合板 Ｇ 表面の樹種 

　生地、透明塗料塗り 

（※ラワン程度　・　　　 　　） 

  不透明塗料塗り 

（※しな程度 ・　 　　　　） 

板面の品質（　　　） 

厚さ(mm)（　　　） 

接着の程度（・1類　・2類 ） 

・防虫処理

・天然木化粧合板 化粧板の樹種名（　　　　　　　　　） 

接着の程度（・1類　・2類 ） 

厚さ(mm)（　　　） 

・防虫処理

・特殊加工化粧合板Ｇ

Ｇ

表面性能（　　　　    　）タイプ 

接着の程度（・1類　・2類 ） 

厚さ(mm)（　　　） 

・防虫処理

JIS K 6903 による　（※ 1.2　　・　　　）

・メラミン樹脂化粧板

・ポリエステル樹脂化粧板

・ミディアムデンシティ

　ファイバーボード

 MDF ・ 3　　・ 7　　・ 9　　・ 12      ・　

Ｇ

・単板張り ・ 無研磨板     　　・ 研磨板

・ 10　 ・ 12　 ・ 15　 ・ 18      ・　　パーティクルボードＧ

・化粧

　パーティクルボード ・ 塗装 

・ 単板ｵｰﾊﾞｰﾚｲ     ・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸｵｰﾊﾞｰﾚｲ

・ 10（難燃）・ 12（難燃）・  

・ハードボード（素地）

Ｇ

Ｇ  HB  

・ 内装用　　　・外装用 

・ 無研磨板（・ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ　・ﾃﾝﾊﾟｰﾄﾞ） 

・ 研磨板　（・ｽﾀﾝﾀﾞｰﾄﾞ　・ﾃﾝﾊﾟｰﾄﾞ） 

・ 2.5　・ 3.5　・ 5　・ 7 

・ハードボード（化粧）

 IB 

Ｇ

・インシュレーション

　　　　　　　ボード ・ 9　　・ 12　 ・ 15　 ・ 18  

せっこうボード等の下地は図示による。

遮音シール材　　　・適用する（・シーリング材　・ジョイントコンパウンド）

 　　　　　　　　 ・適用しない 

合板類、ＭＤＦ及びパーティクルボードのホルムアルデヒド放散量

※規制対象外　・ 

合板類の張付け　　※B種 　・A種　

ホルムアルデヒド放散量　※規制対象外　

せっこうボードの目地工法　・B種

化粧加工の方法 （・ｵｰﾊﾞｰﾚｲ ・ﾌﾟﾘﾝﾄ ・塗装） 

(T)

9.5（準不燃）・化粧せっこう吸音ボード

    （有孔）

GB-DP

・塗装品・A種

・B種

・C種

・適用しな

  い

上塗り等級（ ）級

・NC

1

・12.5（不燃）　・15（不燃）　・21（不燃）

工法　　※ 熱溶接工法　・ 突付け（施工箇所：　　　　　　　　　）

特殊機能 

帯電防止　・帯電防止性能評価値（JIS A 1455）1.2以上～3.2未満

　　 　　　 又は体積電気抵抗値（JIS A 1454）1×107 ～1×1010 Ω程度

あるもの ・柄物 ・耐薬品性 

・抗菌

・ 

※ 

※ 

※

※

・塗装品

・15

※C種　・A種　・B種

(18.3.2、3)

※A種　・B種

※図示・FS

※図示

・平滑仕上げ　 

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書 （９）

・図示 ・6.2

18 板幅75 

板長さ500以上 

現場塗装仕上げ　　・行う（施工箇所　　ステージ　　　　）

※ 12.5 (不燃)　・ 9.5 (準不燃)     

・12.5（不燃）　・9.5（準不燃）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A09
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



・室名札

・ 水平方向

事務室
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内
装
工
事

種類 JISの記号 厚さ（ mm ）、規格等

※25      ・50

※25      ・50

・ロックウール吸音ボード 1 号

※グラスウール吸音ボード 32K

RW-B

GW-B

壁紙張り11

施工箇所

壁紙の種類

紙 繊維 無機質 その他
ﾌﾟﾗｽ

ﾁｯｸ

防火性能

(19.8.2、3)

・ 不燃・ 準不燃

・ 不燃・ 準不燃

・ 不燃・ 準不燃

・ 不燃・ 準不燃

備考

・ 図示

12 Ｇ断熱材 (19.9.2、3)

種類 施工箇所

・ フェノールフォーム断熱材

・保温板(2種b)

・保温板(3種b)　（スキンなし）

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｴﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材

・ 押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ断熱材

　 ｽｷﾝ層なし）

・ 硬質ウレタンフォーム断熱材

・ ﾋﾞｰｽﾞ法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材

・ 押出法ﾎﾟﾘｽﾁﾚﾝﾌｫｰﾑ保温材

・ フェノールフォーム保温材

　（3種2号を除く） 

・ 

・ A種硬質ｳﾚﾀﾝﾌｫｰﾑ保温材

・ 

・ 

・ 

1
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フリーアクセス

フロア

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

(20.2.2)

構　法
寸法

(mm)

高さ

(mm)
耐震性能

・置敷式

・支柱

　調整式 ・　

・1.0Ｇ

・0.6Ｇ

・3000

・5000

・　

・帯電防止床タイル

・タイルカーペット

施工箇所
(N)

所定荷重
表面仕上材 備考

2 可動間仕切

構造形式
構成基材の種類

スタッド パネル

総厚さ

(mm) 材質
厚さ

(mm)

・0.6・鋼板

・0.8 　焼付又は

  焼付

・壁紙張り  

・ﾒﾗﾐﾝ樹脂

  ｱｸﾘﾙ樹脂

・ 0

・ 12

表面仕上材

パネル表面

仕上げ

・ 20

・ 28

・ 36

・不燃

防火

性能

遮音性

(db/

500HZ)

(20.2.3)

移動間仕切3 (20.2.4)

・平行方向 移動式 

・二方向 移動式 

・手動式 

・電動式 

・部分電動式 

・ﾌﾟｯｼｭ式

・ﾊﾝﾄﾞﾙ式 

・図示 ・鋼板 ・焼付塗装 

・壁紙張り 

・ 

・36未満

・36以上

走行方向 操作方法
操作方法 

圧縮装置の 総厚さ

(mm) 材質
パネル表面

仕上げ

表面仕上材

(db/

遮音性能

500HZ)

4 トイレブース (20.2.5)

表面材の材質
脚部

形状 形状

ドアエッジ

材質

・メラミン樹脂系化粧板 

・ポリエステル樹脂系化粧板  

※幅木タイプ  

・ 

・表面材と同材 

・アルミニウム製 

・ステンレス製 

・標準 

・Ｒ

・図示

視覚障害者用床

タイル

5 (11.2.2)(19.2.2)
施工箇所 厚さ(mm)

・図示

・ 

・ 

・塩化ビニル製 

・磁器質タイル ・せっ器質タイル 

・レジンコンクリート製 ・コンクリート製 

・300×300・　

・300×300・　

・300×300・　

種類 寸法(mm)

屋
外

・図示

・レジンコンクリート製 ・コンクリート製 

・磁器質タイル ・せっ器質タイル ・300×300・　

・300×300・　

屋
内

階段滑り止め6
材種 幅(mm) 取付け工法 端部フラットエンド

(20.2.6)

・ステンレス製(SUS304)

  ビニルタイヤ入り 

・約35　 ※接着工法  

・埋込み工法

・あり

・なし 

・ビニル製 

－

・ｽﾃﾝﾚｽ製 

7 床目地棒
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8 手すり

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

材種 直径(mm) 取付箇所 備考

・集成材 

・ステンレスパイプ 

・鋼製パイプ 

・ビニル製ハンドレール 

・35 ・45 ・ ・クリアラッカー ・ 

・ＨＬ　・　

・ＥＰ－Ｇ ・ＳＯＰ ・ 

表面仕上げ

9

ホワイトボード

黒板及び

Ｇ
・黒板

・ホワイト

　ボード

※ 緑・黒

白

・平面 ・曲面　

・平面 ・曲面　

※ 焼付け

ほうろう

・スクリーン付引分

・スクリーン付引分

種　類 寸法(mm) 色　彩 形　式
(20.2.8)

10 鏡 (20.2.9)

11 表示 　(20.2.10)

・衝突防止表示 

（・両面　・片面） 

・ピクトグラフ 

・とびら番号 

・庁舎案内板 

・各階案内板

・ 図示

・ステンレス製 

・図示 

・アクリル板

・アクリル板

・アクリル板

・アクリル板

・アクリル板

・30φ

・図示

・図示

・図示

・図示

・図示

・市販品

・5

・5

・5

・5

・5

 取付高さ(mm）区分 材質
(mm)

厚さ(mm)
寸法・形状

備考

・図示

・図示

・図示

・図示

・図示

・図示

・ ｽﾀｯﾄﾞ式(内蔵）

・ ｽﾀｯﾄﾞ式(露出）

・ ｽﾀｯﾄﾞﾊﾟﾈﾙ式

・ パネル式

・ 図示
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18 階段手すり

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

天井点検口19

床点検口20

材種 寸法 備考形式

・アルミニウム製

・ステンレス製 

・鋼製 

・450×450 

・600×600  

・一般形

・密閉形 

・屋内外用 

・屋内用 

・鍵付き

鋼製書架及び

物品棚

21

種類 規格等 耐荷重による種類

・鋼製書架

・鋼製物品棚

JIS S 1039の規格による

JIS S 1040の規格による

水平荷重Ⅰ又は水平荷重Ⅱ

※ 1 種 ・ 2 種 ・ 3 種

22 耐震スリット
方向 タイプ

・ 垂直方向 ※ 完全（全貫通型）

耐火性能 防水性能

・ 耐火型

・ 非耐火型

・ 有り

・ 無し

備考

目地 内壁 外壁

目地材

目地寸法

 (mm）

・シーリング材

　(見え掛かりのみ）

・ 

・幅20×深さ10　　・　

・シーリング材(見え掛かりのみ）

・シーリング材（内外とも）

・幅20×深さ10　　・　

23 止水板

材種 クリアランス(mm) 耐火性能 備考

・有り（　　　　）

・無し 

・50　・100 

・150  ・650  

エキスパンション

・ジョイント金物
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・アルミニウム製

・ステンレス製 

くつふきマット25
材種 受け枠 備考

・塩化ビニル又はゴム製 

・硬質アルミニウム合金製

・ステンレス鋼（SUS304)製 

・ステンレス鋼（SUS304） 

・硬質アルミニウム合金  

・軽量鉄骨下地ボード遮音壁の遮音シール材

※適用する           ・適用しない

・せっこうボード出隅部分の保護材

クロス張りの場合　　：　※プラスチック製　　・薄厚鋼板製　　　・コーナーテープ

塗装仕上げの場合　　：　・プラスチック製　　※薄厚鋼板製　　　・コーナーテープ

・ロックウール吸音材、ロックウール化粧吸音板、吸音用穴明きせっこうボード及び吸音用

インシュレーションファイバーボードは、JIS A 6301吸音材料の規格品とし、種類及厚さ

等は下記による。

モルタル・プラスター面の素地ごしらえ　※B種 　・A種　

コンクリート・ＡＬＣ面の素地ごしらえ　※B種 　・A種　

せっこうボード面の素地ごしらえ　　　　※B種 　・A種　

（・1　・2　・3　・4　・5　・6　・7　・8　）地域

ロックウール、グラスウール、フェノールフォーム、ユリア樹脂又はメラミン樹脂

を使用した断熱材、保温材及び接着剤のホルムアルデヒド放散量

※規制対象外　・　

・断熱材打込み工法 

断熱材の種類　※A種1　　 ・B種1 　　

施工箇所　・図示　・ 　 

・現場発泡断熱材 

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

※ F☆☆☆☆         

　断熱材のホルムアルデヒドの放散量     

・ 設備機器の設置、下地材の加工・取付け等で、火気を使用する室に使用する断熱材は、

　を適用する。

　補強を十分に行う。（内断熱、外断熱共）

　範囲計画図を作成し、監督員の承認を得る。

　施す。

・接地部分の土間スラブ下には、必ずポリエチレンフィルムの上に断熱材を施工する。

　のある部位については、シーリング・防湿材張りなどの防湿対策を行なう。

　ある場合は、同様の対策を行う。

　グ・防湿材張りなどの防湿施工を行なう。

　補強を行う。

　の欠損をなくす。

・外部からの遮音性能

重要室（ミニシアター）の室内騒音レベルの目標値：※40dbA以下　　

工事完成時には、上記の基準値を満足していることを測定し、監督員の承認を受ける。

・室内間仕切の遮音性能

テナント間間仕切の遮音性能の目標値　　　          　：※Rr-50以上　　

便所間間仕切の遮音性能の目標値　　　　　          　：※Rr-50以上　　

居室と便所、居室とEVシャフト間間仕切の遮音性能目標値：※Rr-55以上　　

などによる欠き込みを設けない。やむを得ず設ける場合は、スチール捨てボックス

（アンダックスコート吹付け）を先付けして、その中に設ける。

・床の防振対索

歩行できる屋上庭園下の重要室に対する防音対索：※設計図による　・RC浮床構造

・外部及び厨房等、水を使用する室に用いる浮床材は、全て耐水型とする。

・

1月31日　国土交通省・経済産業省告示第1号）による地域区分：

　エネルギーの使用の合理化に関する建築主等及び特定建築物の所有者の判断の基準（平成25年

・　ロックウール、グラスウール、フェノールフォーム、ユリア樹脂又はメラミン樹脂を使用した

　「溶接・溶接火花による着火可能性を低減する被覆断熱材認定基準」（財　日本建築センター）

・　RC造の建物で断熱材を使用した場合、断熱材がRC躯体で切れる部分（熱橋部分）に対する断熱

　受注者は断熱工事施工前に、結露発生の恐れがある部位について、結露計算の上、断熱補強

・　現場発泡のウレタンフォーム類は内装不燃が要求される室、吹き抜けとなっている室又は排煙

　チャンバーとしている天井内に露出して使用してはならない。使用する場合は、防火コートを

・　外気に接する軒天、外装材裏面及び屋上笠木などで、室内側より湿気が入り、結露発生の恐れ

・　階段室、倉庫などで、室内の湿気が流入する可能性がある非空調部分では、断熱補強・防湿

　処理等十分な結露防止対策を行う。なお、空調部分であっても、非空調時に結露発生の恐れの

・　グラスウール等透湿性の高い断熱材を使用する場合は、室内の湿気が入らないよう、シーリン

・

・

　断熱材を貫通する金物類の室内側には、現場発泡ウレタンフォーム等により、長さ1m程度の断熱

　サッシ枠廻りは、モルタル充填を完全に行ったうえで、断熱材を枠又は額縁まで施工し、断熱材

室内騒音レベルの目標値　　　　　　　　　　　　：※45dbA以下　　

室内遮音上の留意事項として、間仕切のサッシ取合い部、柱取合い部、窓廻り上下階区画部の

遮音性能確保に注意する。又、遮音上重要な壁には、コンセントボックス、ペーパーホルダー

・　外部に設置する設備機器類の騒音値は、隣地境界線上で騒音規制法に定める規制値以下とする。

厨房直下の居室に対する防振対索　　　　：※設計図による　・RC浮床構造　　・防振二重床

機械室直下の居室に対する防振対索　　　：※設計図による　・RC浮床構造　　・防振二重床

食堂直下の居室に対する軽量床衝撃音対索：※設計図による　・防振二重床

寸法精度 

※標準仕様書20.2.2(b)(5)(ⅰ)～(ⅲ)による　・ 

厚さ　±0.5mm 

平坦度　パネル周辺部　1.0mm以下 　　　　

　　　　図心と各頂点を結ぶ線上部　2.0mm以下 

表面仕上材の品質、性能は、標準仕様書19章による。 

構成材の材質　・アルミニウム製　・鋼製（仕上げ：　　　　）　・ 

スロープ及びボーダー　・製造所の仕様による　・図示 

配線用取り出しパネル 　

フリーアクセスフロア全体面積に対する設置割合　・20～30パーセント ・ 　 　

配線取り出し開口　・パネル1枚につき、40mm×80mm　程度の開口1箇所以上 

                  ・図示 

空調用吹き出し（吸い込み）パネル　・なし　・あり（形式、施工箇所：図示） 

（性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

パネル内に取付ける建具 ・あり（※図示　・　　　） ・なし 

表面仕上材を壁紙張りとする場合の品質、性能は標準仕様書19章による 

パネル材料のホルムアルデヒド放散量　※規制対象外　・　

パネル表面仕上げの壁紙張りの品質、性能は標準仕様書19章による 　

遮音性能は、JIS A 6512に準拠し、中心周波数500Hzの音についての透過損失

とする。

ハンガーレールの取付け下地の補強 　

※取付け全重量の５倍以上の荷重に対して、使用上支障のない耐力及び変形量

　となるように補強する。 　　

・図示 

（品質・性能及び試験方法）

建築材料等品質性能表による

間仕切の移動中に上階へ衝撃音が伝播しないよう防音対策を講じる。

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

パネル材料のホルムアルデヒド放散量　※規制対象外　・　

ブロックパターンは JIS T 9251 による

・材種              ※ステンレスSUS304          ・真ちゅう製

※原則として床仕上げの異なる部分の境界には、目地棒を設ける。

※

　建設技術評価において評価を取得したもの又は同等品とする。

　 5,000Nについては、平成元年建設省告示第1322号「耐震型フリーアクセスフロアの開発」の

・ 図示

案内用図記号はJIS Z 8210による。 

誘導標識、非常用進入口等の表示　※消防法に適合する市販品　・　

1)階段手すりの仕様は下記による。

※ 設計図による

材種 寸法 形式 外枠 内枠

・450×450 

・600×600  

・一般形 ・屋内外用 

・屋内用 

・気密形

・額縁ﾀｲﾌﾟ 

・目地ﾀｲﾌﾟ 

・額縁ﾀｲﾌﾟ 

・目地ﾀｲﾌﾟ 

※ｱﾙﾐﾆｳﾑ製

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

点検口裏面に所定の用紙にて使用用途を明記する。

・設計図による

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

鋼製書架の仕様は下記による。

※ 設計図による

・ 下記による

目地

目地材の材質は標準仕様書表9.7.2による

外部は防水型とする

１）エキスパンションジョイント金物の仕様は下記による

※ 設計図による

設計可動量　　　　　・50mm    ・100mm     ・150mm   ・   mm

材 種               ・アルミニウム製      ・ステンレス製

　　　　　　　　　　・設計図による（階毎に設定する場合）

・材種及び寸法について下記による

２）付帯性能

a.耐火性能　　　　　　　　　※当該部分の必要耐火時間とする  ・（　　時間）

b.床耐荷重　　　　　　　　　※当該部分の積載荷重とする　　  ・（　　N/㎡）

c.耐風圧（外部）　　　　　　※工事概要12.設計条件2)による   ・（　　N/㎡）

d.防水型（外部）　　　　　　※適用する（外部等の水かかり部）・適用しない

e.遮音性能　　　　　　　　　※設計図による    ・適用する    ・適用しない

３）安全対策

a.落下防止

が起こった場合でも脱落しないよう、ワイヤでつなぐ等の落下防止措置を講ずる。

b.隙間・穴

隙間・穴が生じないように配慮する。

c.エッジ

床／壁にあっては、地震動による作動中および地震後に、部材の端部がはねだして、

人体を傷つけることのないように配慮する。

d.注意表示

４）その他

a.Ｅｘｐ．Ｊ金物は堅固な下地鉄骨・コンクリート等に取付けること。

c.作動保証       　※10年　　　

d.製造所

　天井・壁ボード下地のＬＧＳ（Ｍバー・スタッド）に取付けてはならない。

　以前に作動試験を実施し作動状態を確認する。

床／壁にあっては、地震動による作動中および地震後に、手・足・指等が挟まれるような

利用者に注意を促すため、該当箇所に「この部分は地震時に動きます」等の表示を行う。

　円滑な作動が確認済みのものとする。作動試験の実績のないものにあっては、現場施工

b.コーナー・出入隅部分等、複雑な納まりの金物については、メーカーによる作動試験により

厚さ（mm）　　・25　・30　・20

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・ 

・25 ・ 

厚さ（mm）    ※ 5（耐食鏡　四方面取加工）・　

形　状　　　・ 差込式　　・ 据置式　　・ 壁張り式　　・図示

施工箇所　　・図示　（非加硫ブチル系ゴム又は水膨張ゴム系）　　 ・　

煙突ライニング12 　(20.2.11)

ブラインド13 　(20.2.12)

・横型

・縦型

※鋼製

合金製

ｱﾙﾐﾆｳﾑ

・図示・手動

・電動

・手動

・電動

※ギヤ式　

・コード式

・操作棒式

－

－

※２本操作ｺｰﾄﾞ式

・１本操作ｺｰﾄﾞ式

※ 25

・ 80

・ 100

※ アルミニウム

　合金製

・ アルミスラット

・ クロススラット

形式 操作方法 種類 スラットの材種
(mm) の材種

寸法ｽﾗｯﾄ幅 ﾎﾞｯｸｽ･ﾚｰﾙ

取付箇所

Ｇ

ロールスクリーン14

Ｇ

　(20.2.13)

材種 操作方式 遮光性能
寸法

(mm)
取付箇所 備考

・ポリエステル ・電動式 

・スプリング式 

・チェーン式 

・図示・図示・１級

・２級

・３級

カーテン15 　(20.2.14)

開閉操作形式
取付

箇所
備考

・シングル

・ダブル

・片引き

・引分け

・手引き

・ひも引き

・電動

・図示

・図示 (暗幕)

・フランスひだ 

・箱ひだ、つまひだ 

・ﾌﾟﾚｰﾝひだ、片ひだ 

ひだの種類
品質、特殊加工等

 きれ地の種別、

16 カーテンレール 　(20.2.14)

17 ブラインド

ボックス

及びカーテン

ボックス

煙突用成形ライニング材

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

アルミスラット　焼付け塗装仕上げ 

クロススラット　消防法で定める防炎性能の表示がある特殊樹脂加工 

ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を

使用する場合は　 とする。Ｇ

巻取りパイプ、ウェイトバー、操作コード又は操作チェーンその他の材料は製造

所の仕様による。

ポリエステル繊維又は植物を原料とする合成繊維を使用した製品を使用する場合

は 　 とする。

暗幕カーテンの両端、上部及び召合せの重なり　※300mm以上　・　

Ｇ

材　種　※ アルミニウム及びアルミニウム合金の押出し成型材

　　　　・ ステンレス製

                 　 ・片引き　　　　　・引分け 

仕上げ　　　　　　　※アルマイト　　　・ 

形状　　　　　　　　※角形　　　　　　・ 

強さによる区分　　　※10-90　　　　 　・ 

溝型×深さ（mm）　・90×150　・120×80　・120×150　・150×80　・図示 

　　　  ・アルミニウム製　押出し型材（市販品） 　　　　　　

表面処理

・C-1 

・C-2（・アンバー ・ブロンズ ・ブラック系 ・ステンカラー）

・ 

皮膜等の種類　※標準仕様書表14.2.1による　・ 

・鋼製（仕上げ：　　　　　　　　　　　）

形式　　　　　　　　・シングル　　　　・ダブル　　・図示

印刷等の種別、取付け形式等は図示による。

サイン製作前に原寸大原稿にて大きさを決定すること。

サインのデザイン等は、受注者が提案し、監督員と協議の上、決定すること。

・500

  ×500

50

会議室

仮眠室

・ 

・7.0 

・ノンスリップ

・ セルロースファイバー断熱材 ・25 ・50 ・図示

・断熱材現場吹込工法 　　

・図示・30 ・50

・

・図示

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書

・25 ・ 

・ 

・図示

・35 ・45 ・ 

取付箇所　（　・ 図示　・　　　　）

寸法（mm）    ・ 図示      ・　

材質　　・集成材（仕上げ：ゴム積層材　OSCL） 　

（１０）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A10

・メラミン樹脂系フェノール樹脂板 

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



車路

　　　　　　　　  ・アルミフェンス

※　図示　　・　

26

20

ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
の
工
事

流し台ユニット

・流し台 

・コンロ台 

・つり戸棚 

・水切り 

・1200 

・1800 

・600 

・1500 

・1200 

・900 

・1200 

・900 

・600 

・550 

・650 

・600 

・550 

・650 

・600 

・450 

- -

・800 

・850 

・670

・620

・700 

・500

市販品 

ステンレス製 

・1段式　・ 

市販品 

天板ステンレス製

バックガード有り

市販品 

天板ステンレス製

トラップ付き  

市販品 

備考材種
寸法(mm)

Ｗ Ｄ Ｈ

旗竿27
材種 形式

・アルミニウム

　合金製

・テーパー式 

・同一断面式 

高さ(mm) 操作方法 固定方法

・ハンドル式 

・ロープ式 

・埋込式 

・ベース式 

・バンド式 

備考

28 旗竿受金物

車止めさく29

・上下式鎖内蔵式

・ 図示

材種 柱径、肉厚(mm)

・標準品 

・スプリング式 

・ステンレス製 

高さ(mm)形式

・ 図示

フェンス30

プレキャストコン

クリート

31 (20.3.3、4)

間知石及びコンク

リート間知ブロッ

ク積み

32
(20.4.2、3)

材種 材種 種類 質量区分 備考

・間知石

・コンクリート

　間知ブロック

・花こう岩 

・凝灰岩 

・Ａ 　・Ｂ －

－ －

サイン33

1

21

屋外雨水排水

排
水
工
事

 (21.2.1、2)(表 21.2.1、2)
材種 管の種類 形状 呼び径 備考

・ 遠心力鉄筋コンクリート管

・ 硬質ポリ塩化ビニル管

※ 外圧管（１種）

・ VP　

・ VU 

・ RS-VU  Ｇ

・Ｂ形管 ※図示

※図示  

※図示  

※図示  

21

排
水
工
事

鋳鉄製ふた (21.2.1)
名称 種類 適用荷重 鍵 備考

鋳鉄製ﾏﾝ

ﾎｰﾙふた

・水封形 

・簡易密閉形

・密閉形

・中ふた付き密閉形

　（パッキン式） 

　（ﾃｰﾊﾟ･ﾊﾟｯｷﾝ式） 

　（ﾃｰﾊﾟ･ﾊﾟｯｷﾝ式） 

・Ｔ－2用 

・Ｔ－6用 

・Ｔ－20用 

・ 

・有り

・無し

左記以外の品質等は

（公社）空気調和衛生

工学会SHASE-S209による

4 グレーチング (21.2.1)

材質 形式 用途 適用荷重
ピッチ

亜鉛めっき

(付着量)
上面形状

ﾒｲﾝﾊﾞｰ

・受枠付き、

　ボルト固定 

・ 

・溝ふた

（横断用） 

・溝ふた

（側溝用） 

・桝ふた用 

・Ｕ字溝用 

・歩行用

・T-2用 

・T-6用 

・T-14用 

・T-20用 

・細目 

・ 

・普通目 

・細目 

・（　　　）

・（　　　）

・凹凸形

・ 

・平形

・ 

・鋼製

・ステン

　レス製

・受枠付き、

　ボルト固定 

・ 

・溝ふた ・歩行用

（横断用） 

・溝ふた

（側溝用） 

・桝ふた用 

・Ｕ字溝用 

・T-2用 

・T-6用 

・T-14用 

－ －

－ －

・凹凸形

・ 

・平形

5 街きょ、縁石、側溝

種類 形状、寸法

・縁石 

・Ｌ形側溝 

・Ｕ形側溝 

・Ｕ形側溝ふた 

・ 

・ 図示　・　

・ 図示　・　

・ 図示　・　

・ 図示　・　

・ 図示　・　

(21.3.1、2)(表21.3.1)

埋戻し土 (21.2.1)6

路床

舗
装
工
事

(22.2.2、3、5)(表22.2.1)
種別 材料 厚さ(mm)

・盛土 

・凍上抑制層 

・フィルター層 

・Ａ種　・Ｂ種　・Ｃ種 　・Ｄ種　

・建設汚泥から再生した処理土 

・再生クラッシャラン

・クラッシャラン

・切込み砂利

・砂

・砂

・ 

・図示

・図示

・図示

Ｇ

Ｇ

(22.2.2、3、5)(表 3.2.1)路盤2

砕石 クラッシャラン

・再生材 ・粒度調整砕石

・クラッシャラン

・粒度調整砕石

Ｇ

Ｇ

・クラッシャラン鉄鋼スラグ

・粒度調整鉄鋼スラグ

・水硬性粒度調整鉄鋼スラグ

路盤締固め度の試験　　※行う　　　・行わない　 

Ｇ

Ｇ

Ｇ

種類

22

アスファルト舗装

舗
装
工
事

(22.4.2～6)(表 22.4.4)

区分 地域 種類

表層 ・一般地域 

・寒冷地域 

・密粒度アスファルト混合物(13) 

・細粒度アスファルト混合物(13) 

密粒度アスファルト混合物(13Ｆ) 

コンクリート舗装4

舗装の種類 部位 構成 厚さ(mm)

コンクリート舗装

歩行者用通路

・図示

・図示

・図示　・　

※70　　・　

カラー舗装 (22.6.2～4)

カラー舗装の種類 部位 構成 厚さ(mm)

・アスファルト混合物

・石油樹脂系混合物

・加熱系

・常温系

・車路

・歩行者用

　通路

・図示 ・図示

透水性

アスファルト舗装

 (22.7.2、3、6)6

Ｇ

ブロック系舗装8 (22.8.2、3)

※普通平板(Ｎ）

・透水平板(Ｐ） 

表面加工 　

　・洗い出し 

　・研ぎ出し 

　・たたき出し 

寸法(mm) 厚さ(mm)

※300角 ※60

・　

※砂　

・モルタル　　

備考目地材種類

Ｇ

Ｇ

種類 部位 形状
厚さ

(mm)

曲げ強度

(N/mm2)
備考

・透水性ブロック（Ｐ）

※普通ブロック（Ｎ）

・透水性ブロック（Ｐ）

・ 

歩行者

用通路

・図示

・　

・図示

・　

※80

・　

※5.0

・　・　

※60 ※3.0

・　

色彩、

表面加工

  ・ 標準品

Ｇ

Ｇ

種類 形状
厚さ

(mm)
施工方法 基層

基層の厚さ

(mm)

※小舗石

　(花こう岩）

・図示 ・うろこ張り ・コンクリート

　版

・アスファルト

　混合物

※70

・　

※50

・　

砂利敷き9 　(22.9.2)

10

22

路面標示用塗料

舗
装
工
事

種類 施工 適用 色 幅(mm) 塗布厚さ(mm)

・ 1.0・ 白 ・ 150

・ 100

※ 3種1号

・ 1種

・ 2種

溶融

常温

加熱

粉体状

液状Ｇ

Ｇ

23

植栽地の確認等

植
栽
及
び
屋
上
緑
化
工
事

　(23.1.3)

植栽基盤の整備
植栽

・樹木

※芝、地被類

※Ａ種 

・Ｂ種 

・Ｃ種 

・Ｄ種 

※Ｂ種 

有効土層の厚さ（cm） 整備範囲 

樹高12m以上 

（※100　・120　・150） 

樹高7m以上～12m未満 

（※80 　・100） 

樹高3m以上～7m未満 

（※60　 ・80） 

樹高3m未満 

（※50　 ・60） 

※20

・植栽部分 

・葉張り

　部分

・図示   

・ 

・植栽部分 

・図示   

・ 

・適用する 

・適用する 

・適用しない 

・適用しない 

工法 土壌改良材
　(23.2.2,4)

植込み用土 (23.2.3)

土壌改良材 (23.2.3)

樹木 (23.3.2)

支柱 (23.3.2、3)

幹巻き用材料 (23.3.2)

(23.4.2、3)芝

吹付けは種 (23.4.2)
種子の種類 発芽率 種子の量（g/㎡) 備考

※洋芝類（採取後2年以内） ※発芽率80%以上

地被類 (23.4.2)
樹種 コンテナ径 単位面積当たりのコンテナ数 芽立数

新植、移植樹木、

芝等の枯保証

(23.3.4、6)(23.4.7)

屋上緑化 (23.5.2～4)12 Ｇ

・設計図による

品質・性能　JIS A 4420による 

形状　　　　※図示　　　・ 

フェンスの種類　　・ビニル被覆エキスパンドフェンス

　                ・鋼管フェンス 　

コンクリートの設計基準強度 

※水セメント比55％以下、単位セメント量の最小値300kg/㎡を満足する調合強度 

・図示 

配筋 　

※配筋を定めた計算書を監督職員に提出する。 　

 ・図示 

取付け方法 　

※図示 

積み方　※谷積み　・布積み 

目塗り　・図示　　・伸縮目地　　

伸縮調整目地　材種　　・図示　　・ 　　　　　　

　　　　　　　厚さ　　・図示　　・ 

１）適用範囲

２）サインの寸法・仕上げ・規格等は下記による。

※設計図による。

　築物に付設される屋外大型広告、屋上ネオン広告などに適用する。

・

３）サイン工事の性能値

次の性能条件に対して、倒壊、脱落、破損などがないものとする。

3)非構造部材の設計用震度による。

・

に準拠する。

　　品とする。

　　取付けとし、製作前に十分に調整を行う。

　　工計画書に反映する。

材料

硬質ポリ塩化ビニル管の継手に用いる材料　※接着剤　・　

側塊の形状及び寸法　・図示　・　

排水桝の種類　　　　・図示　・　

砂地業に用いる材料 　　 ※標準仕様書21.2.1(g)(1)による　・図示　　 　

砂利地業に用いる材料 　 ※標準仕様書21.2.1(g)(2)による　・図示　　 　

a.

b.　案内板、サインなどの本体が別途工事の場合であっても、該当する下地などに適用する。この

　建物室内外及び敷地内に設置する各種案内板、室名表示などのサイン、移動式サイン及び建

c.電照式サインにおける電気設備工事との工事区分は、工事区分表による。

　場合、別途工事となる部分の下地強度などの設計条件を、完成時の引継ぎ書類に明記する。

※耐風圧性能、耐震性能などの荷重条件は、工事概要12、2)非構造部材の設計用風圧力並びに

４）　　上記以外の性能値は、設計図によるほか、定めのない規定は建築基準法ほか、関連法令、(社)

日本建築学会JASS14、同各種指針及び(財)日本建築センター「建築設備耐震設計・施工指針」

５）

６）

７）

　　工事の施工、サインの使用開始などに必要な官公署その他への手続は、受注者等が速やかに行う。

　　全てのガラスはJIS規格品とし、厚さ5mmを超える強化ガラスは、全数ヒートソークテスト合格

　　カーテンウォールに取り付くサイン類の補強下地材は、カーテンウォール工事専門業者の製作、

１）

２）

　　受注者は、着工後速やかに敷地全般を含めた雨水排水計画書を作成し、監督員に提出し承認を

　　受ける。特に、完成後の維持管理に支障が出ないよう受注者側として計画の再点検を行い、施

　　算し、施工に反映する。但し、施工に必要なとい部材などは本工事に含まれているものとする。

　　　　　　　・行わない

砂の粒度試験　・行う

凍上抑制層に用いる材料　・　

・図示 

コンクリート基礎等に用いる材料 

※標準仕様書6.14により、設計基準強度は18N/mm2 とする。ただし、コンク

　リートが簡易な場合の調合（容積比）セメント１：砂２：砂利４程度とする。

（品質・性能）

工事建築材料等品質性能表による

（荷重試験方法）

工事建築材料等品質性能表による

街きょ、縁石、側溝

地業の材料　　　　　※標準仕様書4.6.2(a)による　・図示

砂利地業の厚さ　　　※100（mm）　・図示 

コンクリート基礎等に用いる材料 

※標準仕様書6.14により、設計基準強度は18N/mm2 とする。ただし、コンク

　リートが簡易な場合の調合（容積比）セメント１：砂２：砂利４程度とする。 　　

・図示 

凍上抑制層に用いる材料　・　

砂の粒度試験　　・行う

　　　　　　　　・行わない

路床安定処理　　

・添加材料による安定処理

種類　　・普通ポルトランドセメント　　・高炉セメントＢ種

　　　　・フライアッシュセメントＢ種 　　　　　　　

　　　　・生石灰（　　　　　　　　）　・消石灰（　　　　　　　　）

Ｇ

添加量　・　　　kg（目標CBR　・3以上　・　　　　　） 　　

目標CBRを満足する添加量の確認方法

　　　　・安定処理土のCBR試験　・　

・ジオテキスタイル

単位面積質量　　　　・60g/㎡以上　・ 　　　　

厚さ(mm)　　　　　・0.5～1.0　　・ 　　

引張強さ　　　　　　・98N/5cm（10kgf/5cm）以上　　・ 　　　　

透水係数　　　　　　・1.5×10-1cm/sec以上　　　　 ・ 

試験　

砂の粒度試験　　　　　　　　 　・行う　　　　・行わない 　　

路床締固め度の試験　　　　 　　・行う　　　　・行わない 

路床土の支持力比（CBR）試験　　・行う　　　　・行わない 　　

現場CBR試験　　　　　　　　　　・行う　　　　・行わない

路盤の厚さ　・図示　・ 

路盤材料

アスファルト舗装の構成及び厚さ　※図示　・ 

材料 

アスファルト  ・ 再生アスファルト 　 　　・ ストレートアスファルト

骨材　　　　　・道路用砕石　　　　　　　 

　　　　　　　・アスファルトコンクリート再生骨材

Ｇ

Ｇ

加熱アスファルト混合物等の種類

シールコートの施工　 ・行う　・行わない 

試験

アスファルト混合物等の抽出試験　　・行う　　・行わない 

舗装の平たん性　　※通行の支障となる水たまりを生じない程度 

(22.5.2～4、6)(表22.5.1、3)

コンクリート舗装の構成及び厚さ

縁部立下り寸法等　　・図示

材料

コンクリート　　　・標準仕様書表22.5.1による　　 ・　　　　　 

早強セメント　　　・使用する　　　　　　　　　　・使用しない 

注入目地材料　　　※低弾性タイプ　　　　　　　　・高弾性タイプ

種類、間隔、構造　※標準仕様書表22.5.3及び図22.5.1による　・図示　 

目地

カラー舗装の構成及び厚さ

常温系カラー舗装の着色部の下部　・アスファルト舗装　・コンクリート舗装

加熱系混合物に添加する材料 

配合 　

・着色骨材（　　　　　）　・自然石（　　　　　） 

結合材に石油樹脂を使用する場合の顔料添加量  　・　　

ニート工法及び塗布工法の配合等　　　　　　　　・ 　　

構成　・図示　・　

材料

骨材　・道路用砕石

　　　・アスファルトコンクリート再生骨材 Ｇ

試験

開粒度アスファルト混合物等の抽出試験　　・行う　・行わない 

舗装の平たん性　 ※著しい不陸がないもの　・　

・ コンクリート平板舗装

普通平板は　  (再生材料を用いた舗装用ブロック)、透水平板は　   (透水性

コンクリート）とする。

仕上り面の平たん性　※歩行に支障となる段差がないものとし、コンクリート平板間の

　　　　　　　　　　　段差は3mm以内とする。

　　　　　　　　　　・　

Ｇ Ｇ

・ インターロッキングブロック舗装

歩行者用通路に使用する普通ブロックは　  (再生材料を用いた舗装用ブロック)、

透水性ブロックは　   (透水性コンクリート）とする。

仕上り面の平たん性　※歩行に支障となる段差がないものとし、ブロック間の

　　　　　　　　　　・　

　　　　　　　　　　　段差は3mm以内

Ｇ

Ｇ

・ 舗石舗装

仕上り面の平たん性　※歩行に支障となる段差がないものとし、舗石間の段差は

                      3mm以内とする

　　　　　　　　　　・　

・ジオテキスタイル

単位面積質量　　・60g/㎡以上　　　　　　　　・　

厚さ(mm)　　　・0.5～1.0　　　　　　　　　・　

引張強さ　　　　・98N/5cm(10kgf/5cm)以上　　・　

透水係数　　　　・1.5×10 cm/sec以上　　　　・　

種別

・ Ａ種（施工範囲：・図示　・通路　・　　　　　　　）

・ Ｂ種（施工範囲：・図示　・建物周囲　・　　　　　）

路面標示用塗料はJIS K 5665（路面標示用塗料）による

Ｇ低揮発性有機溶剤型の路面標示用水性塗料

土壌の水素イオン濃度指数（pH）試験　 ・行う　　　・行わない 

電気伝導度（EC）の試験　　　 　　　  ・行う　　　・行わない 

植栽基盤の排水設備　・設ける（※図示　　・　　　　　）　・設けない

D種以外の工法で、現状地盤高と計画地盤高が同一でない場合は、計画地盤高からを有効

土層とする。但し、計画地盤高が現状地盤高より高い場合は、計画地盤高まで植込み用土

で盛土を行う。

・ 現場発生土の良質土　　　　・ 客土

・ バーク堆肥

施工箇所　　　　※植栽範囲　　　　・図示 　　 

使用量　　　　　 植栽基盤面積1㎡あたり　（　・50L　　・　　　　） 

・ 汚泥発酵肥料（下水汚泥コンポスト）

施工箇所　　　　※植栽範囲　　　　・図示 　　 

使用量　　　　　 植栽基盤面積1㎡あたり　（　・10L　　・　　　　） 

材料 

「金属等を含む産業廃棄物に係る判定基準を定める省令」の別表第1の基準

に適合する原料を使用したもので、植害試験の調査の結果、害が認められ

ないものとする 

Ｇ

Ｇ

樹種、寸法、株立数等　　　※図示　・　

支柱材　　※ 丸太（間伐材）　　　・ 真竹　

防腐処理方法　※加圧式防腐処理丸太材　・　

形式　　　　　・図示　・　

Ｇ

材料

※ 幹巻き用テープ　・ わら及びこも

種類　  ※ コウライシバ　　・ノシバ　　・　

芝張りの工法　

平地　※目地張り　・べた張り 　

法面　・目地張り　※べた張り 

新植樹木（芝張り、吹付けは種及び地被類を含む）の枯補償の期間 

※引渡しの日から１年　・無し　・　

移植樹木の枯損処置を行う期間 

※引渡しの日から１年　・無し　・　

植栽基盤及び材料

・屋上緑化システム  

土壌層の厚さ　　　・ 図示　　　・   

排水層　　　　　　・ 軽量骨材（層の厚さ　：          ） ・ 板状成型品

植込み用土 　　     ※ 改良土　　 ・ 人工軽量土

樹木、芝及び地被類の樹種並びに種類、寸法、株立数等　※図示　・　

見切り材、舗装材、排水孔、マルチング材等　　※ 図示　・　

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

・屋上緑化軽量システム

樹木、芝及び地被類の樹種並びに種類、寸法、株立数等　　※ 図示　・　

見切り材、舗装材、排水孔、マルチング材等　　※ 図示　・　

（品質・性能）

建築材料等品質性能表による

（試験方法）

建築材料等品質性能表による

工法

建築基準法に基づき定まる（・1　・1.15　・1.3）倍の風圧力に対応した工法

支柱　　・ 設置する　 （形式　　・ 図示　　・　　　　　　）

かん水装置　　・ 設置する　　　　（種類　　・　　　　　　）

　（図示）

  ・ ﾉﾝｽﾘｯﾌﾟ

高さ　・図示　　 

放水壁床部

・T-25用 

　　雨水排水計画の条件は工事概要12のその他の設計条件の最大降雨量に基づき、受注者にて再計

材　種　・ ステンレス製 (SUS 304)  ・ アルミニウム合金製　

3

1
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3

4
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基床の厚さ及び種類　・図示　　・管底管頂より100mm, 山砂

設
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図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:
特 記 仕 様 書

・凹凸形

（１１）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A11

・普通ブロック（Ｎ）

 　　　　　　　　 ・樹脂塗装メッシュフェンス 　　　　　　　　（朝日ＵＮフェンス　同等品）

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



防水

そ
の
他
特
記
事
項

屋根

施工箇所

名　称 製作所仕　様

仕　様

各材料

仕　様名　称

塗装

製作所名　称 仕　様

名　称

雑・金物

仕　様 製作所

製作所

－

防水は下記の仕様、又は同等品以上とする。

屋根材の仕様等は、下記によるもの、又は同等品以上とする。

吹付材・塗装材の材料は下記の仕様、又は同等品以上とする。

各材料の種類・製作所は下記のもの、又は同等品以上とする。

雑工事・金物等の仕様は下記によるもの、又は同等品以上とする。

各材料の工法は各製作所の指定するもの、又は同等以上とする。
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図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

令和８年 A12

アクリル樹脂系

多意匠性装飾

仕上塗材

ジョリパットネオ∞　JQ-620

高耐候可とう性タイプ

モアプレーン

アイカ工業(株)

床タイル

織部製陶(株)壁タイル

サントップドームＢ型

耐火仕様

ASSﾌﾚｰﾑ　600角

三洋工業(株)

天井点検口 ハイハッチMMHⅡ ナカ工業(株)

目地-目地タイプ

フェンス UNフェンス　A型 朝日スチール

　　　工業(株)

三和ｼｬｯﾀｰ(株)

マーガレットTL16（TL16H）

特注色

メラミン系フェノール樹脂板　t=16

名古屋

ﾓｻﾞｲｸ工業(株)

250×40×t10

せっ器　AⅡ類　施釉

BⅠ類　無釉

150×150×t11

STB

ルクサスⅡ

ガラス

　外壁面 　　　Plaster-CRT-ch

リサイクルガラス　ｔ＝25

トップライト

トイレブース

(株)ｻﾜﾔ

 　　ｽﾀｼﾞｵﾘﾗｲﾄ

フェンス 朝日スチール

　　　工業(株)

目かくしフェンス　AM型

H=2500

H=1800

特 記 仕 様 書 （１２）
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:

     （３）超音波スイッチ…温度－10℃、湿度75％、風速10m/secとする。 　　

  ｃ．上部取り付け形の静止体検出形は、0.05m/secの速度で、検出範囲に近づけたとき、確実に

  ｂ．上部取り付け形の動体検出形は、0.15m/secの速度で、検出範囲に近づけたとき確実に作動

定格電圧90％ ～110％ で作動させた時に異常がないこと。

る機種のみ適用） 

（バックチェック機能を有す

（３）最高発熱速度が、10秒以上継続して200KW/㎡を超えないこと。 

（１）総発熱量が8MJ/㎡以下であること。 

（試験方法） 

　ａ．ゴムマットスイッチは、直径100mmの鋼製円柱（質量10㎏）を不感部を除く全面に静かに置い

  0.3m/secの早さで移動している標準被試験体が検出範囲に入ってから、ON信号を出力するまで

定格電圧に対し90％～110％の電圧で作動に異常がない 

－10℃～40℃ 適用使用周囲温度　（℃） 

±6mm以内 

±3mm以内

を開扉50°から負荷する。

ドア開扉方向に荷重60N/㎡

試験方法は、JIS A 1541-1（建築金物－錠－第１部：試験方法）による。

ハンドルの垂直荷重強度試験（2KN）を行い、荷重を除いたとき、ハン ドルが正常に作

ハンドルの引張強度試験（2KN）を行い、荷重を除いたとき、ハンドル が正常に作動し

レバーハンドルのねじり強度試験（3.5KN・cm）を行なった後、トルクを除いたとき、ハ

3) 握り玉のねじり強度試験（3KN・cm）を行なった後、トルクを除いたとき、握り玉が

2) レバーハンドルのねじり強度試験（3.5KN・cm）を行なった後、トルクを除いたとき、

1) ラッチボルトの側圧強度試験（4KN）を行い、荷重を除いたとき、ハンドル操作及び

　 mm以上のステンレス鋼製とし、トロヨケは厚さ1.6mm以上の鋼製の一体絞りとする。

　 又はストライクの強度と同等以上の強度を持つものする。

4) デッドボルトの側圧強度（衝撃荷重）試験(58.8J)の衝撃荷重を加えたとき、解錠状態

   錠状態(デッドボルトの突出量が8mm未満）にならないこと。 

3) デッドボルトの押込み強度（衝撃荷重）試験（58.8J）の衝撃荷重を加えたとき、解

   ルトの出寸法は8mm以上 であること。 

1) デッドボルトの押込み強度試験（10KN）を行なった後、荷重を除いときのデッドボ

〈錠前類〉【シリンダ箱錠及びシリンダ本締まり錠】 

　　保水率（％）＝50/平均値×100　　注）50：リング型わくの内径（mm） 

その中央部に真鍮製リング型わく（内径50mm、高さ10mm、厚さ3mm）を設置し、２）で練り混ぜた試

厚さ5mm）の上にJIS P 3801「ろ紙（化学分析用）」に規定する5 Aろ紙（直径18.5cm）をのせ、

　JIS R 3202「フロート板ガラス及び磨き板ガラス」に規定する磨き板ガラス（縦200mm、横200mm、

　正味質量と標準練り上がり量より、1.0～1.2Lの試料を練り上げるのに要する材料に相当する量を

　試験室は、温度20±2℃、湿度65±5％ RHの標準状態とする。また、試験に使用する材料、器具など

108mm×60mm×12mm」を4枚2列、計8枚を圧着する。 

「セラミックタイル」に規定する外装壁モザイクタイルで 乾式成形のⅠ類（施ゆう）「小口タイル

水湿しを行い直ちに（１）で 調製した試料を厚さ7mmになるよう 塗付ける。直ちに  JIS A 5209

「建築用仕上塗材」の7.10温冷繰返し試験に準じて行う。 　　　

ラミックタイル」に規定する外装壁モザイクタイルで 乾式成形のⅠ類 （施ゆう）「50角ユニットタイ

水湿しを行い直ちに（１）で調製した試料を厚さ5mmになるように塗付ける。直ちにJIS A 5209「セ

    保水率＝50/平均値×100　　（注）　50：リング型わくの内径　mm 

て次式により保水率を求める。

mm、厚さ5mm）の上にJIS Ｐ3801「ろ紙（化学分析用）」に規定する5 Aろ紙（直径11cm）をのせ、

（７）耐衝撃性能試験は、JIS A 1408「建築用ボード類の曲げ及び衝撃試験方法」の衝撃性試験に

行う｡100、200、300各サイクル完了時の曲げ強度測定及び外観の状態を観察する。（窯業系パネル

　(ΔＬ)＝ （Ｌ2 － Ｌ1）/ Ｌ1 ×100　ΔＬ ：吸水による長さ変化率（％）

　24時間経過した後、試験片を水中から取り出して湿布で表面に付着した水を拭き取り､再び標線間

　（厚さ）供試体の周辺から20mm以上内側の四隅を0.05mmまで測定できる測定器で測り、4点の平均

（Ｌ1）とする。次に試験片の長さ方向を水平にこば立てし、その上端が水平下約30mmとなるように

　その後、1/150mm以上の精度をもつコンパレータを用いて標線間の長さを測定し、それを基準

合計4項目に亘って測定する。（窯業系パネルⅡ類は200サイクルまでとする。） 

３号試験体とする。測定項目については、凍結融解試験前、同試験100、200、300サイクル完了後の

（１）寸法の測定方法 

後、著しい割れや剥離がなく、外観上異常がないこと

曲げ強さ、曲げモーメントの凍結融解完了時の試験サイクル

但しｺﾝｼｰﾙﾄﾞ型は200N･m以下 

5) （シリンダ本締り錠はグレード3以上の彫込錠の場合）ストライクプレートの厚さ1.5

   しない。

2) デッドボルトの側圧強度試験（10 KN）を行なった際、加圧板がデッドボルトを通過し

  （キーに加えるトルクは、150N･cmとする） 

  刻みをもつ異なるキーでは、シリンダが 回転しないこと。

  10 N以下である。また、未使用の合鍵でシリンダが回 転でき、かつ、1箇所1段差浅い

4)キーの抜き差し繰り返し試験（10万回）を行なった後、キーの抜き差しに要する荷重は

  ルクの2倍未満であり、施解錠操作に支障がない。 

3)キーによる施錠機構の施解錠繰り返し試験（10万回）を行なった後、 試験前の回転ト

  ダ単体の施解錠繰り返しの評価は、シリンダ だけの回転トルクが10N･cm以下とする。 

  トルクの2倍未満であり、施解錠操作に支障がない。（シリ ンダ本締り錠のみ）シリン

2)キーによるデッドボルトの施解錠繰り返し試験（10万回）を行った後、 試験前の回転

  ルでの開閉操作力及びラッチング力が試験前の2倍未満であり、動作に支障がない。 

1)（シリンダ箱錠のみ）ラッチボルトの開閉繰り返し試験（40万回）を行った後、ハンド

   （加圧板がデッドボルトを通過した状態）にならないこと。

・窯業系パネルⅡ類 ・窯業系パネルⅠ類 

流計法（HFM法）」によって、平均温度（23±2）℃、高温板と低温板の温度差（25±5）℃で熱伝導

（２）法定準不燃材料、難燃材料の評価方法に使用している発熱性試験（ｺｰﾝｶﾛﾘｰ試

     り5℃±2℃低い値とする。 

     （２）熱線スイッチ……被検出体表面温度、33±2℃とし、周辺温度は、被検出体 表面温度よ

耐久試験後

開扉90°の位置からディ

(60～75°)(ﾃﾞｨﾚｰﾄﾞｱｸ

ｼｮﾝ機能を有する

ﾃﾞｨﾚｰﾄﾞｱｸｼｮﾝ性能（秒） 

ﾃﾞｨﾚｰﾄﾞｱｸｼｮﾝ解除角度

ストップ

ストップ入力 60 N･m以下 100 N･m以下 100 N･m以下

10 N･m以上3 N･m以上 8 N･m以上 

85°）から更に2°まで開く

ﾊﾞｯｸﾁｪｯｸ開始角度（70～

常温（5～35℃）無風状態において、開扉（70°）から全閉（0°）までの時間を

閉じﾓｰﾒﾝﾄ（N・m） 効率 （％） 閉じﾓｰﾒﾝﾄ（N・m）閉じﾓｰﾒﾝﾄ（N・m）

耐
久
性

ス
ト
ッ
プ
力

(

注
１)

 (

注
２)

 

に
よ
る
区
分
 

閉
じ
力
及
び
効
率

初
期
値

1.80kg/L以上 

　試験室の状態 ： 試験室は、温度20±2℃、湿度65±10％とする。 

2

2

　Ｌ1：乾燥時の標線間の長さ（mm）　　　　　　Ｌ2  ：吸水時の標線間の長さ（mm） 　　

方法と同様に行う。（全てが0.4N/mm　以上）

間冷却し、次いで50±2℃の別の恒温器中で3時間加温し、この24時間 を１サイクルとする操作を10

　試験の手順は、試験体を20±2℃の水中に18時間浸せきした後、直ちに－20±2℃の 恒温器中で3時

　その後、28日間、温度20±2℃、湿度80％以上の状態で湿空養生を行い、これを試験体とする。 

２

2

2

2
所は、試験体の中からまんべんなく5箇所を選び 抜き取る。（全てが0.6N/mm　以上） 

　その後、28日間、温度20±2℃、湿度80％以上の状態で湿空養生を行い、これを試験体とする。

ル（外のり寸法約300mm×300mm）」を圧着する。 

1.8kg/L以上 

Ⅱ類は200サイクルまでとする。）－20±3℃の気中で約2時間の凍結、20±3℃の水中で約1時間の融

　吸水による長さ変化率 (ΔＬ)は、次式によって求める。 

の温度を60±3℃に保ち24時間経過した後取り出してJIS  K 8123「塩化カルシウム（試薬）」に規定

（５）吸水による長さ変化率試験は、試験体(幅40 mm×長さ160 mm×素材厚さ)を乾燥機に入れ、そ

形量4/100以下

かつ加圧時の最大変

変形量1/100以下

があかないこと。残留

とき、裏面に達する穴

の弱点部に落とした

高さ1.0mから試験体

質量500gのおもりを

2剛性(E×I)スパン40cm幅

厚さ：+10％、-5％、幅：±1％

自
動
ド
ア
開
閉
装
置

自
閉
式
上
吊
り
引
戸
装
置

断
熱
材

内
装
工
事

モ
ル
タ
ル
塗
り

左
官
工
事

建
具
用
金
物

建
具
工
事

セ
メ
ン
ト
モ
ル
タ
ル
に
よ
る
陶
磁
器
質
タ
イ
ル
張
り

タ
イ
ル
工
事

ア
ス
フ
ァ
ル
ト
防
水

　（試験体の作製）JIS Ａ5371「プレキャスト無筋コンクリート製品」の附属書Ｂ(規定)及び推奨仕

足していること。 

上記初期値を満
耐久試験後も上

足していること。 

値を満足していること。 上記初期値を満
耐久試験後も上耐久試験後も上記初期

値を満足していること。
耐久試験後も上記初期

値を満足していること。
耐久試験後も上記初期

 強度

に準ずる。

法に準じる。

を測定する。

～（３）に適合していること。 

験）に適合していること。 

行う。

     による。 

  作動すること。

  すること。 　

（１）応答時間

耐久試験後も上記初期値を満足していること。

Grade2

Grade2

Grade2

足していること。 

上記初期値を満
耐久試験後も上

足していること。 

いること。 

機種のみ適用） の調整が可能であること。

値を満足していること。

    6番手は120㎏とする。 

5～8秒に調整できること。

    解除力 

       （℃）

垂直荷

施解錠操作に支障がないこと。 

解錠操作に支障がないこと。 
 強度

維持され、かつ、施解錠操作に支障がないこと。

   施解錠操作に支障がない。 

   施解錠操作に支障がない。 

   れ、かつ、施解錠操作に支障がない。

   状態が維持され、かつ、施解錠操作に支障がない。 

錠のみ) 

  性能 

 対する

 質量に

 性能

対する

  性能

 による

294.0kPaとし1時間行う。

　試験は3回実施し、その 平均値を用いて次式により保水率を求める。 

うにして静置する。 60分後にろ紙へにじみ出した水分の広がりが最大と認められた方向とこれに直

た試料を金べらで平滑に詰込む。 

いこと。

イクル数） 

　練り混ぜは、JIS Ｒ5201「セメントの物理試験方法」の9.1に規定する練り混ぜ機を使用し,練りば

る方法で求める。

　（３）で調整した試料を用いてJIS A 1404「建築用セメント防水剤の試験方法」10.に規定する方

　（２）で調整した試料を用いてJIS A 1171の7.6長さ変化率試験に従って行う。 

　（２）で練り混ぜた試料を、JIS A 1171「ポリマーセメントモルタルの試験方法」の6.3に規定す

　製造業者の定める、正味質量と標準練り上がり量より換算して、所定量の試料を練り上げるのに要

21

2

（３）吸水率試験は、JIS A 5430「繊維強化セメント板」に準じて行う。 

　JIS A 9526の6.2.5により、測定はJIS K 7220「硬質発泡ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ－圧縮特性の求め方」による。 

（３）気密性能試験

　落下高さ17cmにて、ドアの中央部にドアが外れる方向に衝撃を与える。耐衝撃性試験に用いる試

　閉については外力によらず、試験体の自閉装置及び制御装置のみにより戸を開端位置から閉端位

      －      －

      －      －

      －      －

      －       －

      －      －

      －

の長さ（Ｌ2）を測る。

保持して、常温の水中に浸せきする。

　JIS A 1321に規定する試験方法に準じる。

　建築基準法に基づく指定性能評価機関が準不燃材料、難燃材料の評価方法に使用している試験方

（８）発熱性試験 

（７）難燃性の表面加熱試験 

　JIS A 9526の6.2.7による。 

「硬質発泡ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ－水蒸気透過性の求め方」による。 

　JIS A 9526の6.2.8により、測定はJIS A 1324「建築材料の透湿性測定方法」又はJIS K 7225

（６）透湿率試験 

（５）接着強さ試験 

２）試料の状態調節は、JIS A 9526の6.2.2による。また、試験片の作成はJIS A 9526の6.2.3による。 

保護熱板法（GHP法）」又はJIS A 1412-2「熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法－第２部：熱

　JIS A 9526の6.2.6により、JIS A 1412-1「熱絶縁材の熱抵抗及び熱伝導率の測定方法－第１部：

（４）熱伝導率試験 

（３）圧縮強さ試験

３）試験片の状態調節及び試験場所は、JIS A 9526の6.2.4による。 

１）試料の作成は、JIS A 9526「建築物断熱用吹付け硬質ウレタンフォーム」の6.2.1による。 

（２）発泡品試験 

粘度の測定方法」による。 

　JIS K 7117-1「ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ－液状、乳濁状又は分散状の樹脂－ﾌﾞﾙｯｸﾌｨｰﾙﾄﾞ形回転粘度計による見掛け

（１）原液試験（原液粘度試験） 

（２）防火上有害な裏面まで貫通する亀裂及び穴がないこと。 

　準不燃材料試験の加熱時間は10分、難燃材料試験の加熱時間は5分において次の（１） 

試験又は難燃3級表面加熱試 験に適合していること。 

発熱性 

（１）JIS A 1321「建築物の内装材及び工法の難燃性試験方法」による難燃2級表面加熱

 品質・性能
下記のいずれかによっていること 

項目

難燃性 

　JIS A 1516「建具の気密性試験方法」による。 

験体は片引戸、開口内法有効寸法は高さ2,000mm、幅900mmとする。適用戸総質量の区分毎に試験を

（２）耐衝撃性試験

上の耐久性能を確認することで、試験に代えることができるものとする。 

えるものとし、また、その他の制御装置についてはメーカーの耐久性能試験成績書において2万回以

  適用戸総質量の区分毎に試験を行う。自閉装置、制御装置は10万回以上の時点で1回のみ調整を行

  同試験に用いる試験体は片引戸とし、開口内法有効高さ2,000mm、幅は最大寸法とする。 　

置までの作動を確認できる試験を行う。 　

（１）耐久性（開閉繰り返し）試験

〈自閉式上吊り引戸装置〉

      放射無線周波電磁界イミュニティ試験とする。（ただし、電界強度は一定とする。） 

（３）耐放射ノイズ 　

     （４）試験室の状態は、JIS Z 8703「試験場所の標準状態」の常温、常湿による。 

     （１）無目付センサー又は天井付センサーの検出体及び検出範囲試験は、JIS A  1551の7.6

     ＜試験条件＞

     を行い確実に作動することを確認する。 

   　注）取り付け位置などにより、上記によりがたい場合は、当該センサーに適した 方法の試験

  たとき、確実に作動すること。 

（２）検出範囲 　

の時間を測定する。 

（試験方法） 

0.3以下 

-

-

0.1A以上（抵抗負荷）

-

-

DC 50V

0.1A以上（抵抗負荷） 

0.3A以上（抵抗負荷） 

0.3A以上（抵抗負荷） 

DC 50V 

DC 30V 

AC 100V 

無接点

応答時間（秒） 

有接点 
出力接点容量    

品質・性能項目

作動電圧範囲 

検出装置（本体センサー、補助センサー）

電動機にサーマルプロテクターを内蔵、 又は制御装置に保護回路を設置 電動機の焼損防止措置 

-10℃～40℃ 適用使用周囲温度（℃）

品質・性能項目

作動電圧 

Grade1を選定する場合は、図示による。 

注２.ｺﾝｼｰﾙﾄﾞ型は右記の閉じﾓｰﾒﾝﾄの50％程度までとする。 

注１.ﾊﾟﾗﾚﾙ取付けは、右記の閉じﾓｰﾒﾝﾄの70％程度までとする。

30万回10万回 20万回 

（繰り返し開閉回数）

耐久性の試験回数

（mm）

繰り返し開閉後の戸閉鎖位置

アクション性能（秒）
繰返し開閉後のディレード

性能（秒）
繰返し開閉後のバックチェック

繰返し開閉後の閉じ速度（秒）

効率（％）
繰返し開閉後の

上記初期値を満
耐久試験後も上耐久試験後も上記初期

ﾓｰﾒﾝﾄ（N･m）

温度依存性

閉じ速度（秒）

繰返し開閉後の閉じ

込み両自由のみに適用）

確保でき、また、その時間

戸の閉鎖位置（中心吊り

までの時間が10 秒以上

レードアクション解除角度

間の時間は0.8秒以上として

      －
バックチェック性能（秒） 

曇り点試験方法）により測定し、－15℃以下であること。
緩衝油の流動点は、JIS K 2269(原油及び石油製品の流動点並びに石油製品

１

45以上45以上 45以上 45以上 45以上 45以上 

45以上35以上45以上 35以上 45以上35以上

40以上25以上 40以上 25以上 40以上 25以上 

35以上15以上35以上 15以上 35以上 15以上 

30以上10以上 30以上 10以上 30以上 10以上 

30以上5以上 30以上 5以上 30以上 5以上 
 効率 （％）  効率 （％） 

６

５

４

３

２

１
番手 

Gr
ad

e
2

③ フロアヒンジ  ① ドアクローザ  ② ヒンジクローザ  
区分

性能試験項目

２）試験ドアの質量は、1番手は25㎏、2番手は40㎏、3番手は60㎏、4番手は80㎏、5番手は100㎏、

    及びヒンジクローザ）に規定する試験方法による。 

１）性能試験は、JIS A 1510-3（建築用ドア金物の試験方法－第３部：フロアヒンジ、ドアクローザ

動していること。また、施錠時ハンドルが固定される錠 は、施錠状態が維持され、かつ、
重強度

ていること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、 施錠状態が維持され、かつ、施
引張り

ンドルが正常に作動していること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が
ねじり

（試験方法） 

（品質・性能）

〈クローザ類〉

（性能） 

〈錠前類〉【レバーハンドル】

試験方法は、JIS A 1541-1（建築金物－錠－第１部：試験方法）による。

   キーの同一刻みは、最大２連続までとしていること。 

2) 同一タンブラーの使用数は、60 ％ 以下とする。また、6 本タンブラーにおいては、

   のキーセクションが存在する場合は、有効かぎ（鍵）違い数とみなさないものとする。

1) かぎ（鍵）数は、1.5万以上とする。ただし、異なるキーウェイ形状であっても、共通

鍵

   作動していること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が維持され、

   していること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠状態が維持され、かつ、

   正常に作動していること。また、施錠時握り玉が固定される錠は、施錠状態が維持さ

   ハンドルが正常に作動していること。また、施錠時ハンドルが固定される錠は、施錠

   ラッチングに支障がない。

使用扉の

外力に

使用頻度

（性能） 

コンストラクションキーなどのキーシステムが構築できるものとする。 

デッドボルトの出寸法は17mm以上とする。 鍵付きのものはマスターキー、グランドマスターキー、

（品質） 

  JIS A 1404「建築用セメント防水剤の試験方法」による。ただし、透水試験における水圧は、

80％以下 

95％以下 

70％以上 

              収縮性、膨張性のひび割れ及びそりについて観察する。

透水比 

吸水比 

凝結及び安定性  

セメント重量の5％以下混合割合 

           凝結時間　始発：1時間以上　終結：10時間以内

品質・性能
建築用のモルタルに用いるセメント防水剤 

曲げ及び圧縮強度比 

項目

防水剤の種別 

（試験方法） 

（品質・性能）

〈防水剤〉

50g以下 吸水量 

0.2％以下（収縮） 長さ変化率 

品質・性能
30.0％以上

単位容積質量 

項目

保水率 

　JIS Ａ6916「建築用下地調整塗材」7.11 曲げ強さ試験に準ずる。

 （７）曲げ強さの試験方法

　JIS Ａ6203「セメント混和用ポリマーディスパージョン及び再乳化形粉末樹脂」9.9 長さ変化率

 （６）長さ変化率の試験方法

も、各々温冷繰返し試験完了後の試験体を標準状態で2日間静置養生した後、標準時の接着強さ試験

　（温冷繰返し後の接着強さ試験方法）「モザイクタイル」及び「小口タイル・二丁掛タイル」 と

回繰返した後、試験室に2時間静置し、ひび割れ及び膨れ の有無を目視によって調べる。 　　

　（温冷繰返し試験）「モザイクタイル」及び「小口タイル・二丁掛タイル」とも、各々JIS A 6909

強さ（標準時）の試験方法の「試験体」と同様とする。 　　

　（試験体の作製）「モザイクタイル」及び「小口タイル・二丁掛タイル」とも、各々（４） 接着

（５）接着強さ（温冷繰返し後）の試験方法 

（試験方法）「モザイクタイル」の場合と同様に行う。 

様Ｂ-１に規定する普通平板N－300を下地板とし、表面をサンドペーパーを用 いて軽く研磨した後、

　ロ）適用タイルが「小口タイル・二丁掛けタイル」の場合 

で鋼製アタッチメントを接着し、引張試験機を用いて接着強さ試験を行う。なお、接着強さの測定箇

ドカッターを用いて、タイル周辺に沿って下地板に達するまで切り込みを入れ、エポキシ樹脂接着剤

（試験方法）JIS Ａ6909「建築用仕上塗材」の7.9付着強さ試験に準じて行う。試験体をダイヤモン

　JIS Ｒ3202「フロート板ガラス及び磨き板ガラス」に規定するみがき板ガラス（ 縦150mm、横150

（３）単位容積質量の試験方法

様Ｂ-１に規定する普通平板N－300を下地板とし、表面をサンドペーパーを用いて軽く研磨した後、

　（試験体の作製）JIS Ａ5371「プレキャスト無筋コンクリート製品」の附属書Ｂ(規定)及び推奨仕

　イ）適用タイルが「モザイクタイル」の場合 　　

（４）接着強さ（標準時）の試験方法 

　JIS Ａ 1171「ポリマーセメントモルタルの試験方法」に準ずる。 

角な方向の長さをノギスを用いて、１mmの単位まで測定する。試験は３回実施し、その平均値を用い

  その後、直ちにリング型わく上部にガラス板を当てて上下を逆さまにし、ろ紙部分が上部になるよ

その中央部に真ちゅう製リング型わく（内径50mm、高さ10mm、厚さ３mm）を設置し、（１）で調製し

（２）保水率の試験方法 

ちに用意した水を入れ、攪拌しながら30秒間に材料を投入し、3分間練り混ぜて試料とする。

する材料と練り混ぜ水を計算して用意する。

（１）試料の調製

（試験方法） 

温冷繰り返し後 

標準時  

4.0N/mm　以上 

0.4N/mm　以上

0.6N/mm　以上 

品質・性能
70.0％以上 

 0.2％以下 

曲げ強さ 

長さ変化率 

単位容積質量 

項目

接着強さ 

保水率 

（品質・性能）

〈既製調合モルタル〉

80000N・cm　以上--

に落としたとき、裏面に達する穴があかな

のおもりを高さ1.0mから試験体の弱点部

質量500g（窯業系パネルⅠ類は1,000g）

表面材は不燃不燃 
 0.01以下0.07以下 

 1以下

（試験方法） 

（品質・性能）

〈現場発泡断熱材〉

〈自動ドア開閉装置〉

駆動装置・制御装置 

（品質・性能）

下となる剛性

720Nの時、たわみ4mm以

30cmの中央曲げ時に荷重

における単位幅1cm  (300)  (200) (300) 

250以上320以上400以上 

了時（試験サ

300以上450以上 550以上 標準時

凍結融解完 

-出荷時において10％以下

幅(mm) 

厚さ(mm) 

 （一般地仕様）（寒冷地仕様）

0.07以下

不燃

20以下 20以下

 耐衝撃性能 

耐凍結融解性能

難燃性 

吸水による長さ変化率(％) 

吸水率（％） 

曲げ強さ・曲げﾓｰﾒﾝﾄ

・金属複合板 分類・規格 

寸法の許容差 

(N・cm) （ｽﾊﾟﾝ50cm

出荷時の含水率 

寸法(mm) 

（２）試料の調整

法で24時間の吸水量を求める。試験体数は3個とし、その平均値とする。 

（６）吸水量

（５）長さ変化率 

（４）単位容積質量

られた方向とこれに直角な方向の長さをノギスを用いて１㎜まで測定する。

ろ紙部分が上部になるようにして静置する。10分後にろ紙へにじみ出した水分の広がりが最大と認め

料を金べらで平滑に詰め込む。その後、直ちにリング型わく上部にガラス板を当て上下を逆さにし、

（３）保水性（ろ紙法）

ちに用意した水を入れ、攪拌しながら30秒間に材料を投入し3分間練り混ぜて試料とする。 

　練り混ぜは、JIS R 5201「セメントの物理試験方法」10.1に規定する練り混ぜ機を使用し、練りば

計算して用意し、さらに標準加水量より用意した材料に相当する量の練り混ぜ水を計算して用意する。

を、予め24時間以上標準状態に置いた後使用する。 

（１）試験の条件

（試験方法） 

（品質・性能）

〈既製調合目地材〉

500）とする。金属複合板の残留変形量は、最大くぼみ深さを測定する。 

　試験体の大きさは、4号（長さ400 mm，幅300 mm）とする。おもりは記号（Ｗ　－1000又はＷ　－

準じて行う。試験体の支持装置は、記号S　対辺単純支持方法による。 

解を行う約3時間を1サイクルとする。

（６）耐凍結融解性能試験は、JIS A 5422「窯業系サイディング」の気中凍結水中融解法によって

たデシケータに入れ、常温まで冷却する。次に、試験片の標線間隔が140 mmになるように標線を刻む。
する塩化カルシウム又は JISK 1464「工業用乾燥剤」に規定する品質に適合するシリカゲルで調湿し

（４）難燃性試験は、JIS  A 1321「建築物の内装材料及び工法の難燃性試験方法」に準じて行う。 

（２）曲げ強度試験は、JIS A 1408「建築用ボード類の曲げ及び衝撃試験方法」による。試験体は

値を求めてパネルの厚さとする。

（試験方法） 

（品質・性能）

〈乾式保護材〉

この建築材料等品質性能表は、特記仕様書記載の材料の品質、性能、試験方法を詳細に示したものである。

章 項目 品質　　性能　　試験方法

９
　
防
水
工
事

11

15

16

19

あたりの曲げﾓｰﾒﾝﾄ）

 （凝結）JIS R 5201「セメントの物理試験方法」の8の規定によって行う。

 （安定性）JIS R 5201「セメントの物理試験方法」の9の規定によって行い、

(ｼﾘﾝﾀﾞ箱 4) ハンドルの引張強度試験（2 KN）を行い、荷重を除いたとき、ハンドルが正常に作動

5) ハンドルの垂直荷重強度試験（2 KN）を行い、荷重を除いたとき、ハンドルが正常に

1) かぎ（鍵）数は、1.5万以上とする。ただし、異なるキーウェイ形状であっても、共通

建築材料等品質性能表　（１）

設計年度
株式会社
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建 築 計 画 研 究 所

A13令和８年
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:

〈フリーアクセスフロア〉
フ
リー

ア
ク
セ
ス
フ
ロ
ア

天
井
点
検
口

〈天井点検口〉
20

（性能） （１０）吊り車の耐久性 （荷重試験方法）
ユ
ニ
ッ
ト
及
び
そ
の
他
工
事

（品質・性能）

（１）耐荷重性能　変形5.0mm以下　残留変形3.0mm以下 吊り車は、走行距離 60 km で操作性に異常がなく、レールに大きな変形がないものとする。 設計荷重は以下の通りとする内外枠の材質  アルミニウム製　

（２）耐衝撃性能　残留変形3.0mm以下及び損傷がないこと （１１）吊りボルトの引張強度   JIS H 4100 A6063S又は同等の性能を有するもの 　 側溝用 横断溝用 加圧面積荷重歩車道
（３）ローリングロード性能（3,000Nの場合の試験の適用は任意） 一本にかかる荷重の15倍以上の引張強度があるものとする。 (KN) (KN) (cm)区分 種別
　　　所定荷重1,000Nによる繰り返し試験後、残留変形3.0mm以下 （１２）ランナーの引張強度 109.8 　          （外部に用いる場合は、JIS H 8602のB種又は同等以上の性能を有するもの） T-20 78.5 20×50 

76.9 （４）耐震性能 　　 引張り試験を実施し、普通パネル重量の５倍の荷重を、パネル１枚に使用するランナーの数で除した T-14 54.9 内枠及び外枠のコーナーピース 20×50 
車道

　　　イ）固定台試験による耐震性能 値以上の強度があるものとする。   鋼板に亜鉛めっき等の防錆処理を行ったもの又は同等の性能を有するもの 33.0 T-6 23.5 20×24 

11.0 項目 性能 T-2 7.8 20×16 
水平荷重の1/2が下記の＜適用地震時水   鋼板に亜鉛めっき等の防錆処理を行ったもの又は同等の性能を有するもの ①　ﾍﾞｰｽﾌﾟﾚｰﾄ又はｱﾝｶｰが耐力に達したとき又はコ 4,903N/㎡の等分布荷重歩道

〈トイレブース〉    ンクリート接着面が剥離したとき 平力＞以上
ト
イ
レ
ブー

ス

内枠の仕上材留付金物 
（品質・性能） 試験体は、下記の種別ごとに強度計算における応力度が最大となる製品について試験を行う。 　②　上記①以外の部分が耐力に達したとき 水平荷重の1/1.5が下記の＜適用地震時 　アルミニウム及びアルミニウム合金押出形材、亜鉛めっき鋼板又は同等の性能を有するもの 
（１）パネル水平力＞以上 耐久性能（繰り返し開閉試験）

③　適用地震時水平力を加力した時の 設計床高さ 5mm以下かつ、適用地震時水平力を除荷 （１）50回、100回、300回の内蓋の垂れ下がりが0.5mm以内。項目 品質・性能
      支柱頂部の変位   ≦250mm した状態での変位がほぼ弾性範囲内 （２）開閉試験後、使用上支障をきたす異常がないこと。 表面材 メラミン樹脂系、ポリエステル樹脂系化粧板又はメラミン樹脂系単一材とする。

設計床高さ 構造床面からの高さの1/50以下 枠の寸法許容差　±0.5mm 裏打材 JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質のうち、鋼材については、防食処理及び

  ＞250mm 外枠と内枠のクリアランス　片側2.0mm以内防錆処理を施した材料とする。ただし、メラミン樹脂系単一材の場合は適用しない。

設計荷重を基準として一方向繰り返し加力を行う。加力速度は、4,903N/sとする。繰り返し加力は＜適用地震時水平力＞ 心材 （試験方法） JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質とする。ただし、メラミン樹脂系単一材の
3回行った後、残留ひずみ等がないか確認する。その後設計荷重の1.5倍まで加力し、溶接部のはず・3,000N 0.6Gタイプ 内蓋（内枠）の繰り返し開閉試験 場合は適用しない。

れ等異常の有無について確認する。 　　支柱一本が負担する床加重{(㎡当り自重+3,000N)/㎡当りの支柱本数×0.6 枠材 （１）試験体は、枠見込み40mm程度のものとする。 JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質のうち、鋼材については、亜鉛めっき処理
を施した材料とする。・3,000N 1.0Gタイプ エッジ材 　吊り金物は、外枠を天井下地取付け用チャンネルに直接留付ける方式（天井ボードなどの仕上材

　　支柱一本が負担する床加重{(㎡当り自重+3,000N)/㎡当りの支柱本数}×1.0 小口 を挟んで固定しない方式）とする。標準仕様書14章4節により製作した試験体固定用天井下地開口補防水処理を施す。
〈屋上緑化システム〉

屋
上
緑
化

・5,000N 0.6Gタイプ 強に試験体の天井点検口450mm×450mmを吊り金具4箇所にて各メーカー仕様に従い取付ける。なお、
23

（品質・性能）（２）構造金物
植
栽
及
び
屋
上
緑
化
工
事

　　支柱一本が負担する床加重{(㎡当り自重+5,000N)/㎡当りの支柱本数}×0.6 野縁の種類は、19形とし仕上材は、せっこうボード厚さ9.5mm（JIS A 6901「せっこうボード製品」

・5,000N 1.0Gタイプ のGB－Rの難燃2級又は発熱性2級以上）二重張りとする。 項目 品質・性能項目 品質・性能
　　支柱一本が負担する床加重{(㎡当り自重+5,000N)/㎡当りの支柱本数}×1.0                   （２）試験は、内蓋を閉じた状態から自由開放状態にする動作を繰り返し行う。 笠木 材質は、合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるもの。 透水性能は、透水フィルターの材質及び

脚部（脚具、幅木） （３）測定は、上記繰り返し試験において、各50回、100回、300回毎に内蓋の垂れ下がり状態をJIS G 4305「冷間圧延ステンレス鋼板及び鋼帯」に規定する SUS304、SUS430 透水性能 その週の数値が直前の週の数値より高い値を維持し、透水係数の上昇
ロ）振動台試験による耐震性能（設計床高さ≦300mmの場合のみ） 　　　 JIL、SUS443J1とし、仕上げはHL程度とする。 測定する。 傾向を確認できること。 
  　振動台試験において、パネルの脱落や使用上支障をきたす損傷、せり上がり、隙間及び水平移動 壁見切り金物 〈床点検口〉 透水、排水層等構成材の 合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるものであること。 
　がない。 頭つなぎ等で使用するビス類の材質はステンレス製とする。 

床
点
検
口

頭つなぎ等 （品質・性能） （保水層を有する場合は、保水層共） 主要材質 
以下のもの又は同等のものとする

排水層 植物の生育に必要な排水性能を持ち、通気性及び植込み土壌を支え、屋内用屋内外用部材名 材質 （５）耐燃焼性能 　 （３）付属金物
流出しない構造をもつこと。アルミニウム及 JIS H 4100のA6063S-T5受枠材　　建築基準法第２条第９号の規定に基づく不燃材料又は燃焼終了後の残炎時間が0秒 項目 品質・性能 240L/㎡/h以上排水層の鉛直方向の排水性能 びアルミニウム  （表面処理）JIS H 8602のB種又はJIS H 8601のAA15 蓋枠材 （６）帯電防止性能評価値（Ｕ） ヒンジ 

耐荷重性能 　 最大土壌層厚の単位面積当たりの重量の1.5倍以上、かつ、一般メンテ耐蝕性のあるものとする。 合金押出形材　 0.6以上 ラッチセット 
　排水層の許容圧縮強度 ナンス時の上部歩行に際し破壊しないことステンレス鋼製 JIS G 4305のSUS304、 JIS G 4305のSUS430（７）感電防止性能 戸当り 腐蝕の恐れのある材料には防錆処理を施してあるものとする。 4 3×10 N/㎡の載荷重で破損・有害なひずみなど異常のないこと。6 SUS430JIL、SUS443J1 （表面 （表面処理）HL又は2B仕上げ程度 　漏えい抵抗(R)≧1×10　Ω 戸当り部のゴムは、使用に十分耐える材質であるものとする。 

（保水層を有する場合は保水層共） 処理）HL又は2B仕上げ程度（８）歩行感 　　
耐根層 重ね合わせ部を含め、クマザサ等の地下茎伸長力の強い植物に対して鋼製 － 鋼材又はJIS G 3313にﾒﾗﾐﾝ樹脂焼付塗　通常の歩行において空洞音やがたつきがなく、歩行感に違和感がない （４）外観は、JIS A 6512「可動間仕切」の5.b) による。 

３年以上の耐根性能を有し、かつ、耐腐食性及び耐久性のあるもので装若しくは、鉛酸ｶﾙｼｳﾑ錆止めﾍﾟｲﾝﾄ（９）メンテナンス性 　　
あること。(JIS K 5629)の防錆処理を行ったもの　交換が必要な部品については交換できるよう設計されている。 （５）パネル表面材の耐薬品性・耐汚染性・耐ひっかき性・開閉耐久性 

耐根層保護層 材質は、合成樹脂等とし、耐腐食性及び耐久性を有し、かつ、施工中二重蓋の 鋳鉄 JIS G 5501のFC150、FC200品質・性能
項目 及び施工後の耐根層を保護するものであること。ただし､耐根層を保護中蓋（試験方法） 耐薬品性及び耐汚染性 開閉耐久性耐引っかき性 

ｺﾝｸﾘｰﾄ（絶縁ｼｰﾄも含む）の下に設ける場合は省略することができる黄銅   JIS H 3100  C2600、C2720、C2801 （１）耐震性能 JIS K 6902「熱硬化性樹脂高 － JIS A 4702「ドアメラミン樹脂系化
ものとする。目地材 JIS H 3250  C3602、C3604  　１）設計床高さ≦300mmの場合 圧化粧板試験方法」15.2.B法粧板及びメラミン セット」9.4開閉繰

ステンレス JIS G 4305 の SUS304、SUS430J1L、SUS443J1　　試験体ユニット1000mm×2500mm程度 の表6に示された耐汚染性のうち系単一材 り返し試験による
JIS G 4308 の SUS304　　所定の重りの質量　3000N：200kg　5000N：350kg 材料番号3.6.7.8.9.10.17の試験 （試験方法）スイングドア（開閉

22 底板材 ステンレス鋼板 JIS G 4305のSUS304、SUS430JIL、JIS G 4305　SUS430結果の判定は､「変化なし」であ （１）透水フィルタの透水性能 　　加振　0.6G：所定加速度600cm/S 　1.0G：所定加速度1000cm/S 回数10万回）を
コーナー SUS443J1 JIS G 4308のSUS304　２）300mm＜設計床高さ≦600mmの場合 るものとする。また､材料番号1. 　（イ）JIS A 1218「土の透水試験方法」の定水位透水試験に準じたインターロッキングブロック満足すること及び
ピース アルミニウム板 JIS H 4000(A1100P H24) －　　① 固定台による耐震性能試験 2.4.5.11.12.13.14.15.18は､「変 の透水性試験装置の下部に試験体(透水フィルタ)をセットし、その上に砂（JIS A5308「レディミ試験終了時点で
底板 表面処理：陽極酸化塗装複合被　　イ、支柱調整式－支柱分離型・支柱固定タイプの全てのタイプ共、下記の試験方法－１又は、試 化なし又は軽微な変化」である クストコンクリート」付属書Ａに規定する砂）及びシルト＃250を容積比9：1の割合で混合し、高さ構造金物、固定
補強材 膜 JIS H 8601(AA15) 　　　　験方法－２による。 　　 ものとする。又は､これらと同等 80mmの試験容器に加圧せずに均一に充填する。（試験体１体）金具等に緩みの

JIS H 8602(B) 　　ロ、原則として、試験方法－１はﾊﾟﾈﾙ単体設置（Ａタイブ）に適用し、試験方法－２はﾊﾟﾈﾙ連結 以上の性能を有するものである ないこと。 　（ロ）常温で１日置いた後、上部より給水する。給水5日間連続後取り出して自然水切り2日とした
鋼材 － 鋼材又はJIS G 3313にﾒﾗﾐﾝ樹脂焼付塗　　　　設置（Ｂタイプ）に適用するものとする。 ものとする。 給水ｻｲｸﾙを繰り返す。週2回を下回らない測定回数で圧力差の水頭差110mmを保持したまま、１分間の

装若しくは、鉛酸ｶﾙｼｳﾑ錆止めﾍﾟｲﾝﾄ　　② 試験方法－１ ポリエステル樹脂系加工化粧合板、ポリエステル樹脂系化粧 透水量を計量し、透水係数を算出する。なお、乾燥工程の試験室は室温20±3℃　湿度60±5％とする。低圧メラミン樹脂
(JIS K 5629)の防錆処理を行ったもの　　イ、試験は、ｺﾝｸﾘｰﾄ(JIS A 5371ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品 種類：N300)に接着した支柱の頂部 ＭＤＦ、ポリエステル樹脂系化粧パーティクルボードのいずれか 　（ハ）水切り工程は、試験体の入った試験装置を取り出し、試験室内に水が切れる状態で保管する。系化粧板

パッキン材 塩化ビニル系ゴム、軟質塩化ビニル､クロロプレン､スポンジラバー､エチ　　　　に対し、水平方向に適用地震時水平力及び水平最大耐力まで加力し､ 各測定点における水 の品質に適合していること。 　（ニ）各サイクルごとの透水係数の推移をグラフ化し、6週間を過ぎるまでにその週の数値が直前
ロピレン等枠の材質、形状に適した弾力性、密着性を有するもの 　　　　平力、支柱頂部の変形量を測定する。 JAS「合板の農林規格」第８ の週の数値より高い値を維持し、透水係数の上昇傾向を確認できれば目詰まりが解消方向にあるとポリエステル樹脂 JAS「合板の農林規格」第８条

アンカー材 鋼製に電気亜鉛めっき又は防錆塗料を行ったもの　　ロ、加力方向は､支柱要素に対して最も不利な方向とする。試験体数は､3個とする。 判断し、合格とする。系加工化粧合板 特殊加工化粧合板に示された 条特殊加工化粧合板に示さ
取手 黄銅鋳鉄製、黄銅製、アルミニウム押出形材・合金鋳鉄製、ステンレス鋳　　③試験方法－２ （ホ）試験開始後6週間、流水時間合計が30日を越えた時点で透水係数がまだ上昇に転じない場合は、耐汚染性B試験において、試験 れた耐引っかき性B試験にお

鋼品､ステンレス製等ステンレス鋼材､アルミニウム押出形材などで被覆し　　イ、試験は、ｺﾝｸﾘｰﾄ(JIS A 5371ﾌﾟﾚｷｬｽﾄ無筋ｺﾝｸﾘｰﾄ製品　種類：N300)に接着した数ユニットの その後も透水量が増加する方向へ向かうまで流水時間を延長して確認することも可とする。 片の表面に色が残らないこと。 いて、きずの深さの平均値が
た、合成樹脂製のものは、衝撃による変形・割れが生じないものとする 　　　　支柱の頂部に対し、水平方向に数ユニット分相当の、適用地震時水平力及び水平最大耐力 （２）排水層の耐荷重性能 が10μm以内であること。

4鍵 黄銅製、ステンレス製、亜鉛合金製とする 　　　　まで加力し、各測定点における水平力、支柱頂部の変形量を測定する。加力方向は､支柱要 　（イ）最大土壌層厚の単位面積当たりの重量の1.5倍かつ3×10 N /㎡の等分布荷重による加圧試験ポリエステル樹脂 JIS A 5905「繊維板」の表18の規定に適合していること。
施錠・開錠は、鍵又は開閉用ハンドル式とする 　　　　素に対して最も不利な方向とする。 を行ない、排水層及び耐根層等に有害な変形・破壊の起きないことを確認する。又その時の圧縮応力系化粧ＭＤＦ

蓋の耐荷重性能 蓋中央部が荷重値Pn=1,000Nにおいて残留たわみが点検口の有効径の　　ロ、最終的に水平力を支持する支柱の本数で除した値を、支柱１本当たりの水平力とする。 に対する歪み（％）を測定する。（保水層を有する場合は保水層も対象とする。） ポリエステル樹脂 JIS A 5908「パーティクルボード」の表11の規定に適合している
0.08％以内であること。 　　　　また、800mm×800mmに荷重板3,200 N（5,000 N/１㎡ 相当）を１箇所設ける。試験体数は､ 　（ロ）試験体は耐根層から透水層までを通常使用状態にセットした3体とする。加圧速度は系化粧ﾊﾟｰﾃｨｸ こと。
受け枠、蓋その他の使用上支障がないこと。 　　　　１セットとする。 10㎜/min以下とする。ﾙﾎﾞｰﾄﾞ
破壊荷重は、荷重値のPnの2倍以上であること 　　④零点補正及び測定記録

受け枠寸法の許容差　±0.5mm 　　　 試験体と試験機の隙間等を除去するため、始めに適用地震時水平力の1/2程度の水平力を （試験方法） 
蓋付寸法の許容差　±0.5mm 　　　 加力した後、速やかに除荷して“０”にした状態を零点とする。また、水平力による各測定 （１）ヒンジは、JIS A 1510-2「建築用ドア金物の試験方法－第2部：ドア用金物」に規定する試験
受け枠と蓋枠のクリアランス　片側2.0mm以内 　　　 点の荷重及び変形曲線を測定し記録する。 　 　による。
（試験方法） （２）戸当りの衝撃試験は、JIS A 1510-2に規定する試験による。 
耐荷重試験 　      ３）共通事項 　　
　試験体は、張物用とし、600mm角程度、枠見込みは、40mm以下とする。 　

　試験は、蓋枠の四周を支持させ、蓋の中央部にφ50mmの加圧板を設置し、加圧する。 　 〈屋上緑化軽量システム〉繊維素材：ナイロン100 ％ 
煙
突
ラ
イ
ニ
ン
グ

　本試験前に200Nを加圧した後、本試験を行う。 　 （品質・性能）〈煙突用成形ライニング材〉パイル長：3.0mm～4.0mm
　本試験は、1,000Nで加圧、荷重除去を3回繰り返し行った後、その後試験体が破壊する（終局荷重） 項目 品質・性能（品質・性能）全厚：6.0mm～7.0mm
まで加圧する。 測定は、蓋中央部にかかる加圧を200N増す毎にたわみと受け枠の変形その他の異常 透水、排水層等構成材の 合成樹脂等で耐腐食性及び耐久性のあるものであること。 人体耐電圧：２KV以下 種類 ・　ゾノトライト系けい酸カルシウム ・　心材付き繊維積層ライニング材
について1,000Nまで3回繰り返す。 主要材質 （保水層を有する場合は、保水層共） 　　ライニング材

 透水層 目詰まりにより植物の生育に支障を生じることがなく、植え込み用土を適用安全使用温度 ・400℃　・650℃ ・400℃　・650℃〈移動間仕切〉 〈グレーチング〉
移
動
間
仕
切

流出させない構造であること。加熱線収縮率 2.0％以下 2.0％以下（品質・性能及び試験方法）
グ
レー

チ
ン
グ

（品質・性能等）
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2 2 排水層 植物の生育に必要な排水性能を持ち、通気性及び植込み土壌を支え、曲げ強度 0.8N/mm 以上 2.0N/mm 以上（１）パネル（表面材、心材、フレーム材、幅木、笠木及び補強材）及びハンガーレールは、JIS A
排
水
工
事

＜鋼製グレーチング＞以下のもの又は同等のものとする
2 2 流出しない構造をもつこと。項目 品質・性能圧縮強度 2.0N/mm 以上1.0N/mm 以上 6512「可動間仕切」の表９又はこれらと同等以上の品質性能を有し、かつ、接触腐食をおこさないも

排水層の鉛直方向の排水性能 240L/㎡・h以上ｽﾎﾟｰﾘﾝｸﾞ性 試験体に亀裂の発生、剥離あるいは脱落等がないものとする。の又は防食処理を施したものとする。 ﾒｲﾝﾊﾞｰ､ｻｲﾄﾞﾊﾞｰ JIS G 3101　SS400 
耐荷重性能 一般メンテナンス時の上部歩行に際し破壊しないこと。 透水性 試験体裏面に水滴が生じないものとする。 （２）吊りボルト 及びｴﾝﾄﾞﾌﾟﾚｰﾄ

4
　　　排水層の許容圧縮強度 3×10  N/㎡以上の載荷重で破損・有害なひずみなど異常のないこと。耐酸性 試験体に形状変化が見られず、崩壊する危険性がないものとする。 　JIS B 1051「炭素鋼及び合金鋼製締結用部品の機械的性質一第一部：ボルト、ねじ及び埋込みボル クロスバー JIS G 3101 SS400及びJIS G 3505 「軟鋼線材」SWRM

（保水層を有する場合は保水層共） 石綿 使用不可。 ト」による。 受け枠用アングル材 JIS G 3101 SS400及びJIS G 3132 「鋼管用熱間圧延炭素鋼鋼帯」SPHT 
耐根層 重ね合わせ部を含め、クマザサ等の地下茎伸長力の強い植物に対しﾗｲﾆﾝｸﾞ材とｺﾝｸﾘｰﾄ 100℃以下とする。 （３）パネルの外観 溶融亜鉛めっきの JIS H 8641「溶融亜鉛めっき」による試験において溶融亜鉛めっきの付着量が

て３年以上の耐根性能を有し、かつ、耐腐食性及び耐久性のあるものの境界温度 　JIS A 6512「可動間仕切」5.a)～c)による。 付着量 HDZ40以上又は、HDZ 50以上
であること。（４）ホルムアルデヒド等 受け枠用アングル材 塗装仕上げとする場合は、樹脂系塗料 

耐根層保護層 材質は、合成樹脂等とし、耐腐食性及び耐久性を有し、かつ、施工中　JIS A 6512「可動間仕切」7材料による。 （試験方法） アンカー 間隔　側溝の場合500mm内外 
及び施工後の耐根層を保護するものであること。ただし､耐根層を保護（５）パネルの操作性 （１）スポーリング性試験 　 ふた 幅及び長さの許容差　±3.0mm 

ｺﾝｸﾘｰﾄ（絶縁ｼｰﾄも含む）の下に設ける場合は省略することができる　パネル操作の初動力は98 N 以下とする。 　適用安全使用温度（300 ℃）から適用安全使用温度まで100℃間隔で30分間加熱冷却を繰り返し、 荷重性能 設計荷重の1.5倍までの加力に対して、溶接部のはずれ等その他の異常がない

ものとする。（６）耐衝撃性 各温度設定時の加熱後及び冷却時の試験体亀裂、剥離、脱落の状況を観察する。（試験体は完成品 ものとする 
                              　　　　　　質量50㎏における衝撃試験において構造部材の折れ、曲りの異常がなく、表面の割れ、はがれのな とし、サイズは内径600mm×長さ1000mm程度とする。） ＜ステンレス製グレーチング＞

項目 品質・性能いものとする。また、接点・接床部が外れないこと及び多少のずれがあっても圧接装置の調整で元に （２）透水性試験 　 （試験方法）

戻せるものとする。 　JIS A 5430「繊維強化セメント板」10.6透水性試験による。 メインバー、JIS G 4303、JIS G 4304、JIS G 4305、JIS G 4308、JIS G 4318のSUS304又は （１）排水基盤の耐荷重性能 
4

（７）遮音性能 （３）耐酸性試験 クロスバー JIS G 4304、JIS G 4305のSUS430J1L 　（イ）3×10 N /㎡の等分布荷重による加圧試験を行ない、排水層及び耐根層等に有害な変形

　遮音性試験は JIS A 6512に適合する透過損失単位による各区分ごとに、500Hzの音について透過損 　1.0％濃度の硝酸及び硫酸水溶液に下記の方法で浸せきした後、試験体の外観を調べる。 エンドバー、JIS G 4303、JIS G 4304、JIS G 4305、JIS G 4308、JIS G 4317、JIS G 4318のSUS304、

失の規定値に適合するものとする。 　試験は、試験体を温度20℃、湿度60％の試験室に24時間以上静置した後、酸水溶液に1週間（168 サイドバー JIS G 4320 の SUS304 又は JIS G 4304、JIS G 4305 の SUS430J1L （保水層を有する場合は保水層も対象とする。） 

（８）パネル圧接装置の耐久性 時間）浸せきする。（ただし、酸水溶液は48時間毎に交換する。）その後、48時間以上温度20℃、 受け枠用 JIS G 4304、JIS G 4305、JIS G 4317、JIS G 4320 の SUS304又はJIS G 4304、 　（ロ）試験体は耐根層から透水層までを通常使用状態にセットした3体とする。加圧速度は 

　パネル圧接装置の固定・解除は、7,500 回の繰返し耐久試験実施後、質量50kg衝撃試験で異常の 10㎜/min以下とする。 湿度60％の試験室に静置した後に外観観察を行う。（試験体のサイズは、100mm×50mmとする。） アングル材 JIS G 4305 の SUS430J1L

ないものとする。  （４）熱伝導率測定 　 アンカー JIS G 3101 SS400、塩害の多い地区は塩害に対する防錆処理を行う。

（９）レールの耐久性 　JIS R 2616「耐火断熱れんがの熱伝導率の試験方法」による。 間隔　側溝の場合500mm内外 
表面仕上げ レールは普通パネルで吊り車の通過回数30,000回以上で異常のないものとする。 試験設定温度は100 ℃、150 ℃、300 ℃、450 ℃、600 ℃とする。 2B程度
ふた 幅及び長さの許容差　±3.0mm 
荷重性能 設計荷重の1.5倍までの加力に対して、溶接部のはずれ等その他の異常がないものとする 

          試験に使用する表面仕上材

            種類：タイルカーペット

            パイル携帯：ループパイル

            パッキング素材：塩化ビニル樹脂

            単位質量：4.0㎏/㎡～64.0㎏/㎡

JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質の内、耐蝕性のあるものとする。

JIS A 6512「可動間仕切」の表9に対応する材質の内、耐蝕性のあるものとする。

  表面処理　陽極酸化皮膜JIS H 8601(AA6)又は同等の性能を有するもの

外枠の取付け金物 

　イ）溝ふた　　横断用　T-20～T-2のうち1体

　　　　　  　　歩道用　　　　　 のうち1体

　　　　    　　側溝用　T-20～T-2のうち1体

　ロ）Ｕ字溝用　側溝用　T-14～T-2のうち1体

　　　        　歩道用　　　　　 のうち1体

破壊の起きないことを確認する。また、その時の圧縮応力に対する歪み（％）を測定する。

建築材料等品質性能表　（２）

設計年度
株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

建 築 計 画 研 究 所

A14令和８年
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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A1:

A3:

適
　
用

直接仮設

関係官公署への申請手続

関係官公署の各種負担金

項　　　　　目
建
　
築

本設受電後引渡までの電気使用料金

太陽光売電メーター取付負担金

本設受電後引渡までの電気主任技術者の配置

同上の補強

同上の穴埋

鉄骨鉄筋コンクリート造の梁貫通スリーブ

同上の補強

同上の穴埋

鉄骨造の梁貫通スリーブ

同上の補強

同上の穴埋（区画貫通部）

外壁貫通部の防水スリーブ

同上の配管後の防水シーリング

設備機器設置用のコンクリート基礎

設備機器設置用のアンカ用孔開及び箱入

設備機器設置用のアンカ及び埋戻

設備機器設置用の鋼製架台

同上の連通管及び槽内通気管

同上の槽外通気管

同上のマンホール及び蓋

同上の点検口タラップ

同上の槽内防水及び清掃

同上の設備

内部足場（軽微なものは除く）

屋外へのコンクリート配管取出口

同上の配管後開口部ふさぎ

同上の配管廻のシーリング

設備機器設置用のコンクリート基礎の仕上

同上の外壁支持金物

給・排水設備の工事完了後の検査手数料

本設給・排水設備、ガスの引渡までの使用料金

井戸(鑿泉)工事

外壁ガラリの取付

同上のダクト接続用金物

同上のダクト及び接続

建具ガラリの取付

同上のダクト接続用金物

同上のダクト及び接続

コンクリート躯体の水槽類（ピット含む）

電
　
気

空
　
調

衛
　
生

土
　
木

別
　
途

基本料金を含む

適
　
用

ｺﾝｸﾘｰﾄ基礎上に設置
するH鋼含む

項　　　　　目
建
　
築

排煙口・給気口・ダンパー等の制御機構

同上の防災盤までの制御監視用配管配線

自然排煙口及び手動開放装置（排煙ｵﾍﾟﾚｰﾀｰ）

マーブルカウンター及びフロントパネル

手洗い乾燥機

洗面化粧台

同上配管

同上配管

同上配線

便所等の化粧鏡（オーダー品）

便所等の化粧鏡（既製品）

便所内　手摺（既製品）

便所等の面台

便所等の照明用ボックス

多目的便所の鏡(既製品）

ステンレス流し台

便所等の下地補強（全て）

ユニットシャワー、ユニットバス

同上設置・機器取付

便所内等　ﾁｬｲﾙﾄﾞｼｰﾄ、ﾍﾞﾋﾞｰﾁｪｱｰ（既製品）

同上への給排水ガス配管及び接続

同上用電源及び接続

同上の機器取付

防火シャッターの感知器、制御盤および
予備電源

防火シャッターの２次配線

防火シャッターの閉鎖装置

同上の防災盤までの制御監視用配管配線

電
　
気

空
　
調

衛
　
生

土
　
木

別
　
途

適
　
用

天井扇・照明含む

項　　　　　目
建
　
築

液面警報盤

水槽用液面制御用電極

同上の配管配線

同上１次側電源工事

同上２次側電源工事

空調、衛生設備用一般電動機

換気扇（一般用）

換気扇（24時間換気用）

同上SW及び配線

同上SW及び配線

同上SW及び配線

電動カーテン、ロールスクリーン等

同上の１次側電源供給

配管配線
同上の操作ボックスから駆動部までの

舗装工事

植栽・ﾌｪﾝｽ・白線

雨水排水の縦樋及び最寄会所への接続

雨水排水の会所桝及び屋外排水管

雨水排水の会所桝の蓋

汚水排水の会所桝及び蓋

化粧蓋の場合の化粧仕上

消火器ボックス（消火栓箱と共用）

消火器（ＡＢＣ－１０型）

消火器（大型）

擁壁

側溝

手摺(外構)

車止め

電
　
気

空
　
調

衛
　
生

土
　
木

別
　
途

一般天井の設備機器取付用穴開

設備機器用取付用の壁及び天井の補強

天井及び床の点検口

PS、EPS、DS等の点検口及び点検扉

各所の穴開部の墨出し

各所の穴埋

アクセスフロアの穴開け加工

アクセスフロアの設備機器用架台

アクセスフロア下部のｾﾙﾌﾚﾍﾞﾘﾝｸﾞ材（ＳＬ）

空調工事
ベントキャップは

全熱交換ユニット

ｶｰﾃﾝ、ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞ等

外壁ベントキャップ等の周囲シーリング

ベントキャップ部等の鋼板外壁穴明け

同上の端末機器取付

同上の配管配線

防犯カメラ装置
（防犯カメラ、モニター、録画装置等）

（架台含む）
受変電設備　本体

同上の配管配線

消火器ボックス（露出型）

消火器ボックス（半埋込型）

消火器ボックス（全埋込型）

同上の基礎工事

消火器ボックス（屋外用箱型）

ミニキッチン

サイン類の本体（非電照式）

サイン類の本体（電照式）

電気錠本体

同上の制御盤・操作盤

同上の配管配線

同上の１次側電源供給

同上の結線

エレベーターの各階出入口の開口補強

エレベーターの各階押釦等の穴開

エレベーターの電源供給

鋼製ファスナープレート（S造）
エレベーターの昇降路内の

エレベーターの昇降路内の
鋼製の中間ビーム（S造）

エレベーターの昇降路内の配線

エレベーターの昇降路外の配管

エレベーターの昇降路外の配線

エレベーターの監視盤

エレベーターの昇降路内の点検用タラップ

同上の1次側電源供給

〈ステージ〉

電動スクリーン

プロジェクター

下地

〈太陽光発電〉

太陽電池モジュール

同上架台

非常コンセント用ボックス

調理室カウンター収納の水栓

換気扇含む

同上へのダクト及び接続

備　　　考 備　　　考 備　　　考

鉄筋コンクリート造の
梁・壁・床のスリーブ及び箱入（図示部分） 口・通気口は建築工事

配管ﾋﾟｯﾄの人通口・通水

取付配線は電気工事

ﾃﾝﾄ類は備品工事
桝は衛生工事

に含む
トラップは流し台

設備機器用の壁材の穴開

設備機器用の壁材の穴開

設備機器用の壁材の穴開
（ボード等の場合）

（石・タイル等の場合）

（鋼板パネル・ガラス等の場合）

鋼板製型枠床の設備機器取付用穴開及び補強

ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚ

点状ﾌﾞﾛｯｸ(外構)

外部物置

自転車置場

工　事　区　分　表

工 事 区 分 表 ・ 提 出 書 類 表

ｶｰﾃﾝﾎﾞｯｸｽ、ﾌﾞﾗｲﾝﾄﾞﾎﾞｯｸｽ 等

設計年度

A15令和８年

建 築 計 画 研 究 所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

株式会社

〈舞台装置〉

ブドウ棚鉄骨部材一式

バトン・幕等、吊り物一式

手動ウィンチ

歩道の補修

車道の補修

提　　　出　　　書　　　類　　　表

着

工

時

　現場代理人・(専任)主任技術者・監理技術者補佐届・(専任／特例)監理技術者届★★

　着工届★

項 目

契

約

書

類

   　※CD・DVDは、完成成果品書類の赤ﾌｧｲﾙに、2穴付き不織布ｹｰｽ（ｻﾝﾜｻﾌﾟﾗｲ FCD-FRBD50W）で同梱すること。
   　※最新のパターンファイルを適用したウイルスソフトでスキャンしたものに限る。

(1)上表の完成成果品書類欄の各書類は、原則、紙面で市指定の表紙（指示・承諾・協議・提出・報告書）を付して、2部（正・副）提出し、
　 決裁された1部（正）を完成成果品とすること。
(2)完成成果品書類の電子データは、完成時にまとめてCD又はDVD（本体共）にて提出すること。

(3)完成成果品書類は、背幅伸縮ﾌｧｲﾙ(ｺｸﾖ ﾌ-V90 ｻｲｽﾞ：A4-S)に上表の赤ファイル、青（灰）ファイル別に綴り、市指定の表紙を貼ること。
(4)完成成果品書類のファイルが5冊を超える場合は、市指定の収納箱に入れて提出すること。
(5)★印の書類は、https://www.city.ogaki.lg.jp/0000007329.htmlに掲載。

　請負代金内訳書　　　※発注者が指示した場合に限る　約款第3条

完

成

時

★　完成届

　工程表(ﾈｯﾄﾜｰｸと出来高予定を含む)　※契約後10日以内★

　各種工事保険証書の写し　※火災保険、建設工事保険　約款第58条

　工事写真

　完成写真（着工前・完成）　※ﾄﾚｰｼﾝｸﾞﾍﾟｰﾊﾟｰなし　1

赤

フ

ァ

イ

ル
5

4 　現況調査報告書（現場着手前の周辺道路、水路、境界構造物、KBM等を調査し、現況写真を添付）

　施工図

3

2

1

　　・施工体系図　　※県第19号様式

　　・施工体制台帳　※県第18号様式

　　・工種別の施工計画書（施工要領書）

　　・総合施工計画書

　施工計画書

3
　　・全体工程表、実施工程表、月間工程表、週間工程表（休日、夜間作業届を兼ねる）

　工程表

　保証書・取扱説明書　　※保証書の保証開始日は、引渡し日（完成検査合格日）

　　・安全管理状況写真

　完成図

　請求書★

★

　産業廃棄物関係書類

　　・産業廃棄物処理委託契約書（写し）

2

4

5

　　・作業員名簿　　※県第18-2号様式

　　・道路使用許可等の関係機関の許可書の写し

　安全管理・安全教育

　　・出荷証明書（メーカー出荷証明書、納品書、ミルシート等）

　　・設計図書の疑義による協議書および指示書

　　・打合せ記録簿（定例会議、個別会議）

　打合せ記録

　　　※材料資料（メーカーカタログ、大臣認定書、JIS規格書、コンクリート配合計画書等）

　　・材料承諾書（全ての材料）

　　　※設計数量と計画数量の対比表

　使用材料

　　　※建物位置・高さ、杭芯ズレ、基礎寸法、鉄筋外観、鉄骨建起し、内装墨位置等

　　　※コンクリート強度試験、鉄筋（鉄骨）超音波探傷試験、塗膜厚測定試験、VOC環境測定試験

　　・工種別の試験結果報告書

　　・工種別の品質管理資料（品質管理図、基準値対比表、写真）

　品質管理

　　・工種別の出来形管理資料（出来形管理図、測定結果一覧表）

　　・月毎の工事履行報告書（出来形率、工程表、写真）　※補助工事または工期6ヶ月超の工事

　出来形管理

　　・再生資源利用計画書、再生資源利用促進計画書

　　・再生資源利用実施書、再生資源利用促進実施書　※提示のみ

　　・安全教育実施報告書、安全巡視、TBM、KY等の実施記録、新規入場者教育の実施書　※提示のみ

　　・使用機械・工具・車両等の点検等、過積載防止の記録簿　　　　　　　　　　　　 ※提示のみ

　建設業退職金共済制度関係

　　・建設業退職金共済制度掛金収納書

　　・建設業退職金共済制度掛金充当実績総括表　※提示のみ

　工事保険関係

　　・火災保険、建設工事保険証券の写し（保険の範囲がわかる約款、カタログ等も添付）

　工事特性・創意工夫・社会性等に関する実施活動

　　・実施状況報告書　※実施した場合

　　　※工期短縮の工夫、品質向上の工夫、地域社会や住民に関する貢献等

　各種法令等に基づく書面関係

　　・工事に必要な官公署等への届出書類

　その他

　　・監督員通知書

　　・上述No.1～16以外の工事書類（提出書、報告書ほか）

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

6

17

完

成

成

果

品

書

類

　家屋調査報告書（事前、事後）　※別ﾌｧｲﾙ可

　再生資源関係書類（COBRIS）　※請負代金100万円以上

　施工体制関係書類

　出来形届書　　※支払いがある場合にその都度

　　・工種別写真（着工前・中・完成）

　　・標識･掲示写真（建設業許可票、労災保険関係成立票、施工体系図、下請負人に対する通知、建退共制度事業主の現場標識、

　　　　　　　　　　 緊急時連絡票、作業主任者選任表示板、建基法による確認表板、解体工事業者登録票、石綿事前調査結果、

　　　　　　　　　　 石綿使用した建築物の解体工事のお知らせ、再生資源利用促進計画書、工事表示板（W900*H1200））

　　　　　　　         ※全体および拡大写真

※廃棄物処理法施行令第6条の2 

　　・中間･最終処分場までの運搬経路図、写真

・主任（監理）技術者の資格要件を証明する書面、雇用を証明する書面

・契約書の写し（元請け、下請け全て）

・処理業者（収集･運搬･処分）の許可証（写）

・産業廃棄物管理表（ﾏﾆｭﾌｪｽﾄE票）　※掲示のみ

　　・工事検査報告書（社内検査、建築課検査）

　完成写真(着工前・完成)　※ﾄﾚｰｼﾝｸﾞﾍﾟｰﾊﾟｰ付(完成写真の方に色付け、撤去部分：青、新設部分：赤)　写真撮影方向を示す図面添付

　　・解体工事等に係る調査結果説明書　（大気汚染防止法第18条の15第1項）

　　・特定粉じん排出等作業結果報告書　（大気汚染防止法第18条の23第1項）

灰

フ

ァ
イ

ル（

補

助

工

事

は

青

フ

ァ

イ

ル）

　　・休日取得計画工程表、休日取得実施書、週休2日制工事（現場閉所）報告書　等　（大垣市発注の週休2日制工事要領第4条）

　※(専任)主任技術者・監理技術者補佐届は、資格要件のわかる書類添付 （経歴書または資格証の写し）

　R08.4～

　※(専任／特例)監理技術者は、監理技術者有資格者証の写しを添付

　※現場代理人届に、直接的な雇用関係がわかる書類を添付

　※各種技術者届に、直接3ヶ月以上の雇用関係がわかる書類を添付

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

https://www.city.ogaki.lg.jp/0000007329.html
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縮 尺設計年度

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸

隣地境界線
隣地側溝

隣地建物庇ﾗｲﾝ

物置

　　仮囲い養生をすること。

・　工事完成後、工事使用範囲及び搬入出路は原形復旧すること。

・　仮設計画にあたって、工事着工に先立ち仮設計画図を作成し、監督員の承諾を受けること。

　  関係者・関係車輛の動線に留意し、計画すること。

・　既設工作物等を傷めない様に養生して施工すること。

改札

自動販売機

隣
地

境
界

線

隣
地

境
界

線

凡　例

くさび緊結式足場(       )＋養生ｼｰﾄＷ600 ※手摺先行型

鉄板敷き（工事車両用スロープ）　22×3,028×1,524 3枚

・　工事期間中の主要資材の搬入出時等には、必要に応じて 各要所に誘導員及び

ｸﾛｽｹﾞｰﾄ W=9,000,H=3,000程度

・　施設出入口については、事前に工事監理者及び施設管理者と協議し、通行を安全に行えるよう

樹木撤去 樹木撤去

仮囲い成形鋼板 H=3,000　

・　路線バスの運行に支障がないよう留意すること。

街灯一時撤去

歩車道境界縁石一時撤去

2
0
0

RCにて高さ調整

1,524

仮設計画図　　S:1/250

歩車道境界縁石部断面図　S=1/30

（既設断面図）

（仮設断面図）

2
22

鉄板敷き t=22

・　通勤、通学時の工事車両の出入りは原則なしとすること。

・　鉄板敷き範囲内の樹木は撤去し、工事完成後復旧（クスノキ3.0～4.0ｍ）とすること。

解体工事　２ヵ月

※特記事項

※仮設設置期間

新築工事　５ヵ月

　　合計　７ヵ月

歩行者用通路

1
,8

0
0

9,000
工事車両出入口

8
,
50

0

8,
50

0

鉄板敷き　22×3,028×1,524 32枚

22,000

歩行者動線

街灯一時撤去

令和８年 A16

Ａ型単管バリケード（転倒防止措置）

　　Ａ型単管バリケ－ドを配置して、歩行者の安全確保を図ること。

歩行者安全通路マット　幅600×2列　（点字マット共）

人権看板一時撤去

・　人権看板は一時撤去の上、復旧とする。位置は監督員の指示による。

タイル舗装撤去

駅後方施設

隣地建物
※家屋調査対象建物

隣地建物
※家屋調査対象建物

歩行者用スロープ　1.8ｍ×1.5ｍ程度

歩車道境界縁石　一時撤去範囲（端カッター入れ共）

・　迂回路及び危険啓発の看板を設置すること。

工事仮設計画図

歩行者動線

Ａ型単管バリケード

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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A1:

A3:

年度

月

工 程 ス テ ッ プ 図

起案・入札

　STEP1 　STEP2

事業ＳＴＥＰ

改

築

事

業

備品・検査等

　STEP3 　STEP4

準備期間

準備期間

★計画通知 完了検査

★新築工事　完成検査

設計年度 建 築 計 画 研 究 所株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸令和８年

R8年度

新

築

工

事

既設建築物解体

契約等

建築主体

電気設備

衛生設備

仮設工事

運

用

開

始

換気設備

切回し配管

給排水

基礎、躯体工事 建築外構工事

　（建・電・衛・換）

準備期間

準備期間

STEP2 STEP4STEP3

駅後方施設

隣地建物

改札

物置

【ＳＴＥＰ１概要】 【ＳＴＥＰ２概要】 【ＳＴＥＰ３概要】 【ＳＴＥＰ４概要】
　●解体工事 　●解体工事～基礎工事まで 　●新築（基礎、躯体工事） 　●建築外構工事

【凡例】 ：仮囲い 成形鋼板 H=3000程度(特記なき限り)

：歩行者用マット養生：Ａ型バリケード

：くさび緊結式足場+養生シート（防音シート）

自動販売機

既設建物

：鉄板敷養生 ：鉄板敷養生（工事車両用スロープ）

：歩行者用スロープ ：歩行者動線 ：工事車両動線：クロスゲート W=9000 H=3000程度

駅後方施設

隣地建物

改札

物置

自動販売機

駅後方施設

隣地建物

改札

物置

自動販売機

新設建物既設耐圧盤
隣地建物隣地建物隣地建物

駅後方施設

隣地建物

改札

物置

自動販売機

新設建物
隣地建物

仮設撤去工事

A17

安全祈願祭

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

仮設工事

準備期間家屋調査
 解体工事

給排水切回し配管

　契約締結

STEP1

7 8 9 10 11 12 1 2

（R8年8月上旬～9月下旬） （R8年10月初旬～R8年10月中旬） （R8年10月中旬～R9年1月下旬） （R9年1月初旬～R8年2月中旬）
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A1:

A3:

126

23

121の2

35 119

勾　配（　　　／　　　）≦　1/8

路上広場・　

屋外階段

廊下幅

バルコニー等の手摺

階段に代わる傾斜路
表面仕上材（　　　　　　　　）

26

階段及び踊場の

手すり 中間手すり　・ 設置[幅・高さ　3ｍ・1ｍをこえる]　・ 不要
25

　 ふみ幅（　　　　ｍ）≧　1.2　ｍ

踊場の位置及び

直階段のふみ幅
24

階段・踊場の幅

蹴上・踏面寸法
36 23

直通階段・歩行距離
120

125

避難階段の設置

及び構造 ・ 特別避難階段[15階以上、地下3階以下]　　・ 該当せず

122

123

２以上の直通階段
121

35
1～3

構　造（　　　　　　　　　）[耐火構造又は不燃材料]
無窓居室の

主要構造部

35

の3

窓その他開口部を

有しない居室等
35

116

の2 　　　　　・無し

換気設備(自然換気)
給気口高さ（ ｍ）／　天井高（ ｍ）≦　1/2

排気口高さ（ 　　 ｍ）＞　給気口高さ（ ｍ）2の6

129の

換気設備の

技術的基準

火を使用する居室の有無　・有 － 室名（　　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　・無

　　　　　　　　　　　　　　　　換気方法（　　　　　　　　）
20の

2,3

居室の採光及び換気 28 [別表の計算書による]

屋根葺材
・施行令第109条の5区域　構造（　　　　）屋根材（　　　　　）

・区域外　　　　　　　[耐火・準耐火以外の屋根は告第1361号]
22

・地域外

　 地上3階又は500㎡を超え1,500㎡以下準耐火]

　[地上4階以上又は1,500㎡を超えるもの耐火、

　[階数3・面積100㎡以上耐火、左記以外準耐火又は耐火]

地域・規模による

構造制限

61

62

審査項目 チェック 判 定
法令条項

法 令

耐
火
・
準
耐
火
構
造
等

居
室
の
採
光
・
換
気
等

階
段
・
廊
下

防火区画

防火区画・竪穴区画 その他の部分と防火区画

36 112

112

-9

防火区画に

接する部分の構造等 [準耐火構造・告第1369号]

112

-10

防火区画を貫通する

ダンバーの構造等
ＡＭ　Ｎｏ．　（　　　　　図）による

112

-16

防火戸その他の

防火設備
109 延焼の恐れのある部分

・無

・有　開口部の構造（　　　　　　）

居室の面積　100㎡（すべて居室）　・超えない　・超える

超える場合の措置法　（・防煙壁を設置　）　・不要（学校等）

居室の排煙面積　1/50　・以上　・以下も有り

以下の場合の措置法　（・　　　　　　　　　　　　）

排煙設備の設置 35
126

の2

排煙設備の構造
排煙口までの距離（　　　　ｍ）≦　30ｍ

操作位置（高さ）壁付1.5ｍ　≧（　　ｍ）≧　0.8、

　　　　　　　　天井吊下げ（　　ｍ）≦　FL＋1.8ｍ

排煙口面積[　　　　　　　　] ・全て自然排煙 ・一部機械排煙

126

の3

非常照明の設備

・設置　　[3以上500㎡を超える、又は延1,000㎡を超える]

非常用進入口の設置

35
126

の4

126

の6

非常用進入口の構造
代替進入口の幅、高さ、又は大きさ126

の7

制限を受ける

特殊建築物

・１．3階建以上、延べ500㎡を超える

・２．2階建延べ1,000㎡又は平屋建延べ3,000㎡を超える

・３．耐火構造以外でこんろ、ﾎﾞｲﾗｰ等火を使用する部屋がある

35

の2

特殊建築物の内容
上記に該当する場合

廊下・階段・通路の壁・天井の仕上げ材

129

避雷設備
129

の14

防
火
区
画
・
防
火
戸

排
　
煙

非
常
照
明

非
常
用
進
入
口

内
装
制
限

審査項目
法令条項

法 令
チェック 判 定

消火器具

・不要

・設置[延300㎡を超える又は地階･無窓階･3階以上で床面積50㎡以上]17 10

11屋内消火栓設備

・不要

水噴霧消火設備等
発電機室･電気室･ボイラー室等の面積(　　　 ㎡)

・設置[200㎡以上]　　・緩和申請する　　・不要

13～

18

屋外消火栓設備 19

消防法（令）建築基準法（令）

建物名

敷地面積

構造・規模

建築面積

延べ床面積

軒の高さ

最高の高さ

建基法　　　　　43条

建基法 56条・56条の2

法令・条項

都計法

その他の法令・条例

容積・建ぺい率（全施設）

都市計画区域

敷地等と道路との関係

用途地域

建築物の高さ

防火地域等

騒音規制、各種保全地域、

宅地規制、公園法、その他

項目 該当事項 項目

防火対象物

建
築
概
要

地
域
・
地
区
等

そ
の
他
確
認
事
項

斜線

日影

・ 3ｍ以上に付き踊場を（　 　）カ所 設ける、

直通階段の構造（ 鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造 ）　　[木造以外]

条例等による制限の

附加の有無
無し

摘要

27

自動火災報知器設備
・設置[延500㎡以上又は２の床面積300㎡以上] ・不要

21

非常警報設備 24 ・設置　地階階数3以上、収容人員50人以上　　・不要

　　　　[但し自火報設備無し]　　　　　　[又は自火報設備有り]

[避難口・通路誘導灯]

誘導灯・誘導標識 地階　・有　・無　　無窓階　・有　・無

　　　・設置　　　　・不要
[誘導標識]

避難口までの歩行距離（　   　ｍ）≦　30ｍ

　　　・設置　　　　・不要

26

消防用水
・設置[１.が2万㎡以上かつ２.が耐火構造で1.5万㎡以上]　・不要

１．地階の床面積合計（　0　㎡）

・設置[１．の面積700㎡以上]　　　・不要
連結散水設備

28

の2

無窓階 ・各階共床面積の1/30以上有り
規則

5-2

緩和適用条項 32

警
報
設
備

避
難
設
備

・屋内消火栓設備　　・屋外消火栓設備　　・水噴霧消火栓設備等

軽油・重油・潤滑油等の使用量及び保管場所

・少量危険物

・一般取扱所　　　　　　室名（　　　　　　　）

・貯蔵所

危険物の量　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

構造及び仕上（　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

10危険物の制限等

危
険
物

そ
の
他

消
火
設
備

・消防用水　　　　　・連結散水設備　　　・自動火災警報装置

・防火地域－階数（  ）延面積（   ㎡）構造（    )

そ
の
他

廊下の構造

階段の構造

傾斜路の構造

出口の構造

24

25

26

27

県
条
例

通行の支障となる段　　　・有　　・無

廻り段　　　・有　　・無

手　摺　　　・有　　・無

高低差　　　・有　　・無

　傾斜路：幅 (　　) ≧ 1.2m　　勾配 (　　) ≦ 1/20

　　　　　　　その他の階（        ㎡ ）＞ 200 ㎡

地上（ 1 ）階、地下（　）階 ・避難階段[5階以上、地下2階以下]

直通階段　　：歩行距離（    ｍ）≦ 60 ｍ ・10ｍを加えている

小学校の生徒用のもの　幅（     ）cm　≧　140　cm

蹴上（    cm）≦　16 cm、　踏面（    cm）≧　26 cm

階高（  ）ｍ　・ 4.0 ｍまで

一般手すり　・ 設置

直通階段の幅（    cm）≧ 90 cm、その他の階段（　　cm）60 cm

　　　　　　　　　　　代替進入口の間隔（    ｍ）≧ 10ｍ

（    ｍ ≧ 0.75ｍ、     ｍ　≧ 1.2ｍ、　　　≧ 直径1.0ｍ）

地階階数（　0　）　収容人員（　    　人）

避難上消火活動上有効な開口部　　　

・設置[耐火構造で2,100㎡以上又は無窓階で床面積 450㎡以上]

居室の床面積　避難直上階（        ㎡ ）＜ 400 ㎡

128

の4

の3
の2

128

居室の壁、天井の仕上げ材（ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し 吹付け、化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ）

　　　　　　　　　　　　（ｺﾝｸﾘｰﾄ打放し 吹付け、化粧石膏ﾎﾞｰﾄﾞ）

建基法　　　　　48条

建基法　　52条・53条

建基法　　61条・63条

都市計画区域内

階数（　1　）≧　3　・設置　　　・不要

11,14

その階の居室の床面積（         ㎡）
廊下幅（ 両側居室：2.37ｍ、片側居室：    ｍ）

90cm以内の壁面等の構造（　　　　　　）

[小・中学校は、両側居室2.3ｍ以上、片側居室1.8ｍ以上]

建築基準法等チェック表 (1)

認定申請

許可申請

設計年度 建 築 計 画 研 究 所株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸令和８年

大垣駅南口公衆トイレ

鉄筋コンクリート造　１階建

商業地域

準防火地域

無窓居室　・有　　　室名（　　　　　 )

屋外への出口：歩行距離（　  ｍ）≦ 60 ｍ 

高さ　　（      ｍ） ≧　1.1　ｍ

・不要

・該当しない

幅　　　（     ｍ） ≧ １.２ ｍ

勾配　　（       ） ≦　1/12

幅　（       ｍ）≧ １.２ ｍ

・床面積の1/30未満の階有り　（　    　）

A18

60.05 ㎡

60.05 ㎡
容 積 率： 32.17 ％

建ぺい率： 32.17 ％

北：    　ｍ、西：        ｍ　　　　接道　15.315ｍ

186.64 ㎡ 市街化区域

無し

無し

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

 3.246 m

 3.811 m

南：51.818ｍ、東：        ｍ

4.0ｍ／（３）

道路：∠1.5　隣地：31m＋∠2.5

防火対象物　１５項

・準防火地域－階数（ 1 ）延面積（ 60.05 ㎡）構造（ RC造 ）

（ 60.05 ㎡） ≦　1,500　㎡

階数（　1　）延面積（ 　60.05　 ㎡）

高さ（  3.811 ｍ）≦　20ｍ　　・要　　・不要

粗面仕上　　　・有　　・無

屋外への出口　（ 　 ㎝）≧ 90 ㎝

各室からの出口（  　 ㎝）≧ 80 ㎝

延面積( 60.05 ㎡)

延面積( 60.05 ㎡) 無窓階の床面積( 60.05 ㎡) 構造(耐火)

・設置[耐火構造で9,000㎡以上]　　・不要

地上階の1階又は1+2階の床面積（ 60.05 ㎡） 構造（ 耐火 ）

１.延面積（ 60.05 ㎡）２.無窓階の床面積（ 60.05 ㎡）

１.敷地面積（ 186.64 ㎡）２.床面積（ 60.05 ㎡）３.構造（ RC造 ）
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A1:

A3:

　 　 　 岐阜県福祉のまちづく り条例施工規則　 整備基準適合表（ 第4条関係）

整備基準 適合状況 摘要 整備基準 適合状況 摘要 整備基準 適合状況 摘要

①
出
入
口

等

直接地上へ通ずる出入口 用途面積が2000㎡以上の公共的施設へのエレベータ ーの設置 ― 台

⑦

駐
車
場
及

び

自
動
車
車

庫

駐車台数が30台以上の場合の車いす使用者用駐車施設の設置 台

幅は90㎝以上（ 1以上） ○ 幅 ㎝ かご 車いす使用者用駐車施設の構造

自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすい戸 ○ 幅は140㎝以上 ― 幅 ㎝ 出入口に近い位置に配置 ―

車いす使用者が通過する際支障と なる段差の禁止 ○ 奥行きは135㎝以上 ― ― ㎝

駐車場へ通ずる出入口 車いすの転回に支障のない構造 ― 車いす使用者用駐車施設に至る駐車場内の通路

幅は90㎝以上（ 1以上） 幅 ㎝ 停止予定階及び現在位置を表示する装置の設置 ― 粗面又は滑りにく い仕上の表面

自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすい戸

音声装置の設置

― 到着予定階 段の構造

車いす使用者が通過する際支障と なる段差の禁止 ― 戸の閉鎖 手摺の設置 ―

不特定かつ多数の者が利用する各室の出入口 ― かごの昇降方向 主たる階段の回り 段の禁止 ―

幅は80㎝以上（ 1以上） ○ 幅 ㎝ ― 幅 ㎝ 粗面又は滑りにく い仕上の表面 ―

自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすい戸 ○ 引戸 車いす使用者が利用し やすい位置に制御装置を設置 ― 周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 識別しやすい踏面 ―

車いす使用者が通過する際支障と なる段差の禁止 ○ 点字、 音による案内等視覚障害者が操作しやすい制御装置の設置 ― 道等又は車いす使用者用駐車施設に至る通路（ 1以上）

入場料金等の徴収や店舗のレジ等の通路（ 1以上） 乗降ロビー 幅員は120㎝以上 幅 ㎝

幅は80㎝以上（ 1以上） ― 幅 ㎝ 車いす使用者が利用し やすい位置に制御装置を設置 ― 傾斜路又は車いす使用者用昇降機の設置（ 高低差がある場合） ―

自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすい戸 ― 点字、 音による案内等視覚障害者が操作しやすい制御装置の設置 ―

⑧

敷
地
内
の
通

路

粗面又は滑りにく い仕上の表面

車いす使用者が通過する際支障と なる段差の禁止 ―
幅及び奥行き内法それぞれ150㎝以上

― 幅 ㎝ 段の構造

②

廊
下

等

粗面又は滑り にく い仕上の表面 ― 奥行 ㎝ 手摺の設置（ 教育施設、 共同住宅等は免除）

段を設ける場合 到着するかごの進行方向を表示する装置の設置 ― 主たる階段の回り 段の禁止

手摺の設置（ 教育施設、 共同住宅等は免除） ― 音声装置の設置 ― かごの昇降方向 粗面又は滑りにく い仕上の表面

主たる階段の回り 段の禁止 ―

⑤

特
殊
な

構

造
又
は
使
用
形
態
の
昇
降
機

昇降工程が4ｍ以下、 又は階段・ 傾斜路等に沿って昇降するエレベーターの場合 周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 識別しやすい踏面（ 教育施設、 共同住宅等は

免除）
―

粗面又は滑り にく い仕上の表面 ―
箱の定格速度は15ｍ/分以下、 床面積は2. 25㎡以下

― 速度 ｍ/分

周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 識別し やすい踏面（ 教育施設、 共同住宅等は

免除）
―

― 面積 ㎡ 道等又は車いす使用者用駐車施設に至る通路（ 1以上）

「 平成12年建告第1413号第1項第七号」 に規定する段差解消機 ― 幅は120㎝以上 ○

突出し等が無く 躓きにく い段（ 教育施設、 共同住宅等は免除） ― かごの幅は70㎝以上 ― 幅 ㎝ 傾斜路又は車いす使用者用昇降機の設置（ 高低差がある場合）

段の上端に近接する部分に点字ブロッ ク等の敷設
―

かごの奥行きは120㎝以上 ― 奥行 ㎝ 直接地上へ通ずる出入口から道等に至る通路（ 1以上、 駐車施設、 教育施設、 共同住宅等は免除）

（ 駐車施設、 教育施設、 共同住宅等は免除）
車いすの転回に支障のない構造（ かご内で方向転換する必要がある場合） ―

線状ブロッ ク等の敷設又は音声誘導装置等の設置（ 用途面積が1000㎡以上の公共的

施設の場合）
―

1の出入口等から各室の出入口に至る経路（ 1以上）

幅は120㎝以上 車いす使用者を乗せたまま2枚以上の踏段を同一の面に保ちながら昇降するエスカレーターの場合 車路に接する部分等に点状ブロッ ク等の敷設

末端部分及び区間50ｍ以内毎の車いす回転用のスペースの確保（ 共同住宅は免除）
踏段の定格速度は30ｍ/分以下 ― 速度 ｍ/分 傾斜路を設ける場合（ その踊り 場を含む）

2枚以上の踏段を同一の面と し た部分の先端に車止めの設置 ― 幅は120㎝以上 幅 ㎝

傾斜路又は車いす使用者用昇降機の設置
― 「 平成12年建告第1417号第1項ただし 書」 の車いす使用者用エスカレータ ー ―

（ 高低差がある場合）

出入口等に接する部分の水平の確保

⑥
便
所

用途面積が1000㎡以上の公共的施設の場合

戸は自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を確保
車いす使用者用便房の設置（ 男女の区別がある場合はそれぞれ1以上）

箇所

箇所

直接地上へ通ずる出入口から案内所又は案内設備までの経路（ 1以上） 箇所

視覚障害者の誘導を行う ための線状ブロッ ク ・ 点状ブロッ ク等の設置、 音声誘導装置等

の設置又は常時勤務者による誘導（ 風除室内、 教育施設、 共同住宅等は免除）
―

男子用又は男女兼用便所

車いす使用者用便房の構造

　 車いす使用者が円滑に利用できる十分な床面積の確保 ○

傾斜路を設ける場合（ その踊り 場を含む） 　 腰掛便座の設置 ○

幅は120㎝以上（ 併設段の場合は90㎝） ― 幅 ㎝ 　 手摺の設置 ○

勾配1/12以下（ 高低差16㎝以下の場合は1/8） ― 　 出入口幅は80㎝以上 ○ 幅 ㎝

高低差75㎝以内毎に踏幅150㎝以上の踊場の設置 ― 　 戸は自動開閉式又は車いす使用者が通過しやすく 、 前後に水平部分を確保 ○

手摺の設置 ―

粗面又は滑り にく い仕上の表面 ―

周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 識別し やすい床 ―

― 女子用便所

③

階
段

直接地上へ通ずる出入口がない階に通ずる階段

手摺の設置（ 教育施設、 共同住宅等は免除） ―

主たる階段の回り 段の禁止 ―

粗面又は滑り にく い仕上の表面 ―

周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 識別し やすい踏面
―

（ 教育施設、 共同住宅等は免除）

突出し等が無く 躓きにく い段（ 教育施設、 共同住宅等は免除） ―

段の上端に近接する部分に点字ブロッ ク等の敷設
―

（ 駐車施設、 教育施設、 共同住宅等は免除）

（勾配が1/20以下［高低差が16㎝以下の場合は1/12］、教育施設、共同住宅等は免除）

段の上端に近接する部分に点字ブロック等の敷設

④
エ
レ
ベー

ター

男子用

女子用

男女兼用

出入口幅は80cm以上

戸は自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を確保

○

○

○

幅 ㎝

勾配　1/

設置台数

奥行 ㎝

出入口幅は80㎝以上

設置台数 台

設置台数 台

男子用小便器を設ける場合（1以上、教育施設及び共同住宅等は免除）

　手摺を設けた床置式又は腰掛式の小便器の設置

幅 ㎝

出入口幅は80cm以上 ○

戸は自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を確保 ○

車いす使用者用便房の構造

　車いす使用者が円滑に利用できる十分な床面積の確保

　腰掛便座の設置

　手摺の設置

　出入口幅は80㎝以上

　戸は自動開閉式又は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を確保

幅 ㎝

設置台数

幅は350㎝以上 幅

幅 ㎝

幅 ㎝

―

―

―

―

―

設計年度

勾配1/12(高低差16cm以下の場合は1/8)以下

高低差75cm毎に踏幅150cm以上の踊場の設置 ―

手すり の設置

粗面又は滑りにく い仕上の表面

周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別しやすい床

自動開閉式又は車いす使用者が通過し やすい戸 ―

⑨

客
席

省略

―

―

⑩
標
識
及

び
案
内
設
備

案内設備

施設附近の見やすい位置に標識（ 日本工業規格Z8210に適合） を設置

④に定めるエレベータ ー ―

⑤に定める車いす使用者用特殊構造昇降機 ―

⑥に定める便所 ○

⑦に定める車いす使用者駐車施設 ―

×

×

視覚障害者に示す案内設備の設置（案内所を設ける場合は免除）

エレベーターその他の昇降機、便所の配置を点字、文字等の浮き彫り、音等により

（案内所の設置又は配置を容易に視認できる場合は免除）

エレベーターその他の昇降機、便所又は駐車施設の配置を表示した案内板等の設置

勾配 1/

―

建 築 計 画 研 究 所株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸令和８年
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○

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:

　 　 建築物移動等円滑化基準チェ ッ ク表

◆一般基準1 ◆一般基準2
（ 6） かごの床面積は十分であるか（ 車いす使用者がかご内で方向変更する必要がある場合） ―

② 車いす使用者を乗せたまま、 2枚以上の踏段を同一の面に保ちながら昇降するエスカレータの場合

特定施設等 チェ ッ ク 項目 特定施設等 チェ ッ ク 項目 （ 1） 当該運転時の踏面の定格速度は30ｍ/分以下であるか ―

廊下等

（ 政令第11条）

① 表面は滑り にく い仕上であるか

客室

（ 政令第15条）

客室の総数が50以上のホテル又は旅館の場合、 車いす使用者用客室を設けているか（ 1以上） ―
（ 2） 2枚以上の踏段を同一の面と し た部分の先端に車止めを設けているか ―

② 点状ブロッ ク等の敷設（ 階段又は傾斜路の上端に近接する部分） ※1 （ 3） 車いす使用者用エスカレータ （ 平成12年建告1417号第1ただし 書のもの） であるか ―

・ 点状ブロッ ク等は周囲の床面との色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別しやすいものか ― ① 便所（ 同じ階に車いす使用者用便房が設けられた共用便所※1がある場合は免除） （ 政令第19条） ③ 付近に標識を設けているか ―

階段

（ 政令第12条）

① 手摺を設けているか（ 踊り 場を除く ） ― （ 1） 腰掛便座、 手摺等が適切に配置されているか ― ※1　 平成18年国土交通省告示第1494号で定める以下の場合を除く

② 表面は滑り にく い仕上であるか ― （ 2） 車いすで利用しやすいよう 十分な空間が確保されているか ― 　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合

③ 段は踏面とその周囲の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別し やすいものか ― （ 3） 出入口の幅は80㎝以上であるか（ 当該便房を設ける便所も同様） ― ※2　 平成18年国土交通省告示第1493号で定める以下の方法による設備

④ 段は突出し等が無く つまづきにく いものか ― （ 4） 戸は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を設けているか ― 　 　 　 Ⅰ. 文字等の浮彫り

⑤ 点状ブロッ ク等の敷設（ 段部分の上端に近接する踊場の部分） ※2 ― ② 浴室等（ 同じ建物内に以下の基準を満たす共用の浴室等※1がある場合は免除） 　 　 　 Ⅱ. 音による案内

⑥ 原則として主な階段を回り 階段と していないか ― （ 1） 浴槽、 シャワー、 手摺等が適切に配置さ れているか ― 　 　 　 Ⅲ. 点字及びⅠ、 Ⅱに類するもの

傾斜路

（ 政令第13条）

① 手摺を設けているか（ 勾配1/12以下で高さ 16㎝以下の傾斜部分は免除） ― （ 2） 車いすで利用しやすいよう 十分な空間が確保されているか ―

② 表面は滑り にく い仕上であるか ― （ 3） 出入口の幅は80㎝以上であるか（ 当該便房を設ける便所も同様） ―

③ 前後の廊下等と の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別し やすいものか ― （ 4） 戸は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を設けているか ―

④ 点状ブロッ ク等の敷設（ 段部分の上端に近接する踊場の部分） ※3 ―

案内設備

（ 政令第20条）

◆移動等円滑化経路2

　 ［ 道等から利用居室、 車いす使用者便房・ 客室・ 浴室等・ 駐車施設に至る1以上の経路、 又は公共用歩廊の場合は全てにかかる基準］

便所

（ 政令第14条）

① 車いす使用者用便房を設けているか（ 1以上。 男子用、 女子用の区別がある場合はそれぞれ1以上） ○

（ 1） 腰掛便座、 手摺等が適切に配置さ れているか ○ 特定施設等 チェ ッ ク 項目

（ 2） 車いすで利用しやすいよう 十分な空間が確保されているか ○ ※1　 男子用及び女子用の区別がある場合はそれぞれ1以上

敷地内の通路

（ 第七号）

① 幅は120㎝以上であるか

② オスト メ イト 対応の便房を設けているか（ 1以上） ○ ※2　 当該施設が容易に視認できる場合、 又は案内所を設ける場合を除く ② 区間50ｍ以内毎に車いすが転回可能な場所があるか

③ 床置式の小便器等を設けているか（ 男子用小便器のある便所を設ける場合、 1以上） ○ ※3　 平成18年国土交通省告示第1491号で定められた以下の方法による設備 ③ 戸は車いす使用者が通過しやすく 、 前後に水平部分を設けているか

（ 政令第19条） ④ 付近に標識を設けているか ○ 　 　 　 Ⅰ. 文字等の浮彫り ④ 傾斜路

敷地内の通路

（ 政令第16条）

① 表面は滑り にく い仕上であるか ○ 　 　 　 Ⅱ. 音による案内 （ 1） 幅は120㎝以上であるか（ 階段に併設する場合は90㎝以上）

② 段がある部分 　 　 　 Ⅲ. 点字及びⅠ、 Ⅱに類するもの （ 2） 勾配は1/12以下であるか（ 高さ 16㎝以下は1/8以下）

（ 1） 手摺を設けているか ― ※4　 案内所を設ける場合を除く （ 3） 高さ 75㎝以内毎に踏面150㎝以上の踊場を設けているか（ 勾配1/20以下は免除） ―

（ 2） 踏面と その周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別し やすいものか ― （ 第3項） ⑤ 上記①～④は地形の特殊性がある場合は車寄せから建物出入口までに限る ―

（ 3） 突出し 等が無く つまづきにく いも のか ―
◆移動等円滑化経路1

　 ［ 道等から利用居室、 車いす使用者便房・ 客室・ 浴室等・ 駐車施設に至る1以上の経路、 又は公共用歩廊の場合は全てにかかる基準］
③ 傾斜路

（ 1） 手摺を設けているか(勾配1/12以下で高さ 16cm以下又は1/20以下の傾斜部分は免除)

（ 2） 前後の通路と の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別し やすいものか 特定施設等 チェ ッ ク 項目

駐車場

（ 政令第17条）

① 車いす使用者用駐車施設を設けているか（ 1以上） ( 政令第18条

第2項第一号）
① 階段・ 段が設けられていないか（ 傾斜路又は昇降機を併設する場合は免除） ○

（ 1） 幅は350㎝以上 ◆視覚障害者移動等円滑化経路

　 ［ 道等から案内設備までの1以上の経路にかかる基準］ 　 ※1（ 2） 利用居室迄の経路が短い位置にあるか 出入口
（ 第二号）

① 幅は80㎝以上であるか ○

（ 政令第19条） ② 付近に標識を設けているか ② 戸は車いす使用者が通過しやすく 、 前後に水平部分を設けているか ○ 特定施設等 チェ ッ ク 項目

※1　 平成18年国土交通省告示第1497号第1で定める以下の場合を除く
廊下等

（ 第三号）

① 幅は120㎝以上であるか

案内設備までの経路

（ 政令第21条）

① 線状ブロッ ク等・ 点状ブロッ ク等の敷設又は音声誘導装置等の設置（ 風除室で直進する場合は免除）
　 　 　 ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合 ② 区間50ｍ以内毎に車いすが展開可能な場所があるか

　 　 　 ・ 高さ が16㎝以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合 ③ 戸は車いす使用者が通過しやすく 、 前後に水平部分を設けているか ② 車路に接する部分に点状ブロッ ク等を敷設し ているか

　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合
傾斜路

（ 第四号）

① 幅は120㎝以上であるか（ 階段に併設する場合は90㎝以上） ― ③ 段・ 傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロッ ク等を敷設し ているか　 ※2

※2　 平成18年国土交通省告示第1497号第2で定める以下の場合を除く ② 勾配は1/12以下であるか（ 高さ 16㎝以下は1/8以下） ― ※1　 平成18年国土交通省告示第1497号第4で定める以下の場合を除く

　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合 ③ 高さ 75㎝以内毎に踏面150㎝以上の踊場を設けているか ― 　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合

　 　 　 ・ 段部分と 連続し て手摺を設ける場合

エレベータ ー及び乗降

ロビー
（ 第五号）

かごは必要階（ 利用居室又は車いす使用者用便房・ 客室・ 浴室等・ 駐車施設のある階、 地上階） に停止するか ―
　 　 　 ・ 受付等から建物出入口を容易に視認でき、 道等から当該出入口まで視覚障害者を円滑に誘導する場合

※3　 平成18年国土交通省告示第3で定める以下の場合を除く ※2　 平成18年国土交通省告示第1497号第5で定める以下の方法による設備

　 　 　 ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合 ② かご及び昇降路の出入口幅は80㎝以上であるか ― 　 　 　 ・ 高さ が16㎝以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合

　 　 　 ・ 高さ が16㎝以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合 ③ かごの奥行きは135㎝以上であるか ― 　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合

　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合 ④ 乗降ロビーは水平で、 150㎝角以上あるか ― 　 　 　 ・ 段部分と 連続し て手摺を設ける場合

　 　 　 ・ 段部分と 連続し て手摺を設ける場合 ⑤ かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用しやすい制御装置を設けているか ―

⑥ かご内に停止予定階・ 現在位置を表示する装置を設けているか ―

⑦ 乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか ―

⑧ 不特定多数の者が利用する2000㎡以上の建築物に設けるものの場合

（ 1） 上記①～⑦を満たし ているか ―

（ 2） かごの幅は140㎝以上であるか ―

（ 3） かごは車いすが転回できる形状か ―

⑨ 不特定多数の者又は視覚障害者が利用するものの場合　 ※1

（ 1） 上記①～⑧を満たし ているか ―

（ 2） かご内に到着階・ 戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか ―

（ 3） かご内及び乗降ロビーに視覚障碍者が利用し やすい制御装置※2を設けているか ―

（ 4） かご内又は乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を知らせる音声装置を設けているか ―

（ 政令第19条） ⑩ 付近に標識を設けているか ―

特殊な構造又は使用

形態の昇降機

（ 第六号）

① 昇降工程が4ｍ以下、 又は階段・ 傾斜路等に沿って昇降するエレベーターの場合

（ 1） かごの定格速度は15ｍ/分以下であるか ―

（ 2） かごの床面積は2. 25㎡以下であるか ―

（ 3） 段差解消機（ 平成12年建告第1413号第1号第七号のもの） であるか ―

（ 4） かごの幅は70㎝以上であるか ―

（ 5） かごの奥行きは120㎝以上であるか ―

①

②

①

した案内板等が設置されているか　※2

敷地内又は建築物内に、移動等円滑化基準の措置が取られたエレベーター等・便所・駐車場施設の配置を表示

すための設備※3が設置されているか　※4

敷地内又は建築物内に、移動等円滑化基準の措置が取られたエレベーター等・便所の配置を視覚障害者に示
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図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺

A1:

A3:

　 　 建築物移動等円滑化誘導基準チェ ッ ク表

◆一般基準1
③ 多数の者/主と し て高齢者、 身体障害者等が利用する1以上のエレベータ ー・ 乗降ロビー

―

特定施設等 チェ ッ ク 項目 ―

出入口

( 省令第2条)

① 出入口（ 昇降機・ 便所・ 浴室等の出入口、 基準適合出入口に併設された出入口を除く ） （ 3） かごは車いすが転回できる形状か ―

（ 1） 幅は90㎝以上であるか ○ （ 4） かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用し やすい制御装置を設けているか ―

（ 2） 戸は車いす使用者が通過しやすく 、 前後に水平部分を設けているか ○ ④ 不特定多数の者が利用する全てのエレベータ ー・ 乗降ロビー

② 一以上の建物出入口 （ 1） かご及び昇降路の出入口幅は80㎝以上であるか ―

（ 1） 幅は120㎝以上であるか （ 2） かごの奥行きは135㎝以上であるか ―

（ 2） 戸は自動に開閉し 、 前後に水平部分を設けているか （ 3） 乗降ロビーは水平で、 150㎝角以上あるか ―

廊下等

( 省令第3条)

① 幅は180㎝以上であるか（ 区間50ｍ以内毎に車いすがすれ違い可能な場所がある場合140㎝） （ 4） かご内に停止予定階・ 現在位置を表示する装置を設けているか ―

② 表面は滑り にく い仕上であるか （ 5） 乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか ―

③ 点状ブロッ ク等の敷設（ 階段又は傾斜路の上端に近接する部分） ※1 （ 6） かごの幅は140㎝以上であるか ―

④ 戸は車いす使用者が通過しやすく 、 前後に水平部分を設けているか （ 7） かごは車いすが転回できる形状か ―

⑤ 側面に外開きの戸がある場合はアルコーブを設けているか ⑤ 不特定多数の者が利用する１ 以上のエレベータ ー・ 乗降ロビー

⑥ 突出物を設ける場合視覚障害者の通行の安全上支障とならないよう 措置されているか ― （ 1） ④( 2) ､( 4) ､( 5) ､( 7) を満たしているか ―

⑦ 休憩設備を適切に設けているか （ 2） かごの幅は160㎝以上であるか ―

⑧ 上記①, ④は車いす使用者の利用上支障がない部分※2は適用除外 （ 3） かご及び昇降路の出入口幅は90㎝以上であるか ―

階段

( 省令第4条)

① 幅は140㎝以上であるか（ 手摺の幅は10㎝迄不算入） ― （ 4） 乗降ロビーは水平で、 180㎝角以上あるか ―

② 蹴上げは16㎝以下であるか ― （ 5） かご内及び乗降ロビーに車いす使用者が利用し やすい制御装置を設けているか ―

③ 踏面は30㎝以上であるか ― （ 3） かごは車いすが転回できる形状か ―

④ 両側に手摺を設けているか（ 踊場を除く ） ― ⑥ 不特定多数の者又は主と し て視覚障害者が利用する1以上のエレベータ ー・ 乗降ロビー　 ※1

⑤ 表面は滑り にく い仕上であるか ― （ 1） ③の全て又は⑤の全てを満たしているか ―

⑥ 段は踏面とその周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別しやすいものか ― （ 2） かご内に到着階・ 戸の閉鎖を知らせる音声装置を設けているか ―

⑦ 段は突出し等が無く つまづきにく いものか ― （ 3） かご内及び乗降ロビーに視覚障碍者が利用し やすい制御装置※2を設けているか ―

⑧ 点状ブロッ ク等の敷設（ 段部分の上端に近接する踊場の部分） ※3 ― （ 4） かご内又は乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか ―

⑨ 主な階段を回り 段と していないか ― （ 省令第14条） ⑦ 付近に標識を設けているか ―

傾斜路、 昇降機

( 省令第5条)

①
階段以外に傾斜路・ エレベータ ーその他の昇降機（ 2以上の階にわたると きは省令第7条の昇降機に限る） を設け
ているか

①
◆一般基準4

―

② 上記①は車いす使用者の利用上支障がない場合※4免除 ― ― 特定施設等 チェ ッ ク 項目

傾斜路
( 省令第6条)

① 幅は150㎝であるか（ 階段に併設する場合は120㎝） ― ―

車いす使用者用客室

( 省令第10条)

① ホテル又は旅館の場合、 車いす使用者用客室を設けているか（ 客室総数の原則2％以上） ―

② 勾配は1/12以下 ― ― （ 1） 出入口

③ 高さ 75㎝以内毎に踏幅150㎝以上の踊場を設けているか ― 　 ・ 幅は80㎝以上であるか ―

④ 両側に手摺を設けているか（ 勾配1/12以下で高さ 16㎝以下の傾斜路部分は免除） ― 　 ・ 戸は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を設けているか ―

⑤ 表面は滑り にく い仕上であるか ― （ 2） 便所（ 同じ 階に共用便所※1がある場合は免除）

⑥ 前後の廊下等と の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別し やすいものか ― ―

⑦ 点状ブロッ ク等の敷設（ 傾斜部分の上端に近接する踊場の部分） ※5 ― 　 ・ 出入口の幅は80㎝以上であるか（ 当該便房を設ける便所も同様） ―

⑧ 上記①～③は車いす使用者の利用上支障がない部分※6は適用除外 ―
　 ・ 出入口の戸は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を設けているか（ 当該便房を設ける便所も同様） ―

※1　 平成18年国土交通省告示第1497号第1で定める以下の場合を除く

　 　 　 ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合 （ 3） 浴室等（ 同じ建物内に共用の浴室等※1がある場合は免除）

　 　 　 ・ 高さ が16㎝以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合 　 ・ 車いす使用者用浴室等を設けているか ―

　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合 　 ・ 浴槽、 シャワー、 手摺等が適切に配置さ れているか ―

※2　 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、 階段等のみに通ずる廊下等の部分 　 ・ 車いすで利用しやすいよう 十分な空間が確保されているか ―

　 ・ 出入口の幅は80㎝以上であるか ―

　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合 ―

　 　 　 ・ 段部分と 連続し て手摺を設ける場合

浴室等

( 省令第13条)

① 車いす使用者用浴室等を設けているか（ 1以上。 ※1） ―

※4　 車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場等のみに通ずる階段である場合 （ 1） 浴槽、 シャワー、 手摺等が適切に配置さ れているか ―

※5　 平成18年国土交通省告示第3で定める以下の場合を除く （ 2） 車いすで利用しやすいよう 十分な空間が確保されているか ―

　 　 　 ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合 （ 3） 出入口

　 　 　 ・ 高さ が16㎝以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合 　 ・ 出入口の幅は80㎝以上であるか ―

　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合 　 ・ 戸は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を設けているか ―

　 　 　 ・ 段部分と 連続し て手摺を設ける場合 ※1　 男子用及び女子用の区別がある場合はそれぞれ1以上

※6　 いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、 階段等のみに通ずる傾斜路の部分 ◆視覚障害者移動等円滑化経路

　 ［ 道等から案内設備までの1以上の経路にかかる基準］ 　 ※1

特定施設等 チェ ッ ク 項目

◆一般基準2
案内設備までの経路

( 省令第16条)

① ×

特定施設等 チェ ッ ク 項目 ② ×

エレベータ ー

( 省令第7条)

①
が1以上あるか

―
③ ×

※1　 平成18年国土交通省告示第1497号第4で定める以下の場合を除く

② 多数の者/主と し て高齢者、 身体障害者等が利用する全てのエレベータ ー・ 乗降ロビー 　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合

（ 1） かご及び昇降路の出入口幅は80㎝以上であるか ― 　 　 　 ・ 受付等から建物出入口を容易に視認でき、 道等から当該出入口まで視覚障害者を円滑に誘導する場合

（ 2） かごの奥行きは135㎝以上であるか ― ※2　 平成18年国土交通省告示第1497号第5で定める以下の方法による設備

（ 3） 乗降ロビーは水平で、 150㎝角以上あるか ― 　 　 　 ・ 勾配が1/20以下の傾斜部分の上端に近接する場合

（ 4） かご内に停止予定階・ 現在位置を表示する装置を設けているか ― 　 　 　 ・ 高さ が16㎝以下で勾配1/12以下の傾斜部分の上端に近接する場合

（ 5） 乗降ロビーに到着するかごの昇降方向を表示する装置を設けているか ― 　 　 　 ・ 段部分又は傾斜部分と連続して手摺を設ける踊場等

―

※3　平成18年国土交通省告示第1489号第2で定める以下の場合を除く

（ 2）かごの幅は140㎝以上であるか

エレベーターの場合

　(1)段差解消機（平成12年建設省告示第1413号第1第七号のもの）であるか

　(4)かごの床面積は十分であるか　（車いす使用者がかご内で方向を変更する必要がある場合）

　(2)かごの幅は７０ｃｍ以上であるか

　(3)かごの奥行きは１２０ｃｍ以上であるか

② エスカレーターの場合

　(1)車いす使用者用エスカレーター（平成12年建設省告示第1417号第1ただし書のもの）であるか

特殊な構造又は使用

形態のエ レ ベータ ー

その他の昇降機

( 省令第8条)

（ 政令第19条） ③ 付近に標識を設けているか ―

※1　 平成18年国土交通省告示第1494号で定める以下の場合を除く

　 　 　 ・ 自動車車庫に設ける場合

※2　 平成18年国土交通省告示第1493号で定める以下の方法による設備

　 　 　 Ⅰ. 文字等の浮彫り

　 　 　 Ⅱ. 音による案内

　 　 　 Ⅲ. 点字及びⅠ、 Ⅱに類するもの

◆一般基準3

特定施設等 チェ ッ ク 項目

便所

( 省令第9条)

① 車いす使用者用便房を設けているか（ 各階の便房総数の原則2％以上） ○

（ 1） 腰掛便座、 手摺等が適切に配置されているか ○

（ 2） 車いすで利用しやすいよう 十分な空間が確保されているか ○

（ 3） 出入口の幅は80㎝以上であるか ○

（ 4） 戸は車いす使用者が通過し やすく 、 前後に水平部分を設けているか ○

（ 5） 標識を掲示し ているか ○

（ 6） 車いす使用者用便房がない便所には腰掛便座、 手摺が設けられた便房があるか（ 当該便所の近く に車いす使

用者用便房のある便所を設ける場合を除く ）
―

② オスト メ イト 対応の便房を設けているか（ 1以上） ○

① 幅は180㎝以上であるか ○

② 表面は滑り にく い仕上であるか ○

③ 戸は車いす使用者が通過しやすく 、 前後に水平部分を設けているか ○

④ 段がある部分

（ 1） 幅は140㎝以上であるか（ 手摺の幅は10㎝迄不算入）

（ 2） 蹴上げは16㎝以下であるか

（ 3） 踏面は30㎝以上であるか

（ 4） 両側に手摺を設けているか（ 踊場を除く ）

⑤ 段以外に傾斜路又はエレベータその他昇降設備を設けているか

（ 6） 突出し 等が無く つまづきにく いも のか

（ 5） 踏面と その周囲の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別し やすいも のか

敷地内の通路

( 省令第11条)

⑥ 傾斜路

（ 1） 幅は150㎝であるか（ 階段に併設する場合は120㎝）

（ 2） 勾配は1/15以下

（ 3） 高さ 75㎝以内毎に踏幅150㎝以上の踊場を設けているか（ 勾配1/20以下の場合は免除） ―

（ 4） 両側に手摺を設けているか（ 勾配1/12以下で高さ 16㎝以下の傾斜路部分は免除）

（ 5） 前後の廊下等と の色の明度・ 色相・ 彩度の差が大きく 、 識別し やすいものか

⑦ 上記①, ③, ⑤, ⑥( 1) ～( 3) は地形の特殊性がある場合車寄せから建物出入口までに限る ―

⑧ 上記①, ③, ⑤, ⑥( 1)～( 3)は車いす使用者の利用上支障がない部分※1は適用除外

① 車いす使用者用駐車施設を設けているか（ 全駐車台数の原則2％以上）

（ 1） 幅は350㎝以上

( 2）利用居室等までの経路が短い位置に設けられているか

駐車場

( 省令第12条)

※2　 当該施設が容易に視認できる場合、 又は案内所を設ける場合を除く

※3　 平成18年国土交通省告示第1491号で定められた以下の方法による設備

　 　 　 Ⅰ. 文字等の浮彫り

　 　 　 Ⅱ. 音による案内

　 　 　 Ⅲ. 点字及びⅠ、 Ⅱに類するもの

※4　 案内所を設ける場合を除く

※1　車いす使用者用駐車施設が設けられていない駐車場、段差のみに通ずる敷地内の通路の部分

案内設備

( 省令第15条)

　・車いす使用者用便房を設けているか

線状ブロック等・点状ブロック等の敷設又は音声誘導装置等の設置（風除室で直進する場合は免除）

車路に接する部分に点状ブロック等を敷設しているか

段・傾斜がある部分の上端に近接する部分に点状ブロック等を敷設しているか　※2必要階（利用居室又は車いす使用者用便房・客室・浴室等・駐車施設のある階、地上階）に停止するエレベーター

（ 1） ②の全てを満たしているか

―

×

×

②

①

すための設備※3が設置されているか　※4

敷地内又は建築物内に、移動等円滑化基準の措置が取られたエレベーター等・便所の配置を視覚障害者に示

した案内板等が設置されているか　※2

敷地内又は建築物内に、移動等円滑化基準の措置が取られたエレベーター等・便所・駐車場施設の配置を表示

　・戸は車いす使用者が通過しやすく、前後に水平部分を設けているか

バリアフリ－法チェック表 （２）

設計年度 建 築 計 画 研 究 所株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸令和８年
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（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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縮 尺設計年度 建 築 計 画 研 究 所株式会社

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸令和８年 求積図
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8.726470 3.907838

6.631645

6.631645

3.306387

3.322256

1.930339 0.104820

0.1047227.380420

底　辺 高　さ 面　積

合　　計

敷　地　面　積

51.2068663251

20.4997249490

39.2451309964

15.2629416791

25.6034331625

10.2498624745

78.4902619928

113.5390148210 56.7695074105

34.1016310718 17.0508155359

21.9267848166 10.9633924083

22.0320223911 11.0160111955

0.20233813398

0.77289234324

0.1011690670

0.3864461716

186.6487100993

敷地求積図

1:100

14,360

4
,
2
0
0

1,100

1
,
1
0
0

①

②

倍　面　積

30.5258833583

建築面積、延床面積　求積図

番号

① 14.36 × 4.2 60.31200

合　　計

建 築 面 積

延 床 面 積

計　算　式 面　積

②
1.1 × 1.1 × 3.14 ÷ 4

1.1 × 1.1 -1.21000

0.94985

60.05185

60.05㎡

60.05㎡

A22

186.64㎡

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事



花 壇

付近見取図設　計　概　要　Ⅰ

工事名称

建築場所　　

防火地域

３階 PH階２階

面 積 表

構 　 造

合計（㎡）

敷地面積

地 　 域 準防火地域

合　計

建築面積（㎡）

延床面積（㎡）

床面積

屋 根

笠 木

ﾄｯﾌﾟﾗｲﾄ

外 壁

巾 木

建 具

庇軒裏天井

設
　
計

図 名 図 番
大 垣 市 都 市 計 画 部 建 築 課

A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺設計年度
株式会社　建築計画研究所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 ─

室 名

外 部 仕 上 表

仕 上 仕 上

巾 木 備 考

内 部 仕 上 表

床

　

女子ﾄｲﾚ

男子ﾄｲﾚ

多機能ﾄｲﾚ

Ｃ

仕　上　凡　例

・土間：コンクリート　タイル貼り

・土間：コンクリート　タイル貼り

Ｃk 化粧型枠コンクリート打ち放し

コンクリート打ち放し

コンクリート　コテ押え

・Ｃ　タイル貼り

・Ｃ　タイル貼り

入巾木

手摺、ﾌｨｯﾁﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ、ﾍﾞﾋﾞｰｼｰﾄ、ﾍﾞﾋﾞｰﾁｪｱｰ、ﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾗｲﾔｰ

面台、洗面化粧台、大便器、小便器、排水ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ

ﾄｲﾚﾌﾞｰｽ、親子ﾌﾞｰｽ、掃除具入、ｼﾝｸﾞﾙﾌｯｸ

手摺、ﾌｨｯﾁﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ、ﾍﾞﾋﾞｰｼｰﾄ、ﾍﾞﾋﾞｰﾁｪｱｰ、ﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾗｲﾔｰ

面台、洗面化粧台、大便器、排水ｸﾞﾚｰﾁﾝｸﾞ、照明ﾎﾞｯｸｽ

照明ﾎﾞｯｸｽ、ﾄｲﾚﾌﾞｰｽ、親子ﾌﾞｰｽ、掃除具入、ｼﾝｸﾞﾙﾌｯｸ

ﾊﾞﾘｱﾌﾘｰﾄｲﾚﾊﾟｯｸ

手摺、ﾌｨｯﾁﾝｸﾞﾎﾞｰﾄﾞ、ﾍﾞﾋﾞｰｼｰﾄ、ﾍﾞﾋﾞｰﾁｪｱｰ、ﾊﾝﾄﾞﾄﾞﾗｲﾔｰ

Ｃコテ

Ｃコテ（補修）の上　ウレタン塗膜防水

Ｃコテ（補修）の上　ウレタン塗膜防水

・土間：コンクリート　タイル貼り

廻り縁

塩ビ目透かし

塩ビ目透かし

塩ビ目透かし

ＷＭコテ

２　壁　ﾀｲﾙ：（250×40　織部製陶　STB　同等品）

３　ｱｸﾘﾙ樹脂系多意匠性装飾仕上塗材：（JQ-620　ﾓｱﾌﾟﾚｰﾝ　色：N-93　同等品）

共　通　事　項

ＡＢ

ＥＰ－Ｔ 合成樹脂エマルション模様塗料塗り

けい酸ｶﾙｼｳﾑ板（ﾉﾝｱｽﾍﾞｽﾄ）

防水モルタルコテ押え

モルタルコテ押え

A23

トップライト　600角（三洋トップライト：サントップドームＢ型　□600同等品　防火設備対応）

アルミ固定ガラリ、嵌め殺しガラス（リサイクルガラス　Plaster-NX-h同等品）

スロープ

北側ﾌｪﾝｽ扉

南西ﾌｪﾝｽ

南東ﾌｪﾝｽ スチールフェンス　新設（支柱共）

スチールフェンス　新設（支柱共）

アプローチ土間：コンクリート　タイル貼り

スチールフェンス扉　新設（支柱共）W=1,000xH=1,800

軒樋

竪樋

塩ビ製　W=150

塩ビ製　φ100

令和８年

入巾木

６０．０５

工事場所

１　土間ﾀｲﾙ：（150×150　名古屋モザイク工業（株）　ﾙｸｻｽⅡ　同等品）

１階

岐阜県大垣市高屋町地内

大垣駅南口公衆トイレ改築工事

用途地域

６０．０５

６０．０５

６０．０５

６０．０５　㎡

鉄筋コンクリート壁式構造　地上１階

商業地域　建ペイ率　80　%　　容積率　500　%　

　　　　　㎡１８６．６４

設計概要・仕上表・付近見取図
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

・SUS　ﾊﾞｲﾌﾞﾚｰｼｮﾝ　H=100
平巾木

入巾木

・ＡＢ t=8　ＥＰ－Ｔ

・ＡＢ t=8　ＥＰ－Ｔ

・ＡＢ t=8　ＥＰ－Ｔ

天 井壁

Ｍコテ

Ｍａ

Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材

Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材

Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材　入巾木：南面 H=50～100　東面 H=450　北面 H=450　西面 H=450

・Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材 H=50

・Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材 H=50

・Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材 H=50

・Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材

・Ｃk+Ｍａ　ＥＰ－Ｔ

・Ｃk+Ｍａ　アクリル樹脂系多意匠性装飾仕上塗材

・Ｃk+Ｍａ　ＥＰ－Ｔ

・Ｃk+Ｍａ　ＥＰ－Ｔ

全面モルタル塗り
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縮 尺設計年度

令和７年

株式会社　建築計画研究所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 1:100敷地現況図 A24令和８年
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（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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縮 尺設計年度

令和７年

株式会社　建築計画研究所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 1:100
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A25令和８年

GL-50

GL-250
GL±0

GL-200

3,000

3,
0
00

3,000

量水器

スチールフェンス　W=900×H=1800

▽
延

焼
ラ

イ
ン

△
延

焼
ラ

イ
ン

GL+150

既設電気桝

新設

新設

新設

斜線部：黒玉石敷き

外灯再取付外灯再取付

新設：クスノキ 3.0～4.0ｍ 新設：クスノキ 3.0～4.0ｍ

MH

既設量水器桝

スチールフェンス扉　W=1000×H=1800新設雨水配管 VPφ100

▽延焼ライン

スチール目かくしフェンス　W=1800×H=2500

斜線部：新設土間コンクリート

KBM±0

斜線部：新設土間コンクリート

既設雨水桝に接続

既設雨水桝

既設電気桝

縁石再取付

（蓋取替）

（蓋取替）

・　歩道車道境界縁石、街灯は再取付とする。

・　歩道の高木は新設とする。

・　雨水配管は歩道内の既設雨水桝に接続とする。

※特記事項

　　（撤去及び新設敷地面積50％見込んでいる）

・　電気桝は蓋の新設とする。（600×600　３ヶ所）

・　歩道タイル舗装は新設とする。

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

新設トイレ棟
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トップライト　(サントップドームＢ型 □600　同等品　防火設備対応)

Ｅ

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事

隣地斜線制限

道路斜線制限

最高の高さ：3.811＜31.0ｍ　ＯＫ

前面道路の幅員：51.818ｍ

近隣商業地域：1.25
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②：点字付案内板 420×297 SUSﾊﾞｲﾌﾞﾚｰｼｮﾝ

② ②
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一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 1:50屋根伏図 A31
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（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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縮 尺設計年度
株式会社　建築計画研究所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 部分詳細図２
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縮 尺設計年度
株式会社　建築計画研究所
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（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺設計年度
株式会社　建築計画研究所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 ─ S01

１０ ２０ ３０ ４０ ６０

標準貫入試験

10

9

8

7

6

5

4

3

2

1

層厚 深度 柱状図
標尺

土質区分 Ｎ値
（ｍ）

・　リフト

・　エレベーター

・　門塀

・　有

・　キュービクル

・　広告塔

・　その他

・　耐火建築物

特 別 荷 重

付 帯 工 事

増 築 計 画

屋 上 付 属 物

構　　   造

工 事 種 別

建 物 用 途

工 事 名 称

・　新築工事

工 事 場 所

・　広告塔

・　受水槽・　油圧式

・　煙突

・　改修工事

・　高架水槽

・　増築工事

工法

・　無

・　不用

３　章

既 製 杭 地 業

地 耐 力 試 験

ラ ッ プ ル 地 業

砕 石 地 業

試 験 打 ち

強度

・　無

種別

・　回転埋設工法（　・　２０ＮａＰ　・　２５ＮａＰ　）

・　必要（平板載荷試験１ヶ所）

建物の対角線上のメイン杭を原則２本とし、設計深度＋１ｍとする。又、杭頭を切りそろえる場合

は、適切な処置をする。

地 業 工 事

１　章 一 般 共 通 事 項

適 用 範 囲

日本建築学会『ＪＡＳＳ』建築工事標準仕様書又は、「国土交通省大臣官房官庁営繕部監修建築工事

・　印、※印のある場合は共に適用する。

・　印のない場合は※印のついたものを適用する。

共通仕様書」（以下共通仕様書という）新年度版に準ずる。但し本工事にない事項は適用しない。

本工事の仕様は、

２　章 使 用 構 造 材 料

コ ン ク リ ー ト

・　１８・　２７・　２４ ・　１５

・　１５・　２１ ・　２１・　１８

・　１５

・　２１

・　２１・　２１

・　２１ ・　１８

・　１８

・　１８雑工作物

設計基準強度（Fc）

・　２１

・　２１

・　１８

・　１８・　２７

・　２７・　２４

・　２４

・　１５

・　１５

スランプ

デッキ床

躯  体 ・　２１

土  間 ・　１８

犬走り ・　１８

基  礎 ・　２１

・　２１

場所

普 通 コ ン ク リ － ト

・　６－１５０□

・　ＳＤ３９０

設計基準強度

Ｄ１９以上

Ｄ１６以下

各階床 ・　１５・　２１・　１８ ・　１８

・　２種 (16N/mm
2
)

・　１種 (19N/mm
2
)

種 別 スランプ場所

種類 径

溶接金網

丸鋼

異形鉄筋
・　ＳＤ３４５

・　ＳＤ２９５Ｂ

・　ＳＤ２９５Ａ

鉄 筋

・　ＳＲ２３５

軽 量 コ ン ク リ － ト

・　ＳＳＣ４００

・　ＳＮ４９０Ｂ

・　溶融亜鉛メッキ形　Ｆ８Ｔ

備考

鋼材

・　ＳＮ４９０Ｃ

・　ＳＴＫＲ４００・　ＢＣＲ２９５

・　ＳＮ４００Ｃ

・　１．０Ｆ・　０．９Ｆ

・　１．０Ｆ・　０．９Ｆ

・　１．０Ｆ・　０．９Ｆ

・　１．０Ｆ・　０．９Ｆ

・　１．０Ｆ

・　ＳＮ４００Ｂ

・　０．９Ｆ・　ＳＮ４００Ａ・　ＳＳ４００

・　ＪＩＳ形２種　Ｆ１０Ｔ

種類 径 設計溶接強度
鉄 骨

※　ＪＩＳ製品

・　要

普 通 ボ ル ト 接 合

す べ り 係 数 試 験

高 力 ボ ル ト 接 合 ※　トルシア形　Ｓ１０Ｔ

　　由落下高さは、コンクリートが分離しない範囲とする。ポンプ圧送に際しては、コンクリート

※　ポンプ打ちコンクリートは、打ち込む位置にできるだけ近づけて垂直に打ちコンクリートの自

　　とし、１回の検査における測定試験は、同一試料から取り分けて３回行い、その平均値とする。

　　定ごとに撮影した写真(ｶﾗｰ)を保管し承認を得る。測定検査の回数は通常の場合、１日１回以上

※　フレッシュコンクリートの塩化物測定は、原則として工事現場で（財）国土開発技術研究セン

※　寒中、暑中、その他特殊コンクリートの適用を受ける期間に当たる場合は、調合、打ち込み、

　　ターの技術評価をうけた測定器を用いて行い、試験結果の記録及び測定器の表示部を一回の測

※　調合計画は事前に提出し、工事監理者の承認を得ること。

※　セメントはＪＩＳ　Ｒ５２１０の普通ポルトランドセメントを標準とする。

コ ン ク リ ー ト 工 事５　章

　　養生、管理方法など必要事項について、工事監理者の承認を得ること。

一 般 事 項 ※　コンクリートはＪＩＳ認定工場の製品とし施工に関してはＪＡＳＳ５（2009年2月改定）による。

・　上記同等品の使用を許可（監督員の承諾必要）

ＪＩＳ　Ｇ３５５１の規格品とする溶 接 金 網

※　重ね継ぎ手

※　ガス圧接継ぎ手

・　金属製

・　Ｈ－３型配筋方法

種類

梁 貫 通 孔 補 強

ス ペ － サ －

・　リンブレンＤ型 ・　既製品（計算書提出）

・　塩ビ製・　モルタル製

ＳＤ２９５Ａ　Ｄ１６以下

ＳＤ３４５　　Ｄ１９以上

・　Ｓ型（スパイラル型）・　Ｗ型（溶接型）

※　ＳＤ３４５　　Ｄ１９φ以上

・　重ね継ぎ手

検 査

材 料

継 ぎ 手

対して３本とする。

柱の帯筋（ＨＯＯＰ）の加工方法

リート構造配筋基準図(1)(2)」または「壁式鉄筋コンクリート構造配筋標準図(1)(2)」による。

鉄筋の加工寸法、形状、かぶり厚さ、鉄筋の継手位置、鉄筋の重ね長さ、定着長さは「鉄筋コンク

鉄筋はＪＩＳ　Ｇ３１１２の規格品を標準とする。

・　Ｈ型（タガ型）

一 般 事 項

異形鉄筋

試験ロットの大きさは、１組の作業班が１日に行った圧接箇所とし、試験片の採取数は１ロットに

主要構造部の配筋は、コンクリ－ト打ちに先立ち監督員の検査を受ける。（社内検査後）

※　ＳＤ２９５Ａ　Ｄ１６φ以下

引 張 試 験

鉄 筋 工 事４　章

許容地耐力

強度

深度

工法

・　有柱 状 地 盤 改 良

土 間 下 断 熱 材

捨 て コ ン

防 湿 シ － ト 敷 き

・　t２５

・　t０．１５

・　t５０

・　直敷き

※　１６０

スタイロフォーム

強度

厚さ

種類

型枠

厚さ

ポリエチレンシート

※　土間　ァ　１００

・　t５０

・　砂敷きの上　ァ　３０

・　t１００(基礎下)

※ ２４

３６

耐久設計基準強度Ｆｄ（N/mm
2
）

３０

１８

普通 コ ン ク リ － ト

　　分以内とする。

超長期

短期

長期

標準

計画供用期間の級耐久 設 計 基 準 強 度

使用材料は２章　使用構造材料による。軽量 コ ン ク リ － ト

コン ク リ － ト 種別 ※　　Ⅰ類

　　継ぎ時間間隔の限度は、外気温が２５℃未満の場合は１５０分、２５℃以上の場合は、１２０

　　圧送技士又は、同等以上の技能を有する者が従事すること。なお、打ち込み断続中における打

使用材料は２章　使用構造材料による。

事前に計画調合書を提出し監督員の承認をうける。

ボ ー リ ン グ 図

調合管理強度

床 (ス ラ ブ )養 生 剤

　　及び硬化遅延性の成分を含む打ち継ぎ処理剤を散布する事。

・　気温が高く又は、打設範囲が広く打ち継ぎ部が、硬化する恐れがある場合は、凝結遅延シート

　　より３００㏄／㎡程度散布し、表層から１～２㎝程度の樹脂モルタル層を形成させる。

・　アニオン系アクリルエマルジョン床養生剤（ＦＦ－３０）。荒ならし時に養生剤をじょうろに

種別 ※　高性能ＡＥ減水剤（躯体）混和 材 料

打ち 継 ぎ

スランプ、空気量、塩分試験を打設毎、午前午後行う。圧縮試験は打設毎に１２本（１，４週）午前、

０≦θ＜８　のとき　６Ｎ／㎜

８≦θ　　　のとき　３Ｎ／㎜

28

q

nm

2

2

※その他のセメントについては標準仕様書を参照のこと。

（注）暑中期間における構造体強度補正値　Ｓ　は、６Ｎ／㎜とする。

θ：コンクリート打込みから材齢２８日までの予想平均気温（℃）

・普通ポルトランドセメント

おける圧縮強度の差による構造体強度補正値（Ｎ／㎜）。ただし、Ｓは０以上とする。

Ｓ：標準養生した供試体の材齢ｍ日における圧縮強度と構造体コンクリートの材齢ｎ日に

品質基準強度は、設計基準強度もしくは耐久設計基準強度のうち、大きい方の値とする。

Ｆ：コンクリートの品質基準強度（Ｎ／㎜）

3

m nm q

mＦ：コンクリートの調合管理強度（Ｎ／㎜）

Ｆ＝Ｆ＋Ｓ

調合管理強度は、次式によって算出される値とする。

高強度コンクリート（２７Ｎ以上）は１００ｍ ごとにとる。

午後　１５０ｍ
3
ごとにとる。又強度試験結果を提出し監督員の承認を得る。（公的機関による）

試験

2

2

2

2
nm

91

５

３

２

令

の
材

ト
ｌ
リ
ク
ン
コ

（日）

平均気温

圧縮強度

コンクリートの

５℃未満

１５℃以上

５℃～１５℃

型枠 存 置 期 間

Ａ種

Ａ種

普通ポルト早強度ポルト

基礎、梁側、柱、壁

せき板

部位

種類

シリカセメント

高炉セメント
ランドセメントランドセメント

の種類

セメント

存置期間の

６４

Ａ種
シリカセメント

Ａ種
高炉セメント
ランドセメント

普通ポルト

支柱

ランドセメント
早強度ポルト

スラブ下、はり下

１５ ２８

普通ポルト
ランドセメント

早強度ポルト

はり下

１２

８

シリカセメント

高炉セメント
ランドセメント

普通ポルト
ランドセメント

早強度ポルト

スラブ下

２５

１７

Ａ種

Ａ種

１００％

２８

２８

２８

シリカセメント

高炉セメント
ランドセメント

Ａ種

Ａ種

８５％

設計基準強度の

１６１０

設計基準強度の５０％

１０６

８

５

３

５Ｎ／cm

地 盤６　章

・　有

・　平板載荷試験

・　標準貫入試験

・　有・　調査予定

・　ボーリング ・　平板載荷試験

・　近隣・　敷地内

・　無

地盤 調 査 計 画

地盤 調 査

※　地盤調査の結果により、杭長、杭種、直接基礎の深さ、形状を変更する場合もある。

・　水平地盤反力係数の測定

・　土質試験

・　ボーリング調査

・　スウェーデン式サウンディング試験

・　物理調査

・　静的貫入試験

・　地盤調査費用は本工事に含む事とする。

・　無

・　セメントミルク工法（　・　２００ＮａＰ　・　３４１ＮａＰ　）

11

12

※　試験杭による１ｍ以内の杭長の変更は、契約金額の増減は行わないものとする。

※　砕石　ァ　０～４０

・　１５

・　無

・　有

・　１８

・　有

・　擁壁

・　無

・　済み

・　無

構 造 特 記 仕 様 書

・　有

・　ＰＨＣ　（Ａ，Ｂ種）

13

・　壁式鉄筋コンクリート造　　　　１階建

・　否

・　

７　章 設 備 関 係

一 般 事 項

　　とる事とする。

※　床スラブ内に設備配管等を埋込む場合は、スラブ厚さの１／３以下とし管の間隔を５ｃｍ以上

※　設備機器の架台及び基礎については、工事監理者の承認を得ること。

※　特記以外の梁貫通孔は原則として設けない、設ける場合は設計者の承認を得ること。

８　章 そ の 他

一 般 事 項

※　各試験の供試体は公的検査機関にて試験を行い、工事監理者に報告すること。

※　必要に応じて記録写真を撮り保管すること。

※　諸官庁への届出書類は遅滞なく指定の日時までに提出すること。

令第129条の2の4の事項 注記）特記無きは、■印を採用する。

その他の震動及び衝撃の緩和のための措置を講ずる事。

■ 管を支持し、又は固定する場合においては、つり金物又は防振ゴムを用いる等有効な地震

又は可撓継手を設ける等有効な損傷防止のための措置を講ずる事。

■ 管の伸縮その他の変形により当該管に損傷が生ずるおそれがある場合において、伸縮継手

有効な管の損傷防止のための措置を講ずる事。

■ 建築物の部分を貫通して配管する場合においては、当該貫通部分に配管スリーブを設ける等

■ 風圧､土圧及び水圧並びに地震その他の震動及び衝撃に対して安全上支障のない構造とする事。

■ 建築物に設ける給水、排水その他の配管設備は

ブロック造とする事。

コンクリート造又は厚さが 25cm以上の無筋コンクリート造、れんが造、石造若しくはコンクリート

□ 煙突で屋内にある部分は、鉄筋に対するコンクリートのかぶり厚さを 5cm以上とした鉄筋

場合は鉄製の支持を設けたものを除き、90cm以下とする事。

□ 煙突の屋上突出部の高さは、れんが造、石造、コンクリートブロック造又は無筋コンクリート造の

構造耐力上主要な部分に、支持構造部は、建築物の構造耐力上主要な部分に、緊結する事。

ないものとする事。

■ 建築設備（昇降機を除く。）、建築設備の支持構造部及び緊結金物は、腐食又は腐朽のおそれが

・建築物に設ける建築設備にあっては、構造耐力上安全なものとして、以下の構造方法による。

屋外便所

・　準耐火建築物（　・　外壁耐火　・　軸組不燃）

□ 屋上から突出する水槽、煙突、冷却塔その他これらに類するものは、支持構造部又は建築物の

基 礎 下　・　ァ１００　・　ァ６０

岐阜県大垣市高屋町　地内

大垣駅南口公衆トイレ改築工事

調査年月日

構造特記仕様書令和８年
（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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A R C H I T E C T U R E   D I V I S I O N   O G A K I   C I T Y   H A L L

縮 尺設計年度
株式会社　建築計画研究所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 ─

部      分

１．一　般　事　項

鉄筋の定着および継手長さ

・コンクリートの設計基準強度  ２１Ｎ／ｍｍ  以上とする.

曲げ補強筋、壁梁主筋 ４０ｄ

斜め補強筋 ４０ｄ

４０ｄ上
床　　　版

下 ４０ｄ

４０ｄ上

下 ４０ｄ

１ ０ ｄ か つ １ ５ ０ ｍ ｍ

定　着 継　手

耐 圧 床 版

・床版下端定着は逆梁の場合は特記による．

・フックのある場合の定着は特記による。

・径の異なる鉄筋の重ね継手の長さは、径の

　細いほうのｄによる。

・鉄筋は□ＳＤ２９５Ａ（Ｄ１６以下）、□ＳＤ３４５（Ｄ１９以上）とする.

・Ｄ１９以上の継手はガス圧接とする。

１３５°

　９０°

１８０°

角　度

折曲げ

ｄ Ｄ

鉄筋末端部の折曲げ形状・寸法

折曲げ図

４ｄ以上

ｄ Ｄ

６ｄ以上

ｄ Ｄ

８ｄ以上

ＳＤ２９５Ａ

鉄筋の種類

ＳＤ３４５

Ｄ ３ｄ以上 ４ｄ以上

１１ｄ以上 １２ｄ以上

Ｄ ３ｄ以上 ４ｄ以上

１１ｄ以上 １２ｄ以上

Ｄ ３ｄ以上 ４ｄ以上

１２ｄ以上１２ｄ以上

使用箇所

以上の鉄筋

のベース筋並びに径１６ｍｍ

柱、はりの主筋及び杭基礎

径１３ｍｍ以下の鉄筋並びに

あばら筋、帯筋、スパイラル

筋及び床版筋

Ｔ形及びＬ形はりのあばら筋

角　度

折曲げ
折曲げ図

ｄ Ｄ

ＳＤ２９５Ａ

鉄筋の種類

ＳＤ３４５

Ｄ ３ｄ以上

Ｄ

使用箇所

鉄筋中間部の折曲げ形状・寸法

以下

９０°

ｄ Ｄ

Ｄ

Ｄ

５ｄ以上

６ｄ以上

８ｄ以上

５ｄ以上

６ｄ以上

８ｄ以上

４ｄ以上 あばら筋、帯筋、スパイラル筋

径１６ｍｍ以下の床版筋、壁筋

上記以外の鉄筋でＤ２５以下

上記以外の鉄筋

　 １ ．

　 ２ ．

　 ３ ．

壁筋（縦、横筋） ４０ｄ４０ｄ

４０ｄ

４０ｄ

４０ｄ

４０ｄ

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図（１）

構造部分の種別

ない部分

土に接し

土に接す

る部分

２０

３０

耐力壁

３０

３０

３０

４０

普通コンクリート

は　り

　柱

床　版

非耐力壁

擁　壁

柱、はり、床版、壁

基礎、擁壁、耐圧床版

４０

６０

４０

煙突など高熱を受ける部分 ６０

鉄筋の最小かぶり厚さ

２．壁　リ　ス　ト

符　号 壁　厚

Ｗ１５

Ｗ１８

Ｗ２０

ＫＷ１８

１５０

１８０

２００

１８０

Ｄ１０－＠２００

Ｄ１０－＠２００

Ｄ１０、Ｄ１３－＠２００

２００ＫＷ２０

配　　筋

縦　　筋 横　　筋

（Ｓ） （Ｓ）Ｄ１０－＠２００

（Ｓ） （Ｓ）Ｄ１０－＠１５０ Ｄ１０－＠１５０

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｄ） （Ｄ）

（Ｄ） （Ｄ）Ｄ１３－＠１５０

Ｄ１３－＠２００

Ｄ１０－＠２００

Ｄ１０、Ｄ１３－＠２００

Ｄ１０、Ｄ１３－＠２００

Ｄ１０－＠２００

Ｄ１０－＠２００ （Ｄ） （Ｄ）Ｄ１０－＠２００Ｗ１６ １６０

Ｄ１０、Ｄ１３－＠２００ （Ｄ） （Ｄ）Ｄ１０、Ｄ１３－＠２００Ｗ２５ ２５０

・軽量コンクリートの場合は特記による。

屋内

屋外

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

仕上げあり

仕上げなし

・捨コンクリートの厚さは、かぶり厚さに

　含まない。

　げのあるものとする。

・仕上げありとは、モルタル塗り同等の仕上

・杭基礎の場合のかぶり厚さは、杭天端から

　とする。

２０ｄ

４０ｄ

　 ４ ．

　 ５ ．

鉄筋の継手位置

４０ｄ ２０ｄ
４０ｄ ４０ｄ ≧４００

・重ね継手 ・ガス圧接継手

　 ６ ．鉄筋相互間のあき

・粗骨材の最大寸法の１．２５倍

・異形鉄筋では径の１．７倍

・２５ｍｍ 左記の値のうち最大のもの

S02

Ｗ１０ １００

令和８年 壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図１（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 ─

３．壁開口部補強筋

壁　厚

１８０

２００

１２０

１５０

１６０

２５０

開口部補強筋

曲げ補強筋（縦筋、横筋）

溶接金網　６φ－＠１００　（片面）

溶接金網　６φ－＠１００　（片面）

溶接金網　６φ－＠１００　（片面）

溶接金網　６φ－＠１００　（片面）

溶接金網　６φ－＠１００　（両面）

溶接金網　６φ－＠１００　（両面）

５
０
０

５
０
０
５
０
０

　 １ ．

開口部

斜め補強筋：溶接金網　６φ－＠１００

斜め筋補強

・片面補強の場合は、屋外側に配筋する。

曲 げ 補 強 筋 （ 縦 筋 ）

曲 げ 補 強 筋 （ 横 筋 ）

開口部

曲 げ 補 強 筋 （ 縦 筋 ）

曲 げ 補 強 筋 （ 横 筋 ）

４
０
ｄ
４
０
ｄ

開口部が壁梁等に接する場合は、上記の配筋としてよい。

以上とする。

・鉄筋の径は、曲げ補強筋

（縦筋）の断面積の１／２

曲げ補強筋（縦筋、横筋）要領による。

斜め補強筋要領

最　上　階

最　上　階

１ － Ｄ １ ３

１ － Ｄ １ ３（シングル）

（ダブル）

１ － Ｄ １ ６

１ － Ｄ １ ６

１
－

Ｄ
１

６

１
－

Ｄ
１

６

１
－

Ｄ
１

３

２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ３

１
－

Ｄ
１

３

１
－

Ｄ
１

３

２
－

Ｄ
１

３

２
－

Ｄ
１

３

４
－

Ｄ
１

３

２ － Ｄ １ ６

２ － Ｄ １ ６

２
－

Ｄ
１

６

２
－

Ｄ
１

６

４
－

Ｄ
１

３

２ － Ｄ １ ６

２ － Ｄ １ ６

２
－

Ｄ
１

６

２
－

Ｄ
１

６

２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ３

２
－

Ｄ
１

３

２
－

Ｄ
１

３

その他の階

３、４階建の１階

２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ３

２
－

Ｄ
１

６

２
－

Ｄ
１

６

４
－

Ｄ
１

３

２ － Ｄ １ ６

２ － Ｄ １ ６

２
－

Ｄ
１

６

２
－

Ｄ
１

６

基礎梁 基礎梁

１ － Ｄ １ ３ １ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ３ ２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ３ ２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ６ 以 上２ － Ｄ １ ６ 以 上

２ － Ｄ １ ３ ２ － Ｄ １ ３

４．

２ － Ｄ １ ６
最 上 階 よ り
３ 層 ま で は
２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ６
最 上 階 よ り
３ 層 ま で は
２ － Ｄ １ ３

基 礎 梁 上 端 筋 基 礎 梁 上 端 筋

開口高が１ｍ以下の場合 開口高が１ｍを越える場合

１ ５ ０ 以 上 １ ５ ０ 以 上 １ ５ ０ 以 上

曲げ補強筋（縦筋、横筋）要領

４ ０ ｄ４ ０ ｄ

４ ０ ｄ ４ ０ ｄ

４ ０ ｄ４ ０ ｄ

４ ０ ｄ４ ０ ｄ

S03令和８年 壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図２（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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５．

最　上　階

最　上　階

（シングル）

（ダブル）

その他の階

３、４階建の１階

１ － Ｄ １ ６１ － Ｄ １ ６１ － Ｄ １ ３１ － Ｄ １ ３

１ － Ｄ １ ３１ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ６２ － Ｄ １ ６２ － Ｄ １ ３２ － Ｄ １ ３ ４ － Ｄ １ ３

４ － Ｄ １ ３ ４
０

ｄ

２ － Ｄ １ ６２ － Ｄ １ ６

４ － Ｄ １ ３ ４
０

ｄ

４ － Ｄ １ ３

４
０

ｄ

開口高が１ｍ以下の場合 開口高が１ｍを越える場合

２ － Ｄ １ ３ ２ － Ｄ １ ３ ４ － Ｄ １ ３

４ － Ｄ １ ３

４ ０ ｄ

４ ０ ｄ

４ ０ ｄ

４ ０ ｄ

横 筋 は フ ー プ 配 筋 と す る 。
壁 長 が １ ｍ 以 下 の 場 合 、

横 筋 は フ ー プ 配 筋 と す る 。
壁 長 が １ ｍ 以 下 の 場 合 、

横 筋 は フ ー プ 配 筋 と す る 。
壁 長 が １ ｍ 以 下 の 場 合 、

　 １ ．横　筋

１ ８ ０ ° フ ッ ク 掛 け

２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ６ ２ － Ｄ １ ６ ２ － Ｄ １ ６ ２ － Ｄ １ ６

１ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ６

壁筋の定着要領

４ ０ ｄ

４ ０ ｄ

２ － Ｄ １ ３

４ ０ ｄ ４ ０ ｄ

４ ０ ｄ ４ ０ ｄ ４ ０ ｄ

４
０

ｄ

４ ０ ｄ ４ ０ ｄ ４ ０ ｄ

４
０

ｄ
４

０
ｄ

４ ０ ｄ４ ０ ｄ ４ ０ ｄ

　 ２ ．縦　筋

２ － Ｄ １ ３

最　上　階

２ － Ｄ １ ３

２ － Ｄ １ ３

最　上　階

（ダブル）

２ － Ｄ １ ３

（シングル）

４
０

ｄ

最　下　階

２ － Ｄ １ ６
最 上 階 よ り
３ 層 ま で は
２ － Ｄ １ ３

４
０

ｄ

２ － Ｄ １ ６ 以 上
基 礎 梁 上 端 筋

４
０

ｄ

４
０

ｄ

交 互 に 定 着

基 礎 ベ ー ス 筋 の 位 置 ま で 延 ば す

４ ０ ｄ ４ ０ ｄ ４ ０ ｄ

S04令和８年 壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図３（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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下端配筋図 上端配筋図

ＬＣ

Ｙ
２

Ｙ
１

１
５

ｄ

１
５

ｄ

Ｙ
３

Ｙ
３

Ｌ
ｘ

／
４

短
辺

方
向

内
の

り
ス

パ
ン

Ｌ
ｘ

／
２

５
０

中
央

部

端
　

部

１ ５ ｄ

５ ０

Ｄ １ ３ Ｙ ３

１ ５ ｄ
Ｙ ３

５ ０

Ｘ ３ Ｘ １ Ｘ ２ Ｘ ３

端　部 中央部

Ｙ １

Ｙ ３

Ｘ
３

Ｘ
１

Ｙ ２

Ｘ
２

Ｙ ３

Ｙ １

Ｘ
３

Ｘ
３

長 辺 方 向 内 の り ス パ ン Ｌ ｙ

Ｌ ｙ ／ ４

Ｙ １

Ｙ １Ｙ ２

Ｄ １ ３

Ｄ
１

３
Ｘ

３

Ｘ
３

Ｘ
１

Ｘ
１

Ｘ
２

Ｄ
１

３

５
０

６．床版配筋リスト

符 　 号 版 　 厚 位 　 置

中 　 央 （ Ｘ ２ ）

短 辺 方 向 長 辺 方 向

備 　 考

端 　 部 （ Ｘ １ ）

中 　 央 　 部 中 　 央 　 部

上 端 筋

下 端 筋

上 端 筋

下 端 筋

上 端 筋

下 端 筋

上 端 筋

下 端 筋

上 端 筋

下 端 筋

上 端 筋

下 端 筋

上 端 筋

下 端 筋

端 　 部 （ Ｙ １ ） 中 　 央 （ Ｙ ２ ）
端 　 部 （ Ｙ ３ ）

屋 根 床 版 の 場 合 は 、 モ チ ア ミ 配 筋 と す る

割 付 基 準 割 付 基 準

割
付

基
準

割
付

基
準

壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図（２）

３ ５ ｄ

Ｄ １ ３

３ ５ ｄ

Ｄ １ ３

３
５

ｄ

・壁に定着する場合　

Ｄ １ ３

３
５

ｄ

・壁梁に定着する場合

１ ０ ｄ か つ １ ５ ０ ｍ ｍ１
０

ｄ
か

つ
１

５
０

ｍ
ｍ

３ ５ ｄ

上 に ス ラ ブ 筋 を 定 着 す る 。

・壁梁の中間に定着する場合

１ ０ ｄ か つ １ ５ ０ ｍ ｍ

・壁梁下端に定着する場合

・隣接する床版の配筋が異った場合

別 々 に 定 着 す る

１ ０ ｄ か つ １ ５ ０ ｍ ｍ

・壁梁の位置に高低差のある場合

１ ． ５ Ｄ 以 上 　
Ｄ １ ３

３
５

ｄ

３ ５ ｄ

３ ５ ｄ ３ ５ ｄ
３ ５ ｄ

２ Ｄ

３ ５ ｄ
２ Ｄ３ ５ ｄ ３

５
ｄ

３
５

ｄ

１ ０ ｄ か つ １ ５ ０ ｍ ｍ

・床版内に高低差のある場合

Ｄ Ｄ Ｈ

Ｈ

Ｈ≦０．５Ｄ　 ０．５Ｄ≦Ｈ≦２Ｄ

Ｄ １ ０ － ＠ ２ ０ ０

３ ０ °

４ － Ｄ １ ３ 以 上

上 端 筋 又 は Ｄ １ ０ － ＠ ２ ０ ０
Ｌ ＝ １ ， ０ ０ ０

Ｄ

７．床版の定着要領

１ ０ ｄ か つ １ ５ ０ ｍ ｍ
・ 壁 梁 せ い を 大 き く し 梁 下 端 筋 よ り

S05令和８年 壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図４

端 　 部 （ Ｘ ３ ）

Ｓ １ 13 5

1 3 5

Ｓ ２

Ｓ ３

20 0～ 2 30

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 2 0 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 0 , D 1 3＠ 20 0

D 1 3＠ 15 0

D 1 3＠ 15 0

D 1 3＠ 1 5 0

D 1 3＠ 1 5 0

D 1 3＠ 1 5 0

D 1 3＠ 1 5 0

D 1 3＠ 15 0

D 1 3＠ 15 0

D 1 3＠ 15 0

D 1 3＠ 15 0

D 1 3＠ 15 0

D 1 3＠ 15 0

（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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８．

・開口の最大径６００以下の場合

４０ｄ４
０

ｄ

開口部

４
０
ｄ

４
０
ｄ

ｎ１本
ｎ

２
本

ｎ１／２本

ｎ２／２本

２－Ｄ１０

９．その他の補強

床版開口部の補強

・屋根床版出隅入隅部補強

５－Ｄ１０－＠２００

（　＝１，５００）

床版上端筋の下側に配筋

・壁付き床版補強

１，３００

Ｄ１３

Ｄ１０－＠２００
（縦、横）

　床版に上端筋がなく、壁が付く場合

・補強筋：

１ 、 ５ ０ ０

４０ｄ４
０

ｄ

開口部

４
０
ｄ

４
０
ｄ

ｎ１本

ｎ
２

本

ｎ１／２本

ｎ２／２本

・開口の最大径９００以下の場合

４－Ｄ１３
※フックは

　交互に配置する

６
ｄ

８
ｄ

８
ｄ

６
ｄ ６

ｄ

１ １ ． 上下開口がずれる場合の壁梁の配筋要領

１ ０ ．

・両側床版付の場合　 ・片側床版付の場合　 ・逆梁の場合

あばら筋の範囲

３５ｄ

上端筋

下端筋

３５ｄ ３５ｄ ３５ｄ

上端筋

下端筋

あばら筋の範囲

あばら筋の範囲

３５ｄ ３５ｄ

上端筋

下端筋

・標準又は床版なしの場合

壁梁の配筋要領

・壁梁のせいは原則として４５ｃｍ以上とする。

・壁梁の幅は接続する耐力壁の厚さ以上とする。

　を越える場合

４
０

ｄ
４

０
ｄ

・壁梁の主筋の重ね継手は、原則として梁中間部には設けない。

・幅止め筋はＤ１０とし、横筋に間隔１００ｃｍ以下で交互に配置する。

・梁のせいが１２０ｃｍ

Ｄ
＞

１
，

２
０

０

あばら筋の範囲

３５ｄ ３５ｄ

上端筋

下端筋

S06令和８年 壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図５（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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縮 尺設計年度
株式会社　建築計画研究所

一級建築士　第116288号　小塚　昭幸 ─

１ ２ ．

設置範囲　
大きい径の３倍

３／Ｄ Ｄ

Ｌ０

・貫通孔の設置範囲

梁貫通孔補強要領

≦５０

≦１００

≦１５０

≦２００

≦２５０

≦３００

≦５００ ≦６００ ≦７００ ≦８００ ≦９００ ≦１，０００φ
Ｄ

梁貫通不可

補強筋不要

１．２Ｄ １．２Ｄ
５ ０ ０ ≦ Ｄ ＜ ７ ０ ０

７ ０ ０ ≦ Ｄ ＜ ９ ０ ０

９ ０ ０ ≦ Ｄ

Ｃ Ｃ ≧ １ ７ ５

Ｃ ≧ ２ ０ ０

Ｃ ≧ ２ ５ ０

斜 め 筋

縦 　 筋

横 　 筋

上 下 縦 筋

・縦筋、及び上下縦筋は、あばら筋の形にする。

２ － ２ － Ｄ １ ３

４ － ２ － Ｄ １ ３

２ － ２ － Ｄ １ ３

２ － ２ － Ｄ １ ３

１ ３ ． 基　　礎

　 １ ．くい基礎

くい径

１
．

５
Ｄ

１
０

０
４

０
ｄ

杭頭補強主筋 Ｄ＜４５０　６－Ｄ１３

Ｄ≧４５０　８－Ｄ１３

補強帯筋 Ｄ１０－＠１００
中埋コンクリート

底板

２
０

ｄ

１ ５ ｄ （ 余 長 ） ４ ｄ （ 余 長 ）

Ｌ

はかま筋　Ｄ１３－＠３００

・基礎主筋はＤ１３以上とし、はかま筋はＤ１３－＠３００以下とする。

基礎主筋

Ｄ

はかま筋はＬ＜１．０ｍの場合不用とする。

４
０
ｄ

４０ｄ
上下縦筋

縦筋

斜め筋
横筋 コンクリートブロックの間仕切壁

２
０

０

ブ ロ ッ ク 厚

Ｌ≦２，０００　

４ ０ ０ ４ ０ ０

Ｌ

Ｄ１０－＠２００

２－Ｄ１３

開 口 部

１－Ｄ１３

開口部（縦、横補強筋）

　Ｄ１０－＠４００ 　Ｄ１０－＠４００

主　筋 配力筋

まぐさの配筋

Ｄ１３

Ｄ１３

１００≦

８００

モルタル充填　

Ｄ１０－＠２００
交互に配筋

Ｄ１０－＠２００

交互に配筋

Ｄ１３

Ｄ１３

４
０

ｄ

４０ｄ

１８０°折曲げ

４０ｄ

　 ２ ．

　 １ ．間仕切壁の配筋

４５ｄ

・主筋（縦筋）は原則として継手を設けてはならない。

１ ４ ．

配 力 筋 （ 横 筋 ） の 重 ね 継 手

片面溶接

１
０

ｄ
１

０
ｄ

片面溶接

　 ２ ．

・基礎梁の主筋は２－Ｄ１６以上とする。

基礎梁

・上部の耐力壁の縦筋及び曲げ補強筋（縦筋）は、原則として基礎ベース筋位置まで延ばす。

S07令和８年 壁式鉄筋コンクリート造配筋基準図６（補）大垣駅南口公衆トイレ改築工事
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基礎伏図（耐圧盤）
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基礎伏図(新設耐圧盤) S=1/100

既設耐圧盤を示す（既設のまま）
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新設耐圧盤（既設打ち増しt=200）
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新設建物基礎外面範囲：既設耐圧盤の上新設耐圧盤t=150

新設耐圧盤（既設打ち増しt=200）を示す
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